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大都市居住環境保全と都市市民運動
一一多摩ニユ{タウン開発における酪農問題に発する都市と農村の諸関係一一
大石堪山*
要約
多摩ニュータウン開発地域におけるいわゆる「酪農問題jは都市と農村の諸関係を分析するための好
個の事例である。そこに生起している現象は都市と農村の対立・矛盾のあらゆる側首の問題であり，現
代日本の地域開発に必ず付随しておこる問題である。
本稿では，第19住区予定地区の酪農業者達の「計画区域からの除外」を求める運動が，前稿で分析し
た地区外のおもに農業者による支援闘争をひきおこした後，自治体労働者との共闘を経て，広く市民運
動に発展していくその過程を分析した。この「闘争」過程そのもののなかに，都市と農村の対立・矛盾
をのりこえ，両者の敵合・調和をはかるための本質的な要素を必然的に見い出すことができると考える
からである。
この「酪農問題」は.1975年「東京の農林漁業を守り発展させる研究集会」ではじめて東京都職員労
働組合経済支部のとらえるところとなり，ここに農業者と労働組合員たる都市住民との相互理解と共同
「闘争Jの道がひらかれた。労働組合員が，支援を送るだけでなく，自己の問題として東京の農業を認
識することができたのは，単に上述の研究集会が成功したからではない。そこに至るまでに長い努力が
あったからである。とくに.1966年，当局より農林センターの構想が出され，組織の危機が訪れたこと
が自治体労働者をして地方自治研究活動を活発にさせ，試験研究機関のあり方とともに，東京の農林漁
業の位置づけゃあり方などの理念問題の研究に向げさせ，自己認識とともに農業や農業者を正しく認識
させる端緒になったと考えられる。
この運動は，さらに政党が理解するところとなり，東京都議会を通じての闘いにもなり，都首脳部に
よる計画変更の再検討をひきおこすまでに至る。そして現地酪農業者・養蚕農業者を中心に「多摩ニュ
ターウ γの酪農と農業を守る会Jの結成を経て.1975年7月には労働組合，学者，市民を含め19団体で
構成する「多摩ニュータウソ開発を考える都民会議」が結成され，多摩ニュータウン全体を視野にいれ
た闘いに発展した。
以上の運動は.1979年9月.r東京の農林漁業を発展させ豊かな都民生活をきずく連絡会」の結成と
なり，本年4月現在，農林漁業関係団体，消費者団体，行政関係労働団体等70団体と，農林漁業者，消
費者，行政関係者，学者や文化人を含む個人参加者506名とからなる組織となった。「酪農問題」はこ
の会の3つの緊急な運動課題の1っとしてとりあげられるに歪った。生産者と消費者を直接結ぶ連帯の
輸が広がりつつ，都市農業の確立が双方の諜題となってきている。
市民運動に発展したのは，自治体労働者の精力的，かつ実践的学習と運動によるところが大きいが，
衰退の兆しをみせた東京という大都市に居住する市民自身が疲弊しつつある大都市の住環境，とりわけ
環境汚染，食料汚染などに厳しい対応をせまられ，生命に危険を感じているからにほかならない。大都
市東京の豊かな再創造のためには何が本質的に必要なのかを，農業者と労働者の連帯を中心に市民が認
識しつつあるからと言えよう。
本東京都立大学都市研究セ γター・理学部
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1. はじめに
多摩ニュ{タウン都市建設計画区域には，計画告示後
15年余を経過した現在でもなおかなり広範囲にわたる事
業未認可(未承認〕地区がある。その面積は416.8ヘク
タ{ル，全都市計画区域の約14パーセ γ トを占めてい
る(図1)。この中の西部地区の 1地区である「第19住区
予定地区」は，いわゆる「酪農問題」がおこり，都市建
設計画は，土地買収の進展にもかかわらず，まったく実
行にうつされていない。
前稿(拙稿1981)では，多摩ニユ{タウン計画区域内
から出された各種「請願」を請願運動としてとらえ，各
々の請願文に依拠して，各請願主体者や主体者達の環境
及びその変化やそれらの相互関係を分析することによ
り，この請願運動を各主体者による問題の認識および闘
争の発展過程としてとらえようとしたものであった。こ
のようにとらえることによって，いわゆる「第四住区問
題」が提起している本質的な問題，換言すれば，現代日本
の都市・農村関係の問題の一端に触れることができると
考えた。
第19住区予定地区(堀之内地区)から出された「計画
区域からの除外」を求めた誇願は，昭和41年6月8日に
行われて以来，請願を受け付けた東京都議会でも実質的
な審議は行われることなく，また何の回答もなされない
まま，更新継続などが行われ，今日まで継続されてきて
L、る。
昭和48年にこの第四住区予定地の土地買収が東京都住
宅供給公社によって本格的に始められたことにより，掘
之内地区の内部分裂は一挙に表面化し，計画区域からの
「除外」要求運動は，わずか十数戸の酪農業者の闘いに
縮小された。過去の日本の地域開発において，計画主体
者と被土地買収者ないしは地元住民との関係は，おおむ
ね土地買収により，後者の構成員達のそれぞれの思惑に
よって徐々にあるいは一挙に組織が崩壊し，計画主体者
側の「勝利」に終るのが常であったといっても過言では
ないであろう。しかしながら，この地区の「闘争」はこ
のような状態におちいっても，計画主体者側の「勝利J
に終ることなしこの状況がかえって酪農業者の強い結
束を生み出した。つまりこのことによって，酪農経営体
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図-1 多摩ニユ{タウンにおける新住宅市街地開発事業認可承認未定区域の分布
注)1 :事業認可〈承認〉未定区域 A:中央大学
2 :大字堀の内 B:多摩自然動物園
3 :第四住区建設予定地(堀之内地区 C:多摩テッグ
4 :新住宅市街地開発事業区域 0965，12現在 D:東京薬科大学
5 :土地区画整理事業区域(1975，12現在 E:平山域社会蜜
6 :鉄道及び駅，ならびに予定線 F:東京農工大農学研究所
7 :行政区界 G ・府中ゴルフ場
資料〉東京都，日本住宅公団，東京都住宅供給公社「多摩ニュータウ>'，昭和54年度版」
東京都南多摩新都市開発本部「事業概要昭和53年度版」により作成
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の生産力の側面すなわち酪農経営の一層の充実をはかる
とともに，広く世論にも訴えていこうという「運動」に
発展し，計画地区内の農業者のみの「爵争Jが，住民運
動による「闘争J，地域外の同業者による「闘争」を経
て市民運動による「闘争」へ拡大・発展していくことに
なった。
このことは，もとはと言えば，第四住区予定地区内の
肉類型の専業経営体を中心とした10数戸の酪農業者達が
農業生産力の担い手としての強力なプロ意識を自覚し，
また自覚することを促されてきたからにほかならない。
そして専業農業経営体が本来もっている労働生産性の追
求にのみ専念するという特質をさらに向上させるという
だけではなく，土地生産性をも向上させながら，もう一
歩それらをのり越えようとした結果である。換言すれ
ば r農業生産力」の発展を促すような農業問題ないし
は都市問題の設定の必要性，つまり農業を産業活動の一
部門とするような産業政策，ないしは地域開発政策，と
りわけ都市政策が必要である，ということをこれら専業
経営体が明確に認識したからである。だからこそ，これ
ら主体者の多摩ニュータウ γ計画区域からの除外を求め
る「闘争」は消滅しなかったのである。八王子みどりの
会の農業後継者達も，堀之内地区の「闘争」を自分達の
ものと認識したとき，彼等も堀之内地区の酪農業者達と
同様の認識段階に到達したのであり，全面的な「闘争」支
援が生み出されたばかりでなく，彼等の「闘争」をその
まま自分達の「闘争」としたのである。
本稿では，前稿にひきつづいて，この計画地区内の
「闘争」が非常に限定されTこいわゆる直接の当事者達の
狭い範囲のものから市民運動にまで広範に拡大・発展し
てい〈その過程を分析する。そうすることによって，地
域開発とは何か，とりわけ農業を産業活動の一部門とし
て正しく位置づけるための望ましい産業政策，環境保全
も考慮した都市政策を考え，ひいては都市と農村の諸関
係についての理論化をはかろうと考えるものである。
多摩ニュータウシの「第19区住区」予定地に生起して
いる諸問題は，日本の地域開発にかならずといってよい
ほど付随して起っている農村・農業問題についての好個
の一例である。この都市左農村の対立・矛盾の典型例を
詳細にかつ正しく分析することができれば，将来のわが
国の地域開発にとって都市問題や農業問題，農村問題を
解決するための有効な示唆が得られるはずである。
日本のように，第2次大戦後のとくに高度経済成長の
時期に，急速にしかも急激に都市化の進展した周では，
大都市の内部に急激に「農村」部分も包摂され，なしく
ずし的に農業者しかも専業農業経営体までをも離農さ
せ，農用地を無差別に転用・破壊し，農村という共同社
会生活の基盤をこわしていった結果，いやおうなしに農
村の住民が同時に都市の住民になってしまっている。し
たがっていまや大都市内部では農業・農村問題は都市問
題として把握し，理解しなければならなくなってしまっ
た(拙稿， 1981)。そう考えなければ，都市問題も，ま
た農業・農村問題，あるいは都市・農村の諸関係も正し
く理解できなくなってしまったのである。
2. 労働組合と農業者との共同闘争
多摩ニュータウン計画区域からの「除外」を求める堀
之内の酪農業者逮の「請願運動」は，八王子市内の農業
後継者の集まりである八王子市みどりの会や東京都学農
青年連盟の捉えるところとなり，両者から八王子市議会
に対して「除外」要請の請願が出され r運動」は広域
的な住民運動への発展をみせたことは前稿でみたとおり
である。後者の訴えにあるように，彼等は「区域内農民
の生活権および職業の自由を強奪しようとする一方的独
断的な態度に強く抗議し，ここに，八王子市寺沢地区を
買収計画から除外するよう切望している地元農業者の運
動を支援するとともに，関係各方面に地域の実情を訴
え，地波農業が今後も継続・発展し得るよう請願運動を
展開するもの...・H ・.J(拙稿， 1981， p. 156)であって，
関係各方面への訴えがはじまったのである。もちろん，
堀之内地区の酪農業者達の訴えも各方面に行われたこと
は言うまでもない。
2-1地方自治研究活動
それでは，多摩ニュータウン計画区域内，堀之内地区
の酪農業者達の訴えが，いっTこい何時，何処で，何故に
八王子みどりの会や東京都学農青年連盟，あるいは農業
者以外の人々の理解するところとなったのであろうか。
前者の八王子みどりの会や東京都学農青年連盟が何故に
捉えたかは前稿(拙稿， 1981)で分析したのでここでは
くりかえさないが，その他については，実は自治体労働
者の地方自治に関する学習や運動の力が大きく関与して
いる。これを分析するには地方自治研究活動1)(以下，
自治研という)，とくに東京都区職員労働組合経済支部
のそれについてみなければならない。そのためには，多
摩ニュータウンの農業(酪農)問題をとりあげ，運動と
して受け入れる下地はいかにしてできたのであろうかと
いうことが説明される必要がある。
1) 自治研推進委員会と農業調査
東京都区職員労働組合経済支部2)(以下，都職労経済支
部と省略する〕は，その『定期大会経過報告』によれば
注1)に述べたように， 1957年以降十数年聞は，全国自治
研集会に代表を派遣するのみで，これという自治研活動
を行ってはいなかった。しかし， 1966年に行政対象の減
退を理由にして，農林関係試験研究機関の統合を目的と
した「農林センタ{構想」が当局から出され，組織の危
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機が訪れたことが，都職労経済支部をして農業問題に対
する認識を深めざるを得ないようにさせ，またそのこと
がみずからの自治研活動の出発点になったと考えてよい
であろう。すなわち，この「農林センター構想」の撤回
闘争の中心であった農林関係の職場から，必然、的に，試
験研究機関のあり方とともに，東京の農林漁業の位置づ
けゃあり方などのいわば「理念」に関する議論がなさ
れ，いわゆる「職場自治研jの活動がおこった。このとき
に農家に「実情」を訴えて，援助を受けたことが住民共
闘の目芽えと考えてよい。また1967年に革新都政が誕生
したこともこの運動を容易にしたことは否定できない。
この「職場自治研Jの活動は職場闘争の強いエネルギ
とーなり， r農林セシター構想」はついに撤回された。
そればかりか， 1970年には，東京農業の正確な認識にむ
けて，農業試験場，苔産試験場，蚕糸試導所，農林部の
組合員の協力によって， r都下農業のアンケート調査」が
行われた。ときまさに，新都市計画法施行にともなう東
京都農業の経営条件が急激に悪化の方向にむかつた頃で
ある。調査の目的は， r都の農家をいかに守るべきか」の
観点で都下農業経営の障害になっているものを明らかに
することであった。
さらに2年後の1972年7月，自治問題研究所主催の第
13回自治体学校に，都職労経済支部として最初の代表を
派遣し，自治体労働組合運動の理論と実践を吸収した。
そして，それに参加した代表によるこの結果の報告が，こ
みだけ
の年の 8 月 3~5 日，奥多摩の御岳で開催された都職労
経済支部主催の第一回御岳自治研集会で3)その後の運動
の基調になった。すなわち，自治体労働組合運動の転換
期にあって，自治研活動が支部運動の中心になると考え
られたことにより， r職場要求闘争と自治研活動を結合
して闘う」という基調がたてられたペ ここで議論され
たことは，さらに同年10月に「東京都における農林行政
のあり方と自然保護回復」というテーマのもとに，自治
研農林漁業分科会で再討議され，急速に自治体労働者の
農家に対する認識が高められた530
2) 東京の自然保護と農林行政
1966年当局から出された「農林センター構想」以来，
試験研究機関のあり方や東京の農林漁業の位置づけなど
が理念問題として提起され，学習・研究が深められてき
た。それは，革新都政の誕生後の都政が都民福祉を基点
とした方向へ大きく転換するのにともなって，科学的な
行政施策を進めるために，その責務の明確化とともに行
われたものである。試験研究機関の位置づけは，その運
営の仕方とともに，次の4点に集約された。
1. 都政の今日的問題を正しく分析し，現状の問題点
をほりさげること(以下，傍点は特にことわりのな
い限り，すべて筆者〕。
2. 今日的問題から将来を見越Lた課題に取り組む姿
勢が必要であること。
3. その場合の基本的立場は都民の生活に根ざした要
求であると同時に，大資本中心の国の施策に対する
科芋申芋苧?立号ぞ苧亨?争?550.......
4. したがって研究機関はたえず行政施策に先行して
問題点を提起していく立場にあり，行政の下請化で
あってはならないこと。
このような研究機関の運営によって，行政との相互関
係の上に研究員の自覚的な能力が最大に発揮できる運営
であることを基本としながら，職場の民主化が進められ
ていった。
試験研究機関のあり方の議論の過程は，初期の支部自
治研活動の中心課題であり，従って「農林関係の自治研」
とおきかえられるほど，都市農業の確立，自然保護に密
接に関連して進められてきた。しかしながら，東京は政
府による大企業優先の施策によって急速に都市化され，
都市問題が悪化の一途をたどってきた。とくに大企業の
無謀とも言える開発は人口集中に深刻さを加え，大気や
河川の汚濁，緑の破壊など自然環境の破壊は都民の生命
も保障しえない状態にまでなった。
このような現状を都の農林漁業関係機関の仕事に携わ
る人々が十分に認識し，自然と都市の調和のとれた環境
を回復させるために，都の農林行政がもっている機能を
発揮して，施策，政策にまで高めていこうとしたのであ
る。都民の生活環境の回復，実現の要求は，革新都政二
期目を迎えた美濃部都政の「青空と広場の東京構想」に
生かされていたが，それの具体化がこの時期の緊急課題
となっていた。また都民参加の都市造りとして r東京
の自然を守る知事対話集会」がもたれたのも周知の事実
であり，また r自然保護条例」が都議会に上程されよ
うとしていた。
しかしながら，都上層部によって，都市化に伴って農
林水産業の後退は当然という，都市計画的な自然、保護行
政が進められてきた。すなわち，そこには「公園」整備
の考え方しかなかったのである。過去常に範としてきた
諸外国の都市において，都市と農林漁業行政とは無縁の
ものと受けとめられてきたことも全く関係のないことで
はないと考えられる。
東京ばかりでなく，日本の大都市では，都市計画的な
自然保護行政ばかりではなく，いままでの「農林水産業
で培われてきた知識，経験，技術を正面におくことが正
しい生きた“自然保護行政"の確立に結びつく」のであ
り， r農林水産業の最低限の維持と他産業との調和を作
り出すことの緊急性が認識」されるべきだという主張が
なされた。
教職労経済支部自治研推進委員会農林漁業分科会のこ
のような運動は，東京都による「自然保護条例」制定に
あたっての数回にわたる対話集会と並行して，自然保護
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団体との懇談会や討論集会が行われた。また，公害局
〈当時〉の「自然保護条例(案)Jの起草者である島田副
主幹の出席の下に「条例(案)Jの学習や意見交換も行わ
れた。それらの総括は.r東京の自然保護と農林行政一一
農林漁業行政の新しい対応をめざして一一」や「東京の
自然を取りもどすために農林水産業の持つ役割」などが
強調されて広く都民に訴えられることになった。後者で
は， r都における農林水産業を中心とした調和を作り出
す以外に東京の自然の回復は図れない。経済局は，その
中心的任務を自覚し，自然保護行政の推進に積極的に取
り組む」と主張し，関係職場の昭和48年度の行政施策，
研究テーマ一一PCB， ABS， カドミウム対策関係 (7
分類一一以下同じ)，公害防止対策関係(5)，緑の保全対
策関係(6)，緑を広げるための対策関係(8)，ー をー列挙し，
これらの進展の是非は都上層部の姿勢の問題だ」とし
て，再考を促している。また，前者では，都民の求める
生活環境，経済局の機能と役割，今後の農林行政の果す
べき役割，試験研究機関の機能と役割，管理者の積極的
な方向策定と立案などにわけて主張が行われた。なかで
も都の農林業の役割!として，たんに生鮮食料品の供給を
安定的に供給するばかりでなく，あるいは，災害防止の
オ{プン・スベ{スとして，都民の生活と自然との調和
をとりもってきたばかりでなく，都民の生活をとりまく
自然環境としての生産緑地の果している役割が強調され
ている。東京の公園，街路樹の占める面積と，農用地の
田，畑，樹園地の占める全面積とでは比較にならないほ
ど後者の面積は大きい。森林を加えれば，後者は前者の
恐らく数百倍の面積になるであろう。これら緑の農地の
もつ機能は，大気の浄化や自然環境として働いている。
いずれにしても，緑の育成をはかつていくことは重要
なのであるが，自然の保護・回復は，たんに「緑」の問
題ではなく，環境という一体的なものとして総合的に把
握される必要がある。大気も，水も土壌も，また動植物
までも含めた総合体としての自然環境として把握される
べきものである。
以上のような運動の成果はついに「東京における自然
の保護と回復に関する条例UJ(昭和47年10月初日，東京都
条例第108号〉に生かされることになった。すなわち，同条
例の第30条に「農地の保存」についての一条が，以下にみ
られるように，とりいれられることになったのである。
第30条(農地の保存) 知事は，都市計画法第7条第
1項の規定により定められた市街地区域内の農地であっ
て，自然、を保護するため特に必要なものについては，苗
木の育成の季託または助成を行うことによって，その保
存を図らなければならない。
2， 前項の規定により助成を受ける農地を所有する考
は，その保存等の方法について，知事と協定を締結す
るものとする。
「自然保護条例」が定まることになって，都市計画で
あるニュータウン計画もこの条例の基本方針に整合させ
る義務ができた。 9月26日付「日本経済新聞」にみられ
るように多摩ニュータウ γも自然保護について問い直さ
れることが都民の前に明らかにされた。また， 10月26日
付「関紙」にも「自然保護へ軌道修正」という見出し
で，都が多摩ニュ{タウソの建設計画を全面的に変更す
る方針を決めたことが報じられている。すなわち，自然
保護を重視した新しい計画に変更し，計画人口も10ー 15
%減らし，公園面積も大幅にふやすなど，環境保全のた
めの土地利用計画を策定する大幅修正計画となった。
3) r農家要求調査」と農林漁業行政
このような「学習Jと「運動」の過程を経て.翌1973
年には都職労経済支部の音産試験場分会に自治研推進委
員会が確立され， r畜産試験場施設整備の方針」につい
て討論が行われた。この討論をするなかから必然的に，
「畜産農家は畜産試験場に何を要求しているのか」を分
会として知る必要があり，組織をあげて，つまり畜産関
係職場全体が参加して調査にとりくみ，それを方針にと
りいれるべく， r農家要求調査」が実施された。この調
査は農家から直接聴きとり，なまの声90を25項目の要求
にまとめて，それを対都要求書として都側に提出した。
都側からは積極的な回答が出され，農家要求が都政に反
映される第一歩となったことは周知のとうりである。
この「農家要求調査」に積極的にとり組んだことが，
第二回御岳自治研集会の農林漁業分科会的で「畜産農家
との対話要求調査について」として報告され，都職労経
済支部の自治研活動に， r住民との交流・対話集会をぜ
ひ実現しようという」新しい目標が他の 2つの目標とと
もに設定され，実践的な自治研活動から，自治研活動の
本質に触れる方向づけがなされた。
このように急速に自治研活動が進展した背景には，社
会の変動に伴う農林関係試験研究機関の統合という契機
があったことによって， r撤回闘争」を推進する農林関
係の自治体労働者が厳しく自己をみつめるということが
あったからである。従って，御岳自治研集会の各分科会
ではほとんど常に農林漁業分科会が最大の参加者数を得
て，しかもリポートの数でも最大数を示していることを
みればそのことが理解できる。
それ故に，早くも第二回御岳自治研集会で，農林漁業
分科会は次のような「今後の農林漁業行政に対する 7項
目Jの統一見解を提出するまでに発展した。
1) 農林行政の基本を，生産基盤の確立，農林漁業者
の生産と生活の安定を通して，都民に生鮮食料品を
供給することに置く。
2) 東京都内の70%の農地が市街化区域内にある現実
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に立って，市街化区域内の農地を維持し，生産的な
緑地を保全していくために，農民や農業団体ととも
に，宅地並み課税に反対していく。
3) 国の施策が農村地域に限定されているので，市街
化区域や調整区域に，農業者の経営を安定させるた
めの，都独自の施策を積極的に打ち出していくよう
要求していく o
4) 同時に，今まで蓄積した専門的知識や技術を「自
然の保護回復」に活用していく。
5) r自然の保護回復」と言うことを，緑化と言うこと
だけから見るのではなく，第一次産業を自然の生態
系の中で正しく位置づけていく。
6) 農林関係職場における機構改革は，これらの観点
に基づいて行われるべきであり，新しい農政に対応
する組織を積極的に検討する。
7) これらを通して，革新都政にふさわしい生産の発
展と，都民の良好な生活環境作りに対応できる農政
を，実現していくために運動していく。
これらの 7項目は現在の都職労経済支部の農林漁業行
政，機構改革に対する政策とも合致する大変すぐれたも
のと高く評価されている。
さらに前述のように畜産試験場分会の活動にみならっ
て，すべての分会が行政対象住民と対話集会を持つよう
に取りくむ。そして対話については， 1)行政対象住民の
要求を開くこと， 2)労働組合として参加すること， 3)共
に行動する，ということで話し合う。という三つの観点
によって，集会翌月から行動に移すということが実行さ
れた。
4) 農業青年(後継者)と農政労働者の対話集会
翌1974年3月には「農家青年と農政関係労働者の懇親」
がはかられ，はじめて農業後継者との対話集会がもたれ
た。前稿で述べた東京都学農青年連盟から15名の後縦者，
都職労経済支部三役と農林関係の全ての分会から約50名
の自治体労働者が参加して行われた。
この集会は夜半に至るまで一人の退席もなく討論が続
けられたと報告されているほど熱のはいった討議が行わ
れた。農業青年からは農政一般，農業改良普及所，農業
試験場，畜産試験場，蚕糸指導所にそれぞれ要求が出さ
れたほか，集会としての成果として次の 4項目があげら
れた。
(1) 農業青年の自治体労働者に対する評価がかわり，
信頼感が生れたこと。
。) (1)を通じて，今後は団結して運動を進めていく条
件ができたこと。
(3) 農業青年の都農政と，自治体労働者に出された要
求と批判は厳しいものがあり，これをしっかり受け
止め，職場自治研活動のなかで，要求や批判に答え
られるようにしていく必要のあること。
(4) 農業青年の農業に対する情熱、はすばらしいものが
あり，農村行政における青少年育成の方針を充実・
改善していく必要のあること。
以上要するに，農業後継者青年と自治体労働者，換言
すれば，都市住民と農業者との最初の画期的な交流が行
われ，両者が相互に認識を深め合ったことも重要ではあ
るが，そのことを通して「連帯Jが生れたことの方が以
下の運動とのつながりを説明するためにはとくに重要で
ある。すなわち，双方とも，自分達だけでは解決の困難
な諸問題に対して，いつでも相談し，共同して事にあた
ろうとする基礎ができたことである。
5) 八王子市恩方イチゴ問題一一最初の共闘
共闘の基礎ができれば，諸問題に実践的に当たってい
くのは当然と言わねばならないであろう。同年5月には
八王子市恩方の青果生産組合から，八王子市農業委員会
に出された「イチゴの生産安定Jr経営の確立」をめざ
した要請が出されたが，同農業委員会は， rこの問題は
八王子市だけの問題にとどまらず，都下各市にも共通す
る問題である」と判断し 5月31日に東京都知事宛に
「要請書」りが提出された。また， r要請Jの主旨は東京
都農林緑政部を通じて，関係機関にも連絡され，農業試
験場にも検討が要請された。
これをうけて，農業試験場分会自治研による数回の試
験場長交渉の結果，試験場として積極的に取り組むため
に，研究体制に必要な予算要求をする旨の場決定が行わ
れた。また，同時に都職労経済支部にこの予算確保のた
めの協力要請が分会から行われた。都職労経済支部は農
林緑政部長に申し入れの結果， r積極的に取り組む」の回
答を得た。
さらに9月に入札農業試験場分会を中心に関係分会
が，恩方イチゴ生産地の問題点を明確化させるために，
イチゴ生産農家の実態調査および現地対話集会を開催し
た。この集会・調査には関係行政機関や技術者が多数の
生産者とともに参加したことで，自治体労働者と農業生
産者との相互認識が急速に深まり，協力して運動を推進
しようという気運が強まった。
そのため，さらに同月下旬には，生産者と労働組合員
50数名が，埼玉県のイチゴ生産農家の実態調査と，その
生産地を支えてきた埼玉県園芸試験場のイチゴウィルス
フリー優良苗の増殖施設の見学などによる学習を深め，
東京都の関係機関でもその優良首を確保・増殖するため
の行政上・技術上必要な措置を検討することになった。
いっぽう恩方イチゴ生産組合では，苗の大量配布・配布
体制などを八王子市，同農協などと共同して行うことに
なった。
さらに，農業試験場からは，研究費，施設費等の予算
3，2∞万円と研究員一名の増員要求が出され，予算の獲
得がなされた。まさに自治体労働者，すなわち研究職も
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行政職も農業者と共にあるという連帯の力を確信した結
果になったのである。
2-2東京の農林漁業を守り発展させる研究集会
1) 集会の賛同者
都職労経済支部の自治研活動が，農業者との対話集会
を実現し，そこで出された農業者要求は関係する分会で
の予算要求闘争となり，それと結合した職場要求闘争は
さらに発展し，農林漁業者とのより緊密な連帯をはかる
ため，また，相互理解をより深めるために， 1975年2月
22日，立川社会教育会館において「東京の農林漁業を守
り発展させる研究集会」を開催するに至った。
この集会に先だち，都職労経済支部が中心になって活
動を推進する実行委員会が組織された。そして全農林東
京都本部，全農協労連東京都本部，東京都教員組合，東京
都高等学校教員組合，東京都農業青年クラブ連絡協議会
などに呼びかけ中央実行委員会が組織され，また，都内，
三多摩，島l興にそれぞれ地域実行委員会が組織された。
さらに，東京都，農協中央会，東京都農業会議，農協，市
区町村，専門農協，共済連，経済連，信連等に後援団体を
要請し，市区町村長，農協組合長，農業委員等「地域農
業Jに影響力の大きな人々に賛同署名を求める運動も開
始された。いっぽう自治研の農林漁業分科会も 5固にわ
たる分科会を開いて「集会」に向けての討議が行われた。
2) 集会の認識点
そこでの認識は，この集会が都職労経済支部の運動の
必然的な帰結として取りくまれたものであるということ
であり，次の6項目にまとめられている。
(1) 都職労経済支部はこの十数年来，東京の農林漁業
を守り発展させる運動を一貫して追求してきているこ
と。
(2) それらの運動の発展のなかで，農林漁業者の要求
を調査する必要が明確になり，昨年より農家との対話
の活動を進めてきたこと。
(3) 今までの労働組合側からの単発的な対話集会か
ら恩方イチゴ生産組合の例に見られるように，農家
側からの申し入れによる予算要求闘争にまで飛躍的な
前進をみたこと。
(4) これらの運動のなかで，職場だけの運動では白か
らの要求の実現も厳しい限界がある。農林漁業者との
一致した運動によって東京の農林漁業を守り発展させ
る中で，職場要求も実現していくことが明らかになっ
たこと。
(5) このように考えた場合，東京の農林漁業を守り発
展させる運動を中心的に担いうる労働組合は，都職労
経済支部しかないことは明白であり，労農共闘の立場
から都職労経済支部が全都的な運動に，主体的に責任
を負っていくこと。
(6) 東京の農林漁業を守り発展させる集会を組織し，
日常的な共闘組織を作りあげる課題は，都職労経済支
部の運動の発展と要求実現という観点からの必然的な
帰結であること。
このように，前述した「農林センター構想」撤回運動
にはじまる職場関争の限界に直面し厳しい自己反省と自
己認識によってそれを問い直すことにより，その限界を
のりこえるには，農業や農業者を再認識すること，労働
組合側からの働きかけだけでなく，彼等からの要求をひ
き出し，それを自己の闘いとすること，それには彼等の
おかれている情況を調査・研究する必要のあること。す
なわち，社会・経済や政治の研究が重要であり，ひるが
えって自治研の研究活動や実践活動が非常に重要である
という結果になるのである。
このようにして，集会は生産者842名，農業関係技術
者労働組合員等を合せて約1，500名が参加した。生産者
と消費者がこれだけ多数一堂に会したのは恐らく東京都
はじまって以来のことであるう。 17分科会に分かれて熱
心に討議が行われたことは翌日の各新聞に取り上げられ
た通りである。集会そのものはもちろん新聞報道を通じ
ても，全都民に東京の農林漁業についての認識を新たに
させた最初の集会ということができょう。
3) 集会の意義と評価
したがって，この集会の意義は次のようにまとめられ
ているのである。
(1) 都民への生鮮食料品の供給，環境の保全，水資源
の渦養等の重要な役割を果たしている東京の農林漁業
を正しく評価し，都政の中に積極的に位置づけ，都の
農政の転換をもとめる第一歩とする。
。)農林漁業者や，生産団体の要求を基礎に集団の知
恵と力で政策化し，都に自主的な農政の確立を要求し
ていく。
。)この集会の成功を通して，東京の農林漁業を守り
発展させたいと願っているあらゆる団体，あらゆる個
人(生産組合，農協，市区町村，労働組合〉などを結
集して，農林漁業を守り発展させる運動の中心的役割
をつとめる協議会をつくる。
(4) このような全都的運動の高まりを背景に，農林漁
業の安定した経営と豊かな生活を実現し，あわせて農
政関係職場の充実をはかる。
(5) 同時に，農林漁業の発展を通して，地域経済の調
和のとれた発展と，住みよい地域づくりを進める。
4) 農業者の共闘による予算要求闘争とその教訓
集会のこのような評価と意義づけは，集会直後から直
ちに実践活動にうつされ，各分野で農業者との共闘が発
展していったが，翌1976年9月の第5回御岳自治研での
農林漁業分科会に，三つの住民共闘による予算要求闘争
が提起され回，それらの共闘と予算獲得を通して住民共
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闘路線が職場の中に定着することになった。この予算要
求闘争では，半数以上が生産者からなる交渉団が組織さ
れ，都職労経済支部の指導の下に当局との交渉が行わた
ことが大きな特徴であろう。したがって，交渉は，具体的
に予算を要求するということばかりでなく，生産者の発
言により，当局が現状を理解するように仕向けたこと，ま
た，労働組合も当局の理解を深めるような活動を同時並
行的に行ったところに特色があると言ってよい。その結
果として，たんに予算を獲得したばかりでなく. I自治
体とは何かJ.I何をすべきか」ということを関係労働組
合員をこえて，自治体に働いている人々全体へ広げるの
に大きな役割を果したと考えてよいであろう。
したがって，この三つの農業者との共闘の経験は労働
組合の組織に大きな教訓!を残すことになった。それは次
の5つに集約されている。すなわち，第1に，農業者の
切実な要求と自治体労働者の働きがいの要求を統一して
闘うこと，第2に，そのためにも徹底して職場を基礎
に，組合員全員を立ちあがらせる観点を基本にするこ
と。第3に，分会，支部が一体となって組織的に運動を
すすめること，第4に，農業者の自主的な運動や組織づ
くりを側商から援助すること，そして第5には，中間管
理職を共通の立場に立たせるよう努力すること，である。
5) 労働組合による「酪農問題」の把握
このような「住民共闘」をめざした労働組合の活動の
下地のあるところに，前述の「東京の農林漁業を守り発
展させる研究集会」での分科会に.I第19住区予定地」の
酪農業者が出席し，実情が披露された。農業者を中心に
参加した多くの人達によって，彼等の計画当初からの
「除外請求運動」が認識された。多摩ニュータウン計画
地域のいわゆる「酪農問題」が東京都全体はもちろんの
こと全国的に急速に知られるようになる最初のきっかけ
になったのは，おそらくこの研究集会であったと判断し
てもよかろう。また，この集会の第6分科会(乳牛・肥
育牛〕には「第四住区予定地」の酪農業者が出席してい
たかどうか不明であるが，少なくとも記録に残っている
限りでは.I八王子市堀之内の酪農家が，多摩ニュータ
ウン開発の計画区域内からの除外運動を，計画当初から
翻っている」という話が，新聞記者によって，第6分科
会の座長であった畜産試験場分会の渡辺彬に伝えられた
といわれている。したがって，この問題が畜産試験場分
会によって都職労経済支部に提起され，その後，畜産関
係職場の組合によって2回の討論が行われたのもむしろ
当然といえよう。その結果都職労経済支部は1975年8月
の第4回御岳自治研に3人の現地酪農家の正式招請を行
ったのである。すなわち鈴木昇(1979)が述べているよ
うに，1多摩ニュータウンからの除外運動に労働組合が共
闘する第一歩」は，この御岳での自治研集会にはじまっ
たということができる。すなわち，彼等3人は各分科会
で I多摩ニュータウン計画区域に閤い込み，農業を追
い立てる不当な都市計画の矛盾と，区域からの除外を目
指して闘っているJ(鈴木昇1979)現状を訴え，協力を
求めたことによる。
この自治研の農林漁業分科会では「酪農問題」は「農
漁民の組織化と共闘」として報告され，精力的にとり組
むべき4つの問題g)の1つに掲げられた。すなわち，そ
れは「多摩ニュータウン計画地域における柚木地区酪農
生産者の闘い」である。これを進めるために.I生産農
業者の飼いを激励する現地調査を組織する」こと，その
年の秋に予定されている日本共産党都議会議員の現地調
査団の要請に応える」ことが決定されている。
3. 労働組合によあ現地調査と対都交渉
3-1独自調査と都知事への「要請」
1) 現地調査での確認事項
上述の決定に従い，都職労経済支部では多摩ニュ{タ
ウン事業計画の概要を把握するため，行政内部で可能な
資料をもとに問題点を整理するとともに， いっぽうで
は，都職労経済支部組合員52名の参加によって，第1回
現地調査を1975年9月25日に行っている1030その結果，
次の4点が確認、された。
1. 酪農地帯としての環境条件に優れ，後継者もあり，
すぐれた酪農経営を続けている。
2. 広く，住民の生活環境を守るうえでも存続の意義
がある。
3. 先住者の基本的権利が守られていない。
4. 東京の農林漁業の縮図である。
これらの認識のうえに酪農を残す運動を，新居住者も
含めた幅の広い運動によって行うことが確認されたので
ある。
2) 都知事への「要請」
さらに，これらの現地調査から得られた問題点が整理
され，数回にわたる討議を経て東京都当局に対しても要
請運動がなされた。労働組合の当局に対する最初の働き
かけとして重要であるから，その全文を組合の資料から
次に掲げてみよう。
多摩ニュータウ γ計画19住区地区の農業経営の存続と
自然環境を生かした豊かな都市づくりのための要請
昭和40年2月，八王子市由木堀之内地区の都市計闘
決定以来，この地区の酪農家12名は将来にわたって農
業を存続させるため，鈴木昇氏を代表者として計画か
らの除外運動をはじめ，都議会，八王子市議会，八王
子市農業委員会に請願を行なってきました。
この除外運動に対しては，農業後継者団体である東
京都学農連盟，地元後継者八王子みどりの会等も農業
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を守る立場から運動を行なっており，最近では新聞・
ラジオ等で大きく報道されるなど都民の関心が高まっ
てきています。
この地区の酪農の歴史は日本でも古く，明治にさか
のぼる酪農の発祥地として知られ，現在12戸の農家で
さく乳牛約200頭，乳用育成牛70頭，肉用肥育牛160頭
が飼育され，年間の生産量は，牛乳950トン，枝肉45
トンで生産額はl億円を上まわっております。
酪農家の平均耕地面積は1ヘクタールで，八王子市
の農家平均耕地面積の2.24倍と高く，主に飼料作物を
栽培して購入飼料を少なくし，比較的安定した経営で
あり，優良な子牛を自家育成して更新し，長期的展望
に立っているのもこの地区の特色です。
この地区における酪農を中心とした酪農経営は両側
を山に固まれた最適の環境下にあり，このことが永年の
経営を存続させてきた大きな婆因になっております。
都の農林漁業関係に働く私達は，去る 9月25日， 50 
数名の現地調査団を派遣し，つぶさに当地の実態を調
べてまいりました。その結果，寺沢地区における農業
経営を存続させることは，都民の生鮮食糧を確保する
と同時に，都市生活者に対しては快適な生活環境を提
供するものであると確信し，調和のとれた都市づくり
として， 19住区地区における計画の変更を要請する結
論に至りました。つきましては，左記事項の実現を強
く要請いたします。
記
1. 酪農をはじめ農業者の経営を存続することができ
る環境を保持すること。
2. すでに買収した当地区山林を貴重な自然として位
置づけ，都有林として確保すること。
3. 多摩ニ aータウン全域を生活環境と調和させた計
画とすること。
昭和50年12月6日
都職労経済支部長，斉藤武彦i-験場分会畜産試験場分会，蚕糸指導所分会
水産試験場分会，北多摩経済事務
所分会，南多摩経済事務所分会，
西多摩経済事務所分会
東京都知事美濃部亮吉殿
この要請は，同文のものが同日付けで経済局長にも提
出されている。これは「要請」であって，回答を要望し
たものではないから，両者からは何も具体的反応はみら
れないけれども，しかし，翌年3月の都議会に向けて，
都側としては何らかの対応をせまられることになった。
この「要請」は，行政内部で公表可能な資料だけを基
にして行なわれたものではなく，詳細な現地調査によっ
て得られた資料をもとに討議され，問題点を整理し，提
出されたものである，ということが重要である。前稿で
も触れたように，多摩ニュータウン計画地域を決定する
ときに，計画主体者によって詳細な現地調査が行なわれ
ていなかったと考えざるを得ない。それ故に，次稿でふ
れる予定であるが，多摩ニュ{タウン計画そのものが計
画告示以前の関係諸機関の聞でとりかわされた文書中に
みられる確認事項のいくつかに抵触すると判断される。
ひるがえってこの「要請」の説得力の強さを知ること
ができる。内容にみられるように， r要請」は，この第
19住区予定地の計画地区からの「除外」を直接求めてい
るものではなく，計画の「変更」を求めている点も注目
されてよい。寺沢地区の農業経営そのものやそれをとり
まく経営環境も調査のうえ，この農業経営を存続させる
ことが，たんにこの地区の農業経営者達の生活権や職業
権あるいはもっと一般的に基本的人権を守る，というこ
とのみによって主張されているのではない。それは都市
生活者の生命宏保証する良好な生鮮食糧の確保と快適な
生活環境を守ることになるのだ，という主張である。都
市と農村の調和のとれた都市計画は，都市計画法第2条
にいう， r都市計画は，農林漁業との健全な調和を図り
つつ……」を，とくに現代日本の大都市圏では，現状に
のっとってもっと積極的に考慮することにより，達成さ
れねばならないであろう。
3-2都議会政党との合同現地調査
さきに述べた第4回御岳自治研で確認された， 日本共
産党都議会議員団の現地調査への協力要請が，同年12月
16日，都職労経済支部に正式に行なわれた。これによっ
て，現地調査はたんに第四住区にとどまらず多摩ニュ{
タウシ計画地域全体に及ぶことになった。「要請書J11) 
にあるとおり，その調査団は長期的視点にたって，多摩
ユュータウ γ開発をさまざまな角度から分析するための
調査，研究にあたりたい，そして，これをまっとうする
ためには，自治体職員の専門的立場からの参加がぜひほ
しいといっているわけである。いままでの自治研活動の
積み上げが高く評価されていると考えられる。
1) 現地調査と懇談会
このようにして， 1976年1月17，18日の2日間，第2
回目の現地調査が多摩ニュ{タウン全体にわたって行な
われた。調査は，一方では八王子市との意見交換が行な
われ，また，すでに建設済みの地区との交流が行なわれ
た。他方では第19住区予定地区の宅地造成の実態などが
中心に行なわれた。
この調査と意見交換によって，はじめて，八王子市当
局の多摩ニュータウン開発問題についての姿勢が若干な
りとも明らかにされた山。すなわち，それは『定期大会
経過報告書』によれば，八王子としては，第19住区の酪
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農のもつ産業上の重要性は評価するが，都市計画とどう
調整させるか判断する資料を得ていなし、。市としては独
自の見解をもって推進することはせず，農民と南多摩開
発本部との接渉にこの問題をゆだねるという消極的，受
動的姿勢をとっている，ということである。
調査団として，酪農保存の与える農業政策上の重要な
意義，多摩ニュ{タウンづくりの中での生産緑地を残す
必要性，教育的意義や八王子市当局の果たすべき役割等
について指摘をし，助役からは「市長に要望を伝え，検
討したいJ旨の約束がなされた。
また，現地調査は午前中は，地元の農業者(酪農以外を
含む)や八王子市内の農業後継者の組織である，みどり
の会，都職労経済支部など40名の懇談会が開かれた。そこ
では，自治研活動の一環として酪農保護支援活動を行な
っていること，それまでの活動の報告や，上述した，都
知事や経済局長への「要請」などが報告された。午後か
らは独自の実態調査が行なわれ，酪農関係については山，
堀之内寺沢地区は酪農営農にとって理想的環境にあるこ
と，農業と自然環境との調和のとれた都市づくりを指向
すべきこと，酪農問題は農政と都市計画との調和のとれ
た開発をめざす試金石であること，農業だけでなく多摩
ニュータウン全体を考え，この問題を追求していくこと
が重要なこと，などが調査団の方から出され，地元の方
からは，昭和40年，地域住民に計画が十分説明されないま
ま計画決定され，それ以降，都理事者との話し合いや議
会請願を続けたがいずれも，保留や継続審議になってい
ること，昭和48年に土地買収工作がはじまり，全体の60%
が買収されていること，地区の酪農業者の現況や後継者
の問題が報告され，また，専門家によれば，ここの酪農業
は一般に効率的営農状態であることなどが報告された。
2) 調査の結論
以上の実態調査と懇談会の結果，第四住区については
次のようにまとめられ，今後の問題点が指摘されている。
八王子市側は，白からの責任を回避しており，八王子
の農業を守る立場から酪農業者を主体的に支援する姿勢
に立たせなければならなし、。
農業保全について法規的見直しを行なう。
生産緑地の網をかぶせ，助成策を具体化させる。
小谷田氏のように土地提供の農業者の中に営農の潜在
的要求があることは重視する必要がある。
農民自からの飼いを強化するとともに，共闘の輸をさ
らにひろげる。
西部地区の開発は，現状を放置するならば農業者の切
り捨て，自然環境の破壊，人間性無視の団地づくりは必
至であり，八王子市がどう対応するかが決定的である。
多摩の開発を反面教師として，具体的に問題を提起し，
自然、や農業と調和のとれた住民本位の開発をめざさねば
ならない。
このように多摩ニュータウ γ計画とその遂行が大きな
問題を抱えていることがあらためて明確にされたが，こ
の大規模な合同現地調査によって，はじめて多摩ニ且ー
タウン全域にわたる諸問題がそこの住民とともに把握さ
れるにいたった。この現地調査と懇談会の「成果」は都
職労経済支部を中心にしたその後の多摩ユユ{タウン問
題の闘いに大きく影響を与えることになり，後の「多摩
ニュータウンを考える都民会議」の結成，現地において
は農業者自身による「多摩ニュータウン地区の酪農と農
業を守る会jの結成につながる。また日本共産党をし
て，その調査をもとにした，都議会関係での闘いに向か
わしめた。前記2つは後にみることにして，次に都議会
関係での情況をみよう。
4. 東京都議会での「酪農問題」
4-1都議会自由民主党と「酪農問題」
前稿で扱った「請願J運動の過程でみたように，第19
住区予定地区からの最初の請願が都議会に出されたのは
1966年6月7日付けであった(拙稿， 1981)。後に，そ
のときの請願紹介議員の斡旋で，請願者達と関係当局と
が話し合う機会がもたれた(鈴木昇， 1979)。紹介諸員
の所属する自民党控室で行なわれた。出席者は議員の滝
沢勇，東京都住宅供給公社理事長および東京都住宅局
長，他若干名，地元からは第19住区予定地の寺沢部落か
ら4名，地区外の鑓水部落から3名であった。陳情や請
願の紹介議員という関係を除けば，おそらく第四住区予
定地の人々が東京都議会一一この場合はその議員が，聞
に入札直接参加して当事者間の話し合いを遂行させた
に関係を持つ最初の機会であったと考えられる。現
に，滝沢勇は1969年10月3日の東京都議会本会議，第三
固定例会で，多摩ニュータウンについての質問に立ち，
しかも第19住区予定地についても発言している。このこ
とについては後にみよう。しかしながら，この話し合い
の記録については何もなく，最初のものでありながら，
何ら分析を加えることができないのは残念である。た
だ.鈴木昇(同上〉によれば， r農民を無視したニュー
タウン計画の暴挙を追求しJ，地元農業者の「担ってき
た農業生産の重要性」の主張と， r今後も農業を続けて
行くためにニュータウンから除外してほしいと強く要
求」したが「当局側は明確なる回答を避けた」というこ
とがわかっているのみである。このように，自民党は，
当時東京都議会では野党でありながら，しかも第19住区
予定地の農業者ばかりでなく，由木地区の他の農業者代
表とも「除外」要求について深くかかり合いを持ち，自
党の控室で，両者の交渉会合の聞をとりもったにもかか
わらず，その後はほとんどなす衡をもたず，地区から離
れていくことにな1)，結局は土地買収の開始と同時に，
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「除外」運動の闘いをほとんど酪農業者だけのそれに追
いやる結果を導いた。その後の酪農業者の請願運動とそ
れに伴う諸問題については前稿でみたのでくりかえさな
いが，第19住区予定地と都議会についての分析に入るま
えに，都議会での多摩ニュータウン全体についての問題
に若干ふれておきたい。
4-2東京都議会と多摩ヱュータウン問題
1) 新住宅市街地開発法
周知のように「新住宅市街地開発法J(法律134号)は
1963年7月11日制定公布されたが，この法律が東京都の
住宅問題との関係について都議会で最初に問題とされた
のは，公式にはおそらく.1963年9月27日，東京都議会
第3回定例会で質問に立った今泉太郎のものであろう。
『東京都議会会議録』からそれをみてみよう。以下この
節の引用は，とくにことわりのない限り，すべて同会議
録からのものである。今泉太郎は当時の東京都知事東龍
太郎に住宅政策について3つ質問しているが，そのうち
の第一で.r……本年7月施行を見た新住宅市街地開発
法は，都民の住宅不足にとっては干天に慈雨の感があり
ます。特にこの法律は，大規模な住宅市街地の建設であ
り，大量に住宅の供給を実現して，東さんが念願するよ
うに都民生活の安定に寄与せんとするものであります。
かっ毛ゐ走金を十よキJふ実現するために，先買権と土
地収用法の二つの強権が利用されることになるのであり
ます。これが施行については，地価を抑制するばかりで
なく，下落する結果ともなり，これに対する妨害と，幾
多りトラブルの起きるのは必定であります0.日合，亭
に住宅問題を解決しようとするならば，それらのトラプ
んと真正面からikb組んも，これを打開するために東知
事はいかなる決意を持っておるや，それをお伺いしたい
のであります〈以下省略一一筆者)Jと質問をした。同
法が住宅不足問題の解決に天の恵みとも言うべきもので
あり，大規模住宅地のすみやかな建設に対する妨害やト
ラブルには，先買権や土地収用法を利用できるから正面
から取り組め，その決意があるか，という質問である。
これに対して東知事は「……これは申すまでもなく，
最近の宅地不足の抜本的解消と，学校その他の都市施設
と均衡のとれた健全な住宅市街地の開発を助けるために
制定せられましたもので，近くこれに伴う政令が公布さ
れるのでございます。都といたしましてt子.5の法申定
の趣旨に沿いますよう，目下その方法，地区の選考等，
争も£牟岳を主みそおる次第でございます。」と，抽象的
にしか答えていないが，方法や地区選定等の準備を進め
ていることが明らかにされている。しかし，この時点で
も「多摩ユュ{タウン」という言葉は使われていない
し，地区はもちろん，構想なども明らかにされていな
い。また，これ以前にさかのぼってもその言葉は使われ
ていないのは当然である。
当時の東京都議会の一般質問は年間70~80人が行なっ
たが，住宅問題やその対策についてのものが10件ぐらい
あり，その傾向は1970年頃まで続いた。また， 1965年頃
までは三多摩振興や開発についての質問も多かった。い
かに東京都の住宅不足と，三多摩地区と既開発地区との
対照性，格差が大きかったかが理解できる。したがって
多摩ニュータウン建設計画は突然できたものではなく，
このような現状のなかから生れてきたものであることは
論をまたないのであるけれども，しかし，この計画がい
つどこで考えられ，どういうプロセスで決定に至ったか
ははっきりしない。都行財政臨時調査会は， 1968年2
月に設置されて，後に非合理的な行政のモデルケ{スと
して，多摩ニュ戸タウ γ計画をとりあげたことがある
が，当時の長谷部忠委員長によれば， r調査会の機能を
あげて追跡調査したが結局わからなかった」と述べてい
る。そして，その端緒としては，諸説があり，当時の山
田正男首都整備局長の2千万坪構想説，建設省の下命説，
当時首都圏整備課企画立案説などを含めてその他数説あ
り，いまもって明確ではない(朝日新聞， 1972)。北条
晃によれば， r1963年2月に，私は東京都首都整備局で
三多摩一帯の土地利用を担当する係長をやっておりまし
て，たまたまその時期に，多摩ニュータウンというのを
作ったらどうかという構想が出てきたということで，ず
っと担当してきた……J(北条晃， 1980)であり，また，
川手昭二によれば， 1963年9月からわずか1ヶ月で，多
摩ニュ{タウン土地利用計画を1万分のlで仕上げたと
ある ο1手昭二.1980)。しかし，上述のようにはじめ
から多摩エュータウンという言葉で仕事が進められてい
たとは考えられない。
その後，同年の東京都議会第4回定例会の12月16日，
神林芳夫による「三多摩に対する行政と住宅政策，車編
制限令に対する対策の三点の質問で，r三多摩は……区部
と比較して行政水準は低く，格差がはなはだしい，また
オリンピックの重点政策の一番の犠牲を受けている……
都の段階において総合的な計画と指導，財政措置が必要
H ・H ・」と述べ，三多摩地区に対する総合開発整備計画の
確立が必要，人口急増市町村に対する財政援助の措置が
必要であるとして，知事の所見を求めた。しかし，この
答弁でも， r総合開発計画については・H ・現在の行財
政制度のもとにおきましては十分実情に沿ったことがで
きない……，行財政の総合性につきましては，現在首都
圏整備計画を中心といたします各種の事業計画を総合す
るような一体的な開発計画を樹立する必要があると存じ
まして，目下その準備中Jとしか答えていない。
そして翌19臼年2月15日の東京都議会第一回定例会で
東知事は，施政一般についての大綱説明を行ない.r・…
旺盛な住宅需要に対し， 39年度は公営住宅8，8∞戸，改
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良住宅1，000戸，福祉住宅200戸，併存住宅95后輔の建設
をいたします。特に従来建設の陸路となっている住宅用
地につきましては，新住宅市街地開発法に基づく大規模
団地の造成を計画し，将来における公営住宅等建設の促
進をはかることといたしております。……」と述べ，大
規模団地造成の計画を明かしたが，具体的なものは何ひ
とつ明らかにしていない。
また， 1964年度の都政運営の基調として， rまちづく
りJ，r暮しづくりJ，r三多摩および島しょの振興」を掲
げていたが，第3のものについては， r市街地開発区域
を整備し，土地の合理的利用をはじめ，公共施設の整備
を促進」として述べているのみで，前記開発構想、につい
ては何ひとつ触れていない。
しかしながら，川手昭二によれば， 1963年度には50万
坪の用地の買収が行なわれているし(川手昭二， 1980)， 
また，前述した都行財政臨時調査会の答申によれば，
①町づくりに関し，方針が終始あいまいだった，②実施
計画に先行して事業に着手しており，用地買収がかなり
進んでも，事業の範囲，工程，資金計画があとまわしに
なっていた(朝日新聞， 1972)といわれているように，
東京都議会で取りあげられる以前に，つまり大部分の都
民はおろか，行政側の大多数に知らされることなく，
「事業」は進行していたのである。もちろん日本の現状
として，計画がすこしでも漏れれば，不動産業者の暗躍が
行なわれ，計画そのものがたちゆかなくなるということ
もあるから，秘密裡に行なわれるのはむしろ当然といえ
るかもしれない。従ってまた，反対運動を恐れて計画区
域の住民の意見などははじめから事後処理に回されるの
もむしろ必然的なことといえよう。
2) 多摩丘陵の大住宅団地
以上にみられるように，大規模な住宅用地の造成計画
をさきの法律によって行なうべく準備しているとは言っ
ているが，どこにということは明確にされていなし、。い
ったい何時都民のまえに明らかにされたのであろうか。
翌1964年7月6日の東京都議会第2回定例会で質問に
立った粕谷茂は，都内人口集中の抑止についての質問で，
「・・・・・・特に最近は昨年制定された新住宅市街地開発法に
よる新都市として南多摩郡の三町村にまたがる約2千万
坪，人口30万人を目途として，ここに7万戸の住宅およ
び研究学園機関とを併置する構想があり，この計画はす
でに都市計画地方審議会において審議されているように
承知いたしております。このように，都の人口過大化に
対して極力区部内の集中を分散し，三多摩区域内，ある
いは近県地区に各種の適正規模の衛星都市，あるいはい
わゆる新市街地建設を計画して，都中心部の膨脹人口を
分散させる方策が多角的に講ぜられつつあることは事実
で……」とまえおきを述べているように，この時点では
すでに南多摩郡の新都市計画がかなりの人々に明らかに
されていると考えてよいであろう。もっとも，東京都の
首脳部会議で， r南多摩新都市建設」の「基本方針決定」
がなされたのは1964年5月28日であるから，東京都庁や
都議会関係の人々には，この議会開催以前40目前にすで
に知られていたとみるべきであろう。
しかし，東知事はその答弁のなかでは「南多摩新都市」
建設というようなことはいっさい述べていない。ただ，
答弁の最後で「現在の首都地域の人口の流動の点から見
ましでも，あるいはまた生活動態，生産動態の姿から見
まして，いわゆる東京駅を中心とする50初閤，これをも
って一つの大都市圏というふうに考えて，このような方
向へ首都圏整備計画を改訂して，これが一つの大都市と
して発展いたしますように積極的な開発と再開発を行な
うこととしたいと思うのであります。そうしてその50キ
ロ圏の外にあります、まあ大体現在の首都圏のごとき100
キロ圏までの聞には現在の衛星都市よりももっと魅力の
あるような，もっと大きないわゆる連合都市のようなも
のを育成するという方向でこの問題に対処してまいりた
い……Jと述べており， 50~100キロ圏には，連合都市の
構想があることを示唆している。
翌7月7日，高尾健ーの質問ではじめて具体的な場所
として示され，また，新住宅都市開発計画に伴う地元と
の関係についてマクロ視点からの質問が出された。
「第ーの質問は，多摩都市計画といわれる新住宅都市
の開発についてであります。この開発計画はまだ都民の
前に正式に公表されていないようで，また新しく，すこ
ぶる大きなご計画のようでありますから，したがいまし
て質問点は多岐にわたるのでございます。この新住宅都
市の開発計画は，現在首都整備局が中心になって進めて
おるようでありまして，南多摩の稲城町，多摩町，由木
村を中心に，総面積960万坪の土地を開発し，ここに人口
30万をこえる，田園都市と教育文化都市の性格を加味し
た新住宅都市を建設しようというお考えのようでありま
す。三多摩の人口はふえる一方にもかかわらず，さきに
計画した市街地形成と緑地帯の確保がうまくいかず，い
まや土地は虫くい状態で，地価は上がるばかり，しかも
住宅，商業，工業地帯などがばらばらに散らばり，この
ままではどうにもならないので，思い切った都市計画に
着手されたようであります。人口30万といえば，さきご
ろ地震で大打撃を受けた新潟市の人口とほぼ同じであり
ますから，なかなか壮大なご計画であります。多摩丘陵
をきり開いて，公営住宅5万戸，これを含む7万戸の住宅
を建設するために，日本住宅公団，東京都宅地開発公社
および東京都住宅公社がそれぞれの土地の買収の目標を
定め，住宅公団などはすでに昨年中にかなりの用地を確
保しているのでございます。またこの30万都市を目標に
三社の電鉄会社がそれぞれルートを設定し，現在運輸省
に競願の形となっているように聞いております。そして
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さらに現在でも住民の悩みの種となっている水を確保す
るため，多摩川から引水したり，第二利根水道を計画
し，この都市建設事業の最終年度である昭和45年度まで
に完全な体制を整えようとするお考えのようで，計画は
かなり手回しょく順調に進んでいるような印象を受ける
のであります」と述べてから 4点について質問をして
いる。第1点、は「計画の具体的内容はどういうものでご
ざいましょうか。これは利害関係のある地元はもちろん，
広く都民の知りたがっているところ……」として，住宅
の種類，民間住宅建設の方法，人口定着化のための教育
施設などの誘致に伴う優遇措置の有無，工場などの進出
規制， 30万都市内外の道路，上下水道，ガス，公園などの
基本的設備の計画や財源、計画。第2点は「このような大
規模な計画を構想どおりに確実に軌道にのせ，自信をも
って遂行できるかという点Jである。これは，地価との
関係で用地確保の問題で計画が予定どおり遂行できるか
どうか，また，建設省で本格的検討の段階に入っている
首都移転構想などの外部的要因による客観情勢の変化に
よって計画がくずれないかということである。第3点
は r新住宅都市の建設計画と地元市町村の関係につい
て……」であり，上記三町村の他に周辺市町村も多かれ
少なかれ関係をもつから，共通の問題の処理や調整の問
題，各種事業の都と地元との財政負担，すなわち人口増
に伴う公共施設の増改築による財政負担の重荷，新住宅
都市に直接関係をもっ地元の行政体制 (30万人都市とし
ての 1つの行政体制jなど〕である。第4点は， r総合的，
計画的に新しい都市を建設されるのは大いに結構でござ
います。しかしながら，計画区域外の地域，または広域
的な三多摩の開発計画はどのようにお考えでございまし
ょうか。いまのうちに強力な手を打っておかないと，三
多摩は23区同様の混乱を再現すると，私どもは再三申し
上げているのでございます」と指摘されて，東知事は初
めて「多摩の都市計画」なる言葉を使っている。すなわ
ち「……多摩の都市計画につきましてお答えをいたしま
すが，すでに昨日も申し上げましたとおり凶……三多摩
にありましては，無秩序な住宅の建設と土地分譲と，い
わゆるスプロールの現象があって著しゅうございますの
で，新住宅市街地開発法，あるいは先般の国会で成立い
たしました住宅地造成事業に関する法律，これらを適用
いたしまして，建全な住宅および宅地の供給ならびに集
約的な市街化をはかるように計画の立案を進めておりま
す。ただいまお話しの南多摩の稲城，多摩，由木二町一
村につきましては，すでに多摩都市計画区域として都市
計画法の適用を行ないましたが，引き続き土地の利用計
画，また道路，公園等の施設計画を決定する準備をいた
しております。・・・・目新しい都市を建設するにあたりまし
ては……事業はどうしても施行者が各般にわたりますの
で，総合的な見地に立って調整する必要がございます。
特に最も必要なのは都市建設に必要な土地を取得し，あ
るいは提供するということであります……。首都移転の
論議の問題と多摩新住宅市街地計画とに密接な関連をも
たせる必要はないと私は考えております」と述べ，三多
摩の具体的な場所についても確認がなされ，首都移転と
は無関係なこと，また二町一村についてはすでに多摩都
市計画区域として都市計画の適用をしたこと，具体的な
土地利用計画や道路，公団等の施設計画を決定する準備
に入っていることも都民の前に明らかにされた。そして
高尾健ーの多摩都市計画という新住宅都市についての質
問内容を全面的に認める発言をしている。
さらに，翌年2月25日都議会第1回定例会での「施政
一般についての大綱説明および経済局における賃金問題
に対する措置状況について」を演説した東知事は 4つ
の重点目標の 1つである「住宅」について「……新たに
多摩丘陵区域において新住宅団地を開発するため百万坪
の用地買収を行なう」と明確な方針を公表している。し
かし，この時点まででも「多摩ニュータウ γj という言
葉はあらわれていない。いつからニュータウンという言
葉が使用されるようになったのであろうか。
3) 多摩ニュ{タウン
この言葉が最初に東京都議会で使われたのは管見によ
ればおそらく1965年3月4日の東京都議会第1回定例会
での今泉太郎によってであろう。
今泉は r...多摩団地は，…・・本年度からすでに事業
に着手し，この事業は住宅局の本年度最重点事業として
いるのであります。その計画の大要は，本年から昭和45
年度までの7年間に山林，原野，田畑等を開発して……
公共施設を整備完了するものであると発表しておりま
す。しかるに，その最も基本となる重要な造成計画であ
る道路配置図をはじめ，上下水道計画，住宅配置図等の
大まかなものさえも何ーっとしてできていないのであり
ます。そればかりでなく，着手2年目を迎えようとして
いる今日，工事総額も算定されておりません。また用地
質収に着手しながら，宅地造成費等も皆目見当がつかな
い……」と前置きし，以下4つの質問を行なっている。
第一は「地域選定」で，自然条件や分村問題のこじれな
ど社会的条件も不適であること。第二は F事業運営の骨
子ともいえる機構の問題」で， r現在39年度に25万坪，40
年度に100万坪の用地買収の予算を計上しておきながら，
その機構は実に弱体きわまりないものであります。私の
知る限りにおいては，首都整備局の中に新住宅市街地係
が唯一の機構であります。その専属職員も今年1月まで
はただ1人であります。その後わずか2名が増員された
のみで，合計3名のみで現地に行ったり，あるいは各局
聞を走り回ったりしている現状であります。また南多摩
開発協議会という機関が本年に入ってようやく設立され
ましたが，今固までただのl回も関かれたことがないの
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であります。この運営は多分公団，公社のほうで運営し
ているというのでありましょうけれども，もしそうであ
るとするならば，だれが責任を持って仕事に当たってい
るのか」と，事業規模や期間の大きさに比べて組織の貧
弱さを指摘している。第三は「用地買収の委任」であり，
「用地取得の方法は何ら従来と変わりなく，何の計画性
もなく，地価の値上がりに対する先寅権を持ちながら，
その手も打たず，買取請求権の処置も議ぜず，ただ漫然、
と任意買収にまかせている…・・現地では大企業の資本投
下と土地ブローカーが入り乱れて盛んに土地を買いあさ
って地価をつり上げ……」と予定どうり買収が進まない
原因を指摘している。第四には 1多摩団地選定の経緯
と今後の問題点について」で，固有地の弾薬庫あと地も
含め960万坪の多摩丘陵を考えたが，同あと地は除外さ
せられ，かつ2月23日防衛庁は首都防衛の役割を担うホ
ーク墓地を配置する計画を発表した。しかしミサイル基
地と隣り合せの住宅街はだれでも反対で 1知事はどう
対処するのかH ・H ・この多摩団地は以上のとおりユュ{タ
ウシとしても不適地である……」と事業施行の初期の混
乱状態がクローズアップ.されている。これに対して東知
事も「新住法によって大規模ニユ戸タウンを建設するこ
とに考えをすすめた。弾薬庫の除外は，米軍に提供中の
土地だからで，ホーク基地は容認できないので計画はこ
のまま進める。土地買収は多摩町は905杉見込みがついた
が，由木村は政治問題のために，計画を25万坪から10万
坪に変更した。また大規模な計画であり，都も初めてで
あるから，計画なり実施に対しては，強力な体制jを必要
とするので， 1東京都ではとりあえず，南多摩ニュータ
ウン連絡協議会を去る 1月に発足させた」と答えて，ホ
ーク基地の件についてはNHK放送で初めて聞いたの
で，ホ{ク基地を最初から知つての上で団地決定をした
ものでない，と否定した。
この後， 1965年10月には，鈴木仁によって 130万都市
建設に計上された67億4，000万円の 100万坪土地買収
費」について 3月には高尾健ーによって41年度は買収
30万坪， 35億1，700万円山で前年度に対して規模・金額
とも大きく減少している理由は何か，さらに土地買収費
の単価が大幅に上昇しているのは何故か，前途に不安が
多いなど，また次の日には大川清三容によって，弾薬庫あ
とのホークミサイル基地化，千里山と知事が比較したの
は，比高が2倍以上も違い，比較すること自体論外である
こと，買収が遅々として進まないのは，昭和36年の当初
計画での用地買収費坪当たり 2，000円程度と見込まれて
いたが，現在平均7，000円であること，昨年度において，こ
の事業の予算総額は約3，000億円と見込まれていたが，こ
の分では将来想像を絶する予算になろう，計画実施のと
き予算総額はどの程度になるのか，などの質問が行われ
た。これについては，東知事，日比野七郎副知事，山田
正男首都整備局長の3人が答弁をしている。
山田の回答は多摩ニュータウン計画の核心に融れてい
るので以下詳しくみておこう。
「……事業計画の点について……南多摩ニュータウン
計画は，昭和37・8年当時に計画を立案したものでござ
います。全体の事業費を，その当時の価格で，ごく概算
で申し上げますと，用地を買収して，これを市街地とし
て造成する。いいかえると，道路も作り，公園も作り，も
ちろん宅迭もする，下水道もつくるというような公共施
設の整備費，この区域外の関連する道路，排水施設，そ
ういうものの公共施設の造成費を合せて，約1，600億円
と見込んでいたのであります。なおそのほかに，この造
成された土地の上に，東京都なりあるいは日本住宅公固
なり，東京都の住宅公社，あるいは他の民間の造成され
た宅地の分譲をを受けたものが，個々に民間の建築物を
つくる，こういうことになるわけであります。そういう
住宅の建設総費用を，約1，200億円程度と見込んでおった
のでございます。そのほかに23区と結ぶ鉄道施設の建設
費，こういうものがさ.っと見込んで200億円近く要ると
いうような想定をしていたのでございます。このうち東
京都の負担する分は，この市街地造成のみに要する経費
として，約490億円くらい見込んでおったのでございま
す。実はその後測量調査等をそれぞれ施行予定しており
ます。東京都住宅公団と共同でしております。また並行
してさらにこまかい事業計画も立案しておりますが，そ
の内容としてそれぞれの負担する区域が，さらに若干動
きつつありますので，ただいま申し上げた東京都分の事
業費というものは若干変更があろうかと存じます。なお
先ほどご指摘のございましたように，当初は用地費を坪
当たり平均2，000円程度と想定をしておったのでござい
ますが，残念ながら現在の地価対策のもとでは，地価の高
騰を防止することがきわめて困難でございますために，
極力そういう土地ブローカ{による地価のつり上げのな
いように，各町村と連絡協議をして努力をしております
が，ご指摘のように地価が上っている結果，造成された
宅地の価格は，当初坪当たり平均35，000円くらいの価格
になると推定しておりましたが，現在のところでは，
48，000-49，000円， 50，000円足らずの価格になるものと
見込んでおります。それにしても，人口30万以上を吸収
する新都市を，今後数年間に建設するということはz大
変な大事業でございますので，この事業を効率的に進め
るために，集約的に完成するために，目下関係者間で連
絡協議会をつくって，いろいろ設計の打ち合せ，施行の
順位，こういうようなものをいま検討しております。近
くその一部分について，正式に事業計画を定めたいと存
じている次第でございます。」
以上要するに，計画策定者の予想、をはるかに上回る地
価の上昇率があって，用地費がふくらみ，したがって事
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業費が大幅に見込み違いになってきていることが述べら
れている。また，計画そのものもきちんと立案されたも
のでなく，関係者間で連絡協議会を作って，設計・施行
について検討中で， r事業計画」すらなく，それは今後に
定めたいというものであった。各議員の質問で，どういう
計画なのか明確でないからはっきりさせてほしいという
発言が多かったけれども，今までいずれもきちんとした
回答をさけていたのは，上述のような理由によっている。
このあと，第2固定例会では，田中あきらが，多摩ニュ
ータウン対策と隣接する多摩弾薬庫あと地について質問
し，すでに112万坪買収済であるが，本年3月例会におい
て30万坪分とする35億 1，700万円の予算は付帯決議の名
のもとに凍結され，現在未執行であることによるのちの
問題，また，付幣決議に関連して，計画全体の青写真がな
いなとaの指摘がなされたが，このあとは， 1967年第2回
定例会まで，すなわち第一期革新自治体が生れて，美濃
部亮吉知事が登壇するまで，多摩ニユ【タウンについて
の質問は都議会定例会ではみかけない。このことは，
1966年12月10日の東京都議会『住宅港湾委員会々議録』
第27号によれば，東京都南多摩新都市開発本部が12月1
日付で住宅局の機構として設置され，本部長(技監兼)
大河原春雄，次長泉正勝で発足したこと，また，大河原
技監の r890万坪の都市計画決定が行なわれている今月
8日，都市計画審議会に890万坪のうちの一部約350万坪
について事業決定が行なわれている。残りは順次事業決
定が行なわれると思うJという発言とから考えると，計
画が少しばかり具体性をおびてきたことと恐らく関係が
あるかもしれない。
4-3東京都議会と多摩エュータウン「路農問題」
1) 土地質収と農林業者
多摩ニュ戸タウン開発は，多摩丘陵内の農林業地域に
計画されたから，土地利用としての農林業や，就業者と
しての農業者，産業としての農林業との調整や転換が当
然必要であることは論をまたない。しかし，都議会では
これまでそれらについての質問や意見が出されたことは
なかった。 r転業させる」については波及する問題が大
きいはずである。
農林業ないしは農業者についての東京都議会での最初
の質問は，管見によれば， 1967年7月6日の第2固定例会
での宮下武平によるものであると考えられる。すなわち，
「南多摩ニュータウン計画」についての質問で，地元住民
の不安の解消について，米軍多摩弾薬庫跡地がホークミ
サイル基地の候補地にあけ.られていることと関連して，
「具体的行政指導」の考えがあるかどうか質しているor..
…土地買収後の地主，農家の人々の生活指導対策は明確
になっていないが，その点はどう行政指導していくのか
…-・，地主，農家等の人々が土地を手放した後の不安を持
っていることが，買収の計画におくれを来たしている原
因となってあらわれ……，また零細地主に対する対策は
どうなのか。……また都は地主農家の人々に対して強制l
収用すると強制しているといわれているが，あくまで地
元住民の協力が絶対必要で….Jと，農林業解体に伴う
農業者の行政指導を一般的にたずねているにすぎない。
1965年4月20日には「八王子市下柏木，上柚木にわた
る地域の多摩ニュータウン計画区域より除外」の請願，
また， 1966年の6月7日には， r(目白木村の全地域を多
摩ユ aータウン開発区域より除外するJ請願が出されて
いる〈拙稿， 1981)から，それらの紹介議員ないしは地
元出身議員は，事の重大性に気づいていないはずはない
のである。しかしながら上にみたように一般的抽象的な
質問しかなされていなし、。
美濃部知事の答弁も， r多摩ニュータウシ区域内の地
主で農地を提供し，農業ができなくなった者，あるいは
建物の移転を余儀なくさせた者には特別の措置を考慮し
ております。たとえば，造成後のー宅地，またはニュー
タウンに必要な営業用の土地を他のものに優先して譲渡
する予定でございます。なお，地主から希望があれば，
との区域内に設けられる分譲庖舗も準備する計画でござ
います。このほか転業を希望する者には転業のあっせん
など，生活再建措置も考慮しております」と，農業者と
しての道はー率に閉ざしておきながら，営業用の土地や
分譲庖舗を優先分譲して第三次産業へ転換さぜることを
半ば強制jしている。農業者を農業者として認める生活再
建指導策なるものはまったくないと言うことができる。
したがって，この時点では未だあまり問題も大きくなっ
ていないのであるが，専業農業者逮の強力な反対の意志
表示が，請願となって，ニュ{タウ γ計画区域外からも
おこなわれるようになり，計画・施行者にとって情況は
だんだん深刻になってくる。それは堀之内地区の「酪農
問題Jとして凝集してくることになった。
2) r第19住区」予定地，姻之内地区の「酪農問題」
イ〉滝沢勇の質問
本稿の第4章1節で述べたように，第19住区予定地等
の代表者達と東京都の関係当局すなわち東京都住宅供給
公社理事長および東京都住宅局長等との話し合いの場を
自民党の控室でとりもった滝沢勇は， 1969年10月3日の
都議会第3回定例会で，多摩ユュータウンについて質問
に立った。
総論的な見地から「ニュータウンについて計画変更の
考えがあるかどうか」について質した後，各論的見地か
ら三つ質問し，そのうちの 1つで直接第19住区のことに
ついて触れている。問年3月の予算委員会での西部地区
の事業決定に関して， r調査費が足りなければ補正予算
でも継ぎ足して10月に事業決定したい」という美濃部知
事発言に関連して，質問したものである。
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「知事は緑地保存について積極的だと聞いています
が，この西部地区でも事業区域から除外してほしいとい
う強い声のあるのを知っていると思います。たとえば第
四住区のように，多くの方々がせっかく畜産振興に長期
の，しかも幾多の困難を乗り越えてようやく経営の安定
に近づいたことは，今日までのたいへんなご苦労の結果
であります。にもかかわらず全面貿収の予定だと聞いて
おります。またこの西部には鎚(鑓の誤り一一引用者〕
水地区，上柚木地区の一部にも，事業区域としてはむし
ろ不適当と思われる地域も予定に入っています。事業区
域の緑地保存とともに，その周辺の緑を保存し，また畜
産地域がのどかな牛の鳴き声とともにそのまま保存でき
ればむしろ総合的，立体的になり，ロマ γチックなもの
になると思いますが，いかがですか。したがって第四住
区や鑓水，上柚木の一部のように，特にそのままにして
ほしい地域の強い願望についてはどう考えるか，お答え
を願いたいと思います。」
まだ質問は続くが，第19住区に直接関係するものはこ
こで終っている。都議会で第19住区の酪農問題につい
で，さほど具体的ではないが，畜産地域の保存の問題を
とりあげたのは，管見によればこの滝沢勇の質問をもっ
て鳴矢とすると考えてよいであろう。質問はそればかり
でなく，知事の緑地保存についての積極牲を買って，事
業区域の緑地保存を主張するばかりでなく，区域外の周
辺の緑を保存することができれば，と暗に第19住区を住
宅地に替えることをとがめ，さらに，知事の「ニュータ
ウソ周辺地域を含め……Jという発言に対して，地元財
政や道路や鉄道などの関係から，周辺地域の開発につい
ても暗に疑問をなげかけ，緑地保存を訴えていると考え
られるであろう。
また，鑓水地区や上柚木地区の一部についても事業区
域としてはむしろ不適当であるとの発言があるが，これ
は，専業農家の集中している地区として，前稿(拙稿，
1981)で疑問を呈した地区一一1966年4月20日に出され
た八王子市上柚木の勝湾重治外49名による請願の出され
た，除外要求地区一ーと考えられる。
とれに対して美濃部知事は.r多摩ニュータウ γはベ
ッドタウ γをつくるという考え方に基づいて出発したよ
うに思われ……計画の本筋はもう変えないつもり」と答
え r周辺地区のこと」については.r多摩に一つの新
しい，ある意味においてはやや理想的な田園都市をつく
りたい，いままでの東京都は，人聞が住むところは自然
が破壊されるという傾向がございます。これではいけな
いので自然は自然として残して，その中に人間が入り込
んでいくという，そういう田園都市をつくってまいりた
いと思います。ただいま牧場のことがお話に出ました
が，残念ながら私これよく存じませんが，もしいまのお
話のように，牛の芦を聞きながらのんびり募らすという
ことになり得る条件を備えているのであるならば，何と
かしてそれも残すのがいいのではないだろうか，そう考
えております。そしてこういう自然をできるだけ残した
田闘都市，それは多摩ニュータウ γだけに限らないので
はなかろうか……」と述べて，直接に第四住区のことで
はなく，一般的なこととして発言している。しかし，畜
産を，ある条件があれば，残すのがよいと考えるという
知事発言も，やはり第19住区についての質問と関連づけ
れば，これが最初と考えられる。
ここまで知事の回答を得ていながら，この後は滝沢勇
も，自民党も，この第19住区の問題については触れずじ
まいになってしまった。都市と農村の問題から，また豊
かな都市づくりをめざす，あるいは都市の再創造をめざ
すとL、う観点、から残念というほかはない。
ロ〉後藤マンの質問
かわって前述したように，日本共産党による，都職労
経済支部の自治研推進委員会との合同現地調査による成
果をもとに都議会予算特別委員会での質疑がおこった。
もちろん，この質問も，現地調査も.1975年5月23日に
受理された，酪農業者を主とする「除外」要望の請願を
ふまえてのものであることは言うまでもない。なぜな
ら，この請願の紹介議員は後藤マン，のちの予算特別委
員会でみるように，川口弘を含む6名からなるものである
からである。自由民主党の場合も，滝沢勇こそ紹介議員
ではなかったが，三浦八郎や関根義ーが紹介議員となっ
て第19住区予定地からの請願が受理されている。また滝
沢勇の質問の約1ヶ月前の9月2日に，調査ではないが，
「現地視察」を同党の政務調査会が中心になっておこな
っている。しかし，本会議の質問は請願の紹介者となっ
てから 3年以上も経過してからのものであった。
後藤マγの質問は，請願紹介者となってから 7ヶ月
弱で都職労経済支部に，第19住区の酪農問題を中心にし
た調査研究への協力要請をおこない 8ヶ月目には調査
のまとめを終え 9ヶ月自には質問に立っている。都議
会予算特別委員会での質疑は.r第19住区予定地の酪農
問題」についての根幹にふれるいくつかの間題点一一酪
農問題ばかりでな<.ニュータウン計画や，地域開発に
一般的に共通する問題一一ーの提起があり，また知事発言
が，その後のこの問題について長〈尾を引くことにもな
った，ということから重要な記録であるので，後藤マン
と当局との，多摩ニュ{タウン関係の質疑について，次
に『東京都議会予算特別委員会速記録』から「医療関係」
部分を除き全文を引用しよう。
-後藤委員 (前略一一引用者)次に，私は，多摩ニュ
ータウンについて幾つかの質問をいたします。
まず西部地区の開発問題について伺います。その開
発計画の内容と特徴について説明をしていただきたい
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と思います0
・矢田南多摩新都市開発本部長西部地区は面積が約
534.6ヘクタ戸ルで施行者は東京都であります。開発に
当たりましては，多摩ニュータウンにおける住宅の建
設と，地元市の行財政に関する要綱に基づきまして，
東部地区との均衡をはかりながら，特に自然の保全に
努めまして環境のよい町づくりを行い，あわせて地元
市の受け入れ体制と整合した計画を策定いたしたいと
考えております。現在八王子市の参画を得まして，共
同して基本方針案を作成中でございます。この基本方
針案が固まりますれば，昭和51年度中に西部地区開発
計画を，東京都南多摩開発計画会議の承認を得て策定
する予定でございます。
・後藤委員 西部の開発は，これまでの東部の開発の総
括と反省の上に立って，多摩丘陵の自然、の保全，農業
との調和，入居する人々の快適，安全な住環境の整備
が必要であることはいうまでもありませんが，昭和48
年，南多摩開発本部は市浦建築コンサルタンツへ西部
地区開発について設計依頼をしていますが，委託の目
的と自然保全についてどのような条件を与えておりま
すか，伺いたいと思います。
・矢田南多摩新都市開発本部長 この調査は緑豊かな自
然環境と調和した開発を進めるために，開発のパター
γ，造成手法等を再検討するために市浦都市開発建設
コンサルタンツに委託したものであります。自然保存
について付与した条件は， 30%以上確保を前提としま
して，良好な現存樹林を最大限に確保すること，及び
造成地についても緑の回復，保全に努めることなどで
ございます。
-後藤委員 これまでの東部の開発の中で，自然、の緑が
どのくらい残っているのか，また昨年10月，八王子市
在住の緑の監視員から都知事あて要望書が出ています
が，その趣旨について，あわせて公害局長からお答え
を願いたいと思います。
・上回公害局長 お答えいたします。
東部開発の中での緑地率と，それから八王子の緑の
監視員からの要望書の概略はどうかというお尋ねでご
ざいます。前段の多摩ニュータウン東部開発の中での
宅地造成面積は， 611.3ヘクタールでございまして，
自然緑地面積は32.2ヘクタールでございます。したが
いまして緑地率は5.3%となっております。
それから，次に，八王子市在住の緑の監視員12名の方
々からの要望書の内容についてご説明を申し上げます。
要約いたしますと，多摩ニュータウンの建設に際し
ましては，従来からの造成方法を再考して，現存植生
を可能な限り残すための方策として4点の要望が出て
おります。
まず第一点といたしましては，地区内に残存する遊
示品一これは土地でございます，それから前払
池，及びその周辺緑地を現存のまま保存し自然公園と
する。それから特に希少植物の群生地等につきまして
は自然保護区域として保全に努めること。
第二点目は，神社，お寺などの境内地あるいは屋敷
林のうち，特に現存植生のすぐれた部分を現状のまま
保存すること。
三点目は，公共用地その他オ』プンスペースについ
ては，整地のための作業を最小限にとどめ，現存植生
を可能な限り残し，利用すべきこと。
以上でございます。
・後藤委員 緑の監視員からの要望は当然のことだと思
います。いま，南多摩開発本部の人が八王子市に示し
た西部の地区の基本計画説明書によれば，保存緑地は
5%程度にしかなっていませんが，市浦建築コンサル
タンツに，南多摩開発本部みずからが残せといったの
は30%という緑地保全の条件でありました。また緑の
監視員の要望を事実上無視し，保存緑地を5%の東部
とほとんど変らないようにやろうとしております。い
ままでの開発が緑と自然を保全することに相当欠けて
いたものであり，重大なことといわなければならない
と思います。可能な限り住宅建設に努力することは当
然でありますけれども，自然の緑地を十分確保するよ
うに，私知事に要望したいと思います。
(図示説明)続きまして，この西部の開発は一一こ
れが西部ですけれども，いままで開発がおこなわれた
のは，この東部です。私がこれから問題にいたします
のは，この第19住区です。住宅供給公社が新住法によ
って開発しようとする19住区における酪農の問題につ
いて，これから質問したいと思います。
昨年5月，八王子堀之内地区の住民から請願が出て
いますが，この請願の趣旨を説明して下さい，南多摩
本部長。
・矢田南多摩新都市開発本部長 誇願の趣旨は八王子市
堀之内寺沢地区は多摩ニユ{タウ γ計画地域とされ，
東京都住宅供給公社が用地買収を進めているが，この
地区には現在13戸の農家が搾乳牛等を飼育し，回畑を
耕作しているので，買収区域から除外して現状のまま
農業経営が続けられるようにしてほしいというもので
あります。
・後藤委員 ただいま説明がありました堀之内地区の酪
農の現況，特に生産量及び収益，特徴などについてご
説明を願います。
・岡田経済局長 堀之内地区は東京の酪農の発祥の地で
もございまして，現在酪農を営んでいる農家数は13戸
飼養頭数は，乳牛249頭，肉牛 130頭， 49年の生産量は
牛乳が約900トン，肉牛の出荷頭数は約90頭で，一戸当
たりの収益は約400万円でございます。この地区の酪
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農の特徴は，都内の平均と比較いたしまして収益も高
く都内でも有数の酪農家として安定した経営をしてお
ります。
・後藤委員 経済局はこのような優秀な専従畜産農家に
対し，都下近郊農業を守り，発展させる上から，地元
の要望をどう考えておりますか。
・岡田経済局長地元畜産農家からの要望，あるいは都市
近郊農業育成の立場からは存続が望ましいのでござい
ますが，ご承知のとうりこの地区は新住宅市街地開発
法による事業地区として指定されており，酪農存続に
ついて関係局と協議検討してまいりたいと存じます0
・後藤委員 昭和39年5月22日付，農林省，建設省関で
新住宅市街地開発事業と農家との調整についての覚書
で，地区設定基準はどうなっておりましたか。
また，当時堀之内地区は何種の農地であったか。
さらに，多摩ニュータウンの計画決定に当たって，
当時の知事報告，都農業会議の答申を明らかにしてく
Tごさい。
・岡田経済局長 農林，建設両省の関係局長聞の覚書の
地区選定基準の主なものは，1.首都圏整備法の規定に
より市街地開発区域として指定された区域内において
施行地区を選定する場合は，農林省と関係省との聞に
おいて調整された市街化区域から選定するものとす
る。 2.これ以外の場合は，既存の市街地に接続しまた
は近接して選定するか，またはこれが困難な場合に
は，第一種農地は努めて避けて選定するものとする，
となっております。
当時，堀之内地区は第一種農地に該当しておりまし
‘". μ」。
次に，関東農政局長あての調査報告書の関係農家に
関する事項を要約いたしますと，1.今後とも主として
農業経営により生計を維持する農家については，その
意向を講ずるよう努めさせる。 2.酪農または経営を縮
小する農家に対しては，就職のあっせん，職業訓練を
行う等，施行者に対し，生活再建のため必要と認めら
れる措置を講ずるよう努めさせる。 3.地区内の小作農
地については特に留意し，地域の慣習によって円満に
解決するよう話し合いを進めていきたい，とするもの
でございます。
-後藤委員 多摩ニュータウシは，第一種農地を避ける
べきだとした選定基準三で網をかけたのであります。
経済局長答弁のとおり，この地域は当時第一種優良農
地で，開発から外して守らなければならない地域であ
ったのであります。この地域は元白木村で，全国でも
優秀な酪農家の集落であり，二代三代とりっぱな後継
者もおり，全国畜産会からも表彰されております。
同時に，この酪農地の農耕地，それに連なる雑林の
森の存続は，ニュータウンの景観，この地域の生態系
の維持と自然環境保全に大きく役立つことは明白であ
ります。
また，そのことがその地域の子供たちの教育にとっ
ていかに大切であるか，幾つかの事例を挙げてまいり
たいと思います。
たとえば，都の畜産試験場に見学に行った子供たち
は，都の職員から目の前で牛から乳をしぼってみせら
れ，これが牛乳だよ，飲んでごらんなさいといわれる
と，子供たちは，それは牛乳か， うそだよ，ぼくたち
の牛乳はびんやパックに入っているの牛乳だ，こうい
ったそうです。笑えない話であります。これが都会の
子供の現状であります。
また，多摩ニュータウンに住んでおりますお母さん
のお話では，団地ではネコや犬を飼うことができな
い，子供たちが動物と親しめないのがかわいそうだと
いっております。この酪農地を残せば，ニュ{タウン
からパスで十分足らずで，生まれたばかりの牛の子が
おります。そして放し飼いの鶏，犬と親しむことがで
きるのであります。知事さんも対話集会で，モーと牛
の鳴き声が聞える団地があってもいいとお答えになっ
ております。だから，どうかそういう立場でこの酪農
を残していただきたい。知事さんどうお考えでしょう
か，よろしくお願いいたします(拍手)
・美濃部知事 私も現地に参って見ておりまして，これ
Ite"， l.-そも長ま毛みふ24らぶ、2白:長会してお
ります。したがって，どういう形であるかは知らない
けれども，現状のとおりの牧場として残す，そうして
民家の住宅の聞に牧場があるということは，いまお話
しのとおり，あらゆる点において非常にプラスになり
ますから，何としてでも残す固い決意で当たろうと思
います。
・後藤委員 ありがとうございます。知事さん，堀之内
の酪農を守るために，新住宅市街地開発区宇か?除サ
を含め，現在地で酪農を続けていけるように，その手
法を関係局に検討させていただきたいと思いますし，
また地元住民との合意を得るまでは，この地域の都市
計画事業決定をやらず，買収もそれまでは中止させて
いただきたいと考えますが，知事さんの所信を伺いた
いと思います。
・美濃部知事酪農を継続したいという方に対しまして
は，酪農経営が成り立つよう何らかの方策を講じて，
この地区の開発事業にご協力がいただけるよう，関係
烏£長告をふιき毛主手。また，地元在良ゐ子企J:告
られるまでは，住宅供給公社には認可の手続を進めな
いようにいたします。
(ニュー タウ γ内の医療関係の質疑応答につき，中略
一引用者〉
・後藤委員 西部の開発は担当大規模でありますから，
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当然この開発がもたらすであろう地域内植生物，周囲
の生態系，気温，水，河川，農業基盤などの影響や交
通量の予測などいろいろと環境アセスメントを行って
いると思いますけれども，この実態についてご報告願
いたいと思います。
・矢田南多摩開発本部長 ご質問の環境アセスメ γ トに
つきもしては，西部地区の開発計画がまだ策定されて
おりませんので，行っておりませんが，計画に先立ち
まして，生態学的見地から自然の保護，保全には十分
な配慮を行いたいと考えまして，昭和48年から2ヶ年
にわたりまして，多摩ニュータウソ西部地区環境保全
生態調査を行いました。開発計画がまとまりますれ
ば，知事が先ほど田中委員にお答えした趣旨に沿って
対処してまいりたいと思います。
・後藤委員 このような大規模開発であるのにまともな
環境アセスメントもやっていないということは，非常
に重大な問題だと思います。ここでの調査は，グラン
ドハイツ跡地などの大規模開発にも大きな影響を与え
るものでありますから，ぜひ実施するように要望いた
したいと思います。
私は，これまでの質問や答弁で明らかになった新住
法による開発はさまざまな問題があると患います。実
情に合わないものも明らかになりましたので，西部地
区開発に当たっては，固に新住法の改正を提言し，ま
た財源や制度の改善を要求するとともに，慎重に進め
ることを強く要望していきたいと思います。
とりわけ私は今日の質問の中で，堀之内の酪農家た
ちの要求を都が全力を挙げて受け入れ，そして子供た
ちのためにも，お母さんたちのためにも，そこに住む
人たちのために，本当にこの多摩ニュ{タウシに住ん
でよかったという，こういうところにしてほしいと思
います。
で，今後.東部地区における入居者が，せっかく多
摩ニュータウンということであこがれをもってここに
入居したところが，実際には，野鳥が町田市に逃げて
いってしまう，そしてあの地域ではウサギがぴょんぴ
ょんはねておったのが，いまでは雨が降ると洪水のよ
うに土砂が流れ込んでくるという，こういうことで
は，せっかくのニュータウンに住みつく人たちのふる
さとが台なしであります。
私は美濃部知事に強く要望したいことは，本当にニ
ュータウ γが東京都民の憩いの場であり，そして近く
の農家が守られ，近くの農家が守られることによっ
て，いま本部長が5%しか保全できない緑地が，白然
のままで30%保全するということも，必ず実現できる
ということを，強く要望いたしまして，私の質問を終
わりたいと思います。
みられるように，多摩ニ aータウン計画地域の線引き
には非常に大きな誤りがあったことがわかる。しかし，
それを不問にしたとしても，優良農地をもち，かっ優良
農業経営体を維持している，後継者の育っている地域で
あってみれば，上にみるような知事発言が生れるのはむ
しろ当然と言わねばならないであろう。
しかしながら，ニュータウ γ計画事業の最高責任者で
ある東京都知事の，このような発言を生み出したのは偶
然ではない。それは，前稿で述べたように農業のみによ
って生計をたて，都市住民に農産物を供給していくこと
を義務と感じ，ひたすら経営の改善に努め，農業生産力
を上昇させてきた職業意識があったからこそ，農業継続
の姿勢を守り通し，それ故に農耕地の売り渡しを拒むと
いう，酪農業者達の10数年にわたるねばり強い運動が基
本にあったからである。そして，それら酪農業者達の訴
えを，自治研究活動を通して東京の農業を再認識するこ
とにより，おのれ自身の改革を認識した労働組合員が，
自分達のこととして受けとめ，さらに実際に調査研究を
して農業者との共闘，政党との共闘が強力な連携のもと
におこなわれたからに他ならない。
この美濃部知事の発言である[どうしても残さねば
ならない，現状のとおりの牧場として残す，また，民家
の聞に牧場のあることはあらゆる点でプラスになるから
何としてでも残す固い決意で，・…・・酪農経営が成り立つ
ように何らかの方策を講じて，この地区の開発事業にご
協力がいただけるように関係局に検討させるjというこ
とは前後の発言のかかわりにやや不明瞭な点がないでも
ない。しかし[経営が成立するように残す」というこ
とは否定することができないであろう。この知事の発言
はこのために新住法との関係ばかりでなく，のちに様々
な問題をひきおこすことになるが，それは次章にゆずる
ことにして，ここでは，これと関連して翌年3月14日の都
議会予算特別委員会での川口弘の質問をみておきたい。
ハ)JI口弘の質問
関係部分だけを引用しよう。
.J11ロ委員 (前略一一一引用者)次に，多摩ニュータウ
ンについてお伺いをいたします。
西部開発の計画策定及びスケジュ{ルについて，ま
ず本部長からお伺いをいたします。
・鈴木南多摩新都市開発本部長 多摩ニュータウン西部
地区の新往事業開発計画につきましては，昭和51年4
月に八王子市と当本部とで西部地区開発計画策定委員
会を設けまして，人口，住区，道路，緑の保全等基本
的事項について検討を進めてきておりますが，さらに
庁内関係局とも協議中でございます。今後できるだけ
早い機会に東京都南多摩開発計画会議でご審議を経て
成案を得たいと考えている次第でございます。
また，スケジュ{ノレにつきましては，昭和60年度完
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成を目途に事業を進めていきたいと考えております0
・JI口委員 開発に先立つての環境アセスメントはどの
ように実施しているか，せ守ひ伺いたいと思います。
・鈴木南多摩新都市開発本部長 環境アセスメントにつ
きましては，制度，技法等が現在まだ検討されている
段階でございますが，開発に当たっ1て必要と考えられ
ます環境調査といたしまして，すでに西部地区環境保
全生態調査，あるいは西部地区の道路による影響予測
調査，埋蔵文化財包蔵地調査などを実施してきており
ます。なお，今後も引き続き必要に応じて実施してま
いりたいと考えております。
・川口委員 お話しの程度のアセスメントではまだまだ
不十分だと私は思います。そこですでに環境保全生態
調査空寄っているわけですけれども，植生，動物，鳥
類，混虫は開発によってどのような影響を受けるのか
・鈴木南多摩新都市開発本部長 動植物の生態系はその
地域の環境に密接な関連がございまして，開発によっ
て環境の変化がございますと，これらの動植物の生態
系にも当然変化を与えることになってまいります。し
たがいまして，開発に当たっては，動植物の生態上必
要な良好樹林地を極力囲い込み保存などいたしますと
ともに，現存樹木の移植等行いまして，環境の保全に
は努めていきたいと考えております。
・川口委員 私どもの調査は，若干の植生は残っても，
でと子や，あるいは都下の最後の個体群といわれてい
る蚊やネズしまた，一部にはここにはサンショウウ
オがいるといわれておるわけですけれども，こういう
林，草原，丘は，こういうものを確保しないと，昆虫
類もほとんど消滅する。鳥類も大きな影響を受け，こ
のままではこの地域の生態系は大変な変化を起こすと
いうことが私どもの調査でも明らかであります。
(地盤地質に関する質疑一一中略，引用者〉
・JI口委員 私はいまのお話を聞いて，調査がまだ主主
不十分五感EJ:Lそ走らをふるです。大気ゃポ丙:景
観など，自然環境，大気汚染，騒音，地震あるいは洪
水など必要な調査を検討，審査をもっとすべきだと考
えるわけです。そして開発計画を策定すべきだと思う
のですけれども，美濃部さん，いかがでしょうか。
・美濃部都知事 開発計画策定に先立つて，必要と考え
られる幾つかの環境調査は行ってまいりました。なお
必要なものにつきましては今後も事業を実施する中で
調査を続行してまいり，その結果を計画の中に取り入
れていきたいと考えております。
.JI口委員 次に，美濃部さんに伺いたいのですが，昨
年の予特でモーの論争がごさeいましそ， 19住区ゐ塩乏
内地区の酪農を現状のまま残すというお約束があった
わけですけれども，その後どうなっているか，お聞か
せいただきたいと思います。
-美濃部知事 19住区の酪農問題につきましては，事務
当局に計画区域からの除外を検討させておりますが，
協力している地元への影響等も十分に考えられますの
で，引き続き慎重に検討を継続させてまいるつもりで
ございます。
.JI日委員 ぜひ実現をお願いしたい。
次に，開発予定地域内，特に由木地区の農業の現況
につきまして，経済局長，お願いをしたいと思います0
・吉留経済局長八王子市由木地区の農業の現況でござ
いますが，農業戸数は265戸，そのうち専業農家が32戸，
耕地面積は92ヘクタールでございます。主な農畜産物
といたしましては，野菜類，米麦，牛乳，肉類等でご
ざいます。
・川口委員 それでは，西部開発で農業はどうなるの
か。本部長，お願いしたいと思います。
・鈴木南多摩新都市開発本部長 区画整理区域内では読
菜類の耕作が可能でございますが，新住事業区域内で
は全面買収によって事業が行われます関係上，農業の
存続は困難でございます。
.JI口委員 農業保全について積極的な施策を行わない
と，この地域の農業がほとんどなくなるということ
は，自に見えております。この地域には，堀之内地区
の酪農家のように，農業を続けたいという農家が少な
からずあります。都市近郊農業を守る上から，神奈川
県の港北あるいは藤沢ニュ{タウン，兵庫県の北摂ニ
ュータウンなどの例にならい，この西部地区の開発計
画に農業振興計画を導入するため，関係局との協議と
いう点では，美濃部さん，いかがですか。
・美濃部知事 比較的耕地の多いこの地域は区画整理区
域に編入しておりますので，この地区の農業問題につ
いては，関係局間で協議をさせてまいりたいと思いま
す。
(埋蔵文化財および住建問題についての質疑応答，
中略一一一引用者〉
.JIロ委員 私は特に指摘をしておきたいのですが，自
然環境，埋蔵文化財の保存，農業の調和あるいは安く
て住みよい住宅，鉄道の整備，職住近接，こういう問
題につきましては都の独自の努力ではかなりむずかし
い点もある，こういうふうに考えている。多摩ニユ{
タウン開発の抱える問題をここで総点検をして，国
に，法律の改正をするものは法律の改正を要求する，
あるいは住宅政策，行財政制度の改善，こういうものを
関係自治体と協議，協力をして起こすべきだと思うの
ですけれども，知事のご答弁をお願いをいたします0
・美濃部知事 多摩ニュータウンのような大規模な都市
づくりを行うためには，ご指摘のように国の行財政制i
度は不十分でありまして，新住宅市街地開発法にも限
度がございます。国に対しましては，行財政制度の改
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善を要望しておりますが，今後も強力に要望をしてい
きたいというふうに思います。
.JIロ委員 知事に最後に幾つかの提案を行って，見解
を伺っておきたいと思います。
第一は，多摩ニュータウシ開発を東京の都市改造に
役立つような積極的な施策，これをまず第一に。第二
には，策定の作業，現在の協議中の局に限定せず，財
務あるいは経済など関係局全体で問題点を洗い出すと
いうことが必要だと思う。第三は，何といっても都市
づくりの基本は，やはり住民を中心にしなきゃなりま
せん。そうした時点で素案を発表し，多くの人から意
見を開く，こういう点をぜひ取り上げていただきた
い。この点ひとつ美濃部さんの明快なご答弁をお願い
をいたします。
・美濃部知事西部開発計画の策定に関するご意見は貴
重なご提言であると考えます。ご承知のとおり，西部
地区の早期開発は地元の強い要望でもございますの
で，今後，事業を推進する上で配慮をしてまいりたい
と思います。
(以下，風疹予防問題についての質疑応答につき省
略一一引用者)
さきにみた，一年前の後藤マンの質問で問題とされ
た，第19住区の酪農問題について，再びとりあげられた
が，事務当局に計画区域からの除外を検討させている，
として進展はまったくもってみられない。むしろ協
力している地元への影響等も十分に考えられますので，
引き続き慎重に検討を継続させて」というように，きわ
めて慎重になっていることがうかがえる。また，この第
19住区と関連して，西部地区全体の農業問題について，
農業を続けたいという農家，すくなくとも答弁にみられ
る，専業農家32戸をどうするか，農業振興計画を，他の
ニュータウン計画の例にならって導入するかなど賞され
た。しかし当局の回答は，区画整理区域内では読菜類の
耕作が可能であるが，新住事業区域内では全面買収によ
る事業であるから農業の存続は困難であると，当初の法
律を前提としているだけで，考えはまったく変っていな
い。しかし，南多摩開発本部長と知事の回答には微妙な
ニュアンスの違いがみとめられる。すなわち，知事fi，
比較的耕地の多い西部地区は区画整理区域に編入してい
るので，この地区の農業問題については関係局間で協議
させると言明している。いずれにしても，宅地化のため
の区画整理と耕地整理とはまったく異質のものであり，
都市計画と農業との調整については，産業としての農業
の位置づけをおこない，農業振興計画を導入した都市計
闘を考える必要があるということが理解されているとは
言えない。近郊農業，とりわけ現代日本の激しい都市化
による大都市の急速な膨脹による都市農業の発生によっ
て，それらの存在を十分に認識し，それらの産業上の地
位をはっきり確立することが，ひいては大都市そのもの
の衰退を防ぎ，豊かな再創造につながるものである，と
いうようなことは当局には理解されていないと考えざる
をえなし、。
とはいっても 1年前にくらべれば，東部の自然緑被率
わずか5.3%という破壊の反省にたって，西部地区の開
発計踊策定に先だって環境調査がおこなわれ，また必要
なものは今後もおこなっていくことになったし，地形改
変による人工軟弱地盤と高層住宅とのとくに耐震性とい
う点からの再検討もおこなわれるようになった。自然緑
被率30%程度を目安に，宅造方法や開発方法について，
従来の方式を見直すことになったことは一つの前進と考
えてよいであろう。
都市計画と農業との関係に問題をおいているので，引
用を省略したが，住宅そのものの問題についても，1982年
3月に西部地区の最初の入居がおこなわれるとして，当
時の試算家賃は公団の 3DKで約13万円と見積られてい
た。ニュータウ γ事業は資金を大部分住宅金融公庫から
の借り入れによっていたから金利負担がきわめて大き
い。これを軽減することがそのまま低廉な宅地供給を可
能にするから，国に対して融資条件の改善を強く要望し
ている，という答弁をしている。しかし，多摩ニュータ
ウン開発の抱えている諸問題をこの時点で総点検して，
国に対して，法改正，住宅政策，行財政制度の改善など
を関係自治体と協議，協力しておこすべきではないかと
いうことについても，知事がわずかに，大規模な都市づ
くりを行うためには国の行財政制度は不十分で，新住宅
市街地開発法にも限界があるとしながら，法改正の要求
は考慮していない。わずかに行財政制度の改善を国に要
望しているのみである。
5. 多摩ニュータウン開発を考える都民会議
5-1多摩エュータウン地区の酪農と農業を守る会
1) 1万人署名運動
しかしながら， 1976年3月13日の東京都議会予算特別
委員会での知事発言によって，第19住区予定地の酪農家
達の闘いは，いわば多摩ニュータウ γ計画の再検討にま
で発展する展望が開かれたといっても過言ではない。す
なわち，都職労経済支部は，この間題をたんに「都の農
業」の問題にとどまらず，首都における都市問題にかか
わる重要な課題として位置づけた。また，おりから財政
危機に落ちいっている東京都の「財政確立100万人署名」
と関連づけ，さきに述べた「東京の農林漁業を守る運動」
の一環として，多摩ニュータウン計画区域内の酪農を存
続させるための 1万人署名運動をくりひろげることにな
った。そして r東京の農林漁業を守り発展させる研究
100 総合都市研究第13号
集会」の中央実行委員会に対して連帯の呼びかけもおこ
なわれた。その結果，全農林東京都本部，全農労東京地
方本部などの機関決定をみ r研究集会実行委員会」と
しての取り組みにまで発展し，早くも 3月の予算特別委
員会後わずか1ヶ月足らずの4月11日組合員85名が参加
して，現地酪農地帯や18住区を中心に832名の署名を集
め，農業者ばかりでなく一般居住者にも農業の存続に対
する訴えがおこなわれた。最終的には7，000名を上まわ
る署名が集められ，これを背景に6月には知事に要請書
が提出された。
2) 酪農存続への都知事要議
この要請書は， 7，000余名の署名簿とともに出された
ものであるが，以下にみられるように，農業軽視の下で
開発優先をおこなうことが，自然環境の破壊につながり，
そのような都側の姿勢が農業者ばかりでなく，ユュータ
ウγの居住者や労働組合員によっても批判されているも
のである。『定期大会報告書』からその要請書をみてみ
よう。
東京の農林漁業を守るための多摩ニュータウン計画
区域内(八王子寺沢地区)の酪農を存続させる要請書
「多摩ニュータウン計画区域内に酪農を存続させるJ
運動は，農業軽視の風潮が支配しているなかで， 10年
に及ぶ酪農民の極めて困難なたたかいを経過し，今日，
急速に共感と支持の声がたかまり，都民的な規模での
運動に発展しつつあります。
現在400頭以上の牛が飼育されている寺沢地区は，
東京の酪農の発祥地として，これまでも都民に新鮮で
おいしい牛乳を供給してきました。また，この地域
は，多摩丘陵の豊かな自然景観にもめぐまれ，農業施
策を充実すれば，今後もますます農業を発展させるこ
とができる地域といわれています。
しかし，これまで東京都は，開発のみに目をうばわ
れ，農民や地域住民の芦を無視して，農業や自然環境
破壊のニュータウンづくりを強行してきました。
昨年の 2月「東京の農林漁業を守り発展させる研究
集会」を成功させたわたくしたち実行委員会は，この 1
年数ヶ月の聞に，東京の農林漁業を発展させるさまざ
まな運動にとりくんできましたが，そのなかでも，数
次にわたる現地調査，現地に泊りこんでの農民との交
流会，多摩ニュータウン全域でのビラマキ，区内から，
西多摩にいたるまでの署名運動などによりこの酪農を
存続するためのたたかいに全力を投入してきました。
その結果，ここに提出するように，酪農の存続を要
求する署名を7，000名分集約することができました。こ
の署名は，短期間にとりくまれたものですが，農民は
もちろんのこと，消費者，ユュータウン居住者，労働
組合員などが署名に応じており，これまでの都側の姿
勢に対するかつてない広範な，しかも鋭い告発となっ
ています。
こうしたことから，ぜひこの要請署名の趣旨をくみ
とり，一部管理者が妨害しようとしている「三月都議
会での知事発言Jを全面的に実行し，農業や自然環境
豊かなニュータウンづくりをすすめられるよう要請す
るものです。
1976年6月3日
東京の農林漁業を守り発展させる
研究集会実行委員会
東京都知事美濃部亮吉殿
知事発言からわずか3ヶ月しかたっていないが，その
問，事務当局である南多摩新都市開発本部長と経済局総
務部長や農林緑政部長および担当課員による，知事およ
び経済局長の答弁「酪農存続について関係局と協議検討
して」について協議がおこなわれたのは当然であろう
が，さきにみたように1年後の予算特別委員会でもほと
んど進展をみせていないばかりでなく，この要請書にみ
られるように，管理者のうちには妨害すらおこなおうと
していたことがうかがえる。また，前稿でみた請願にあ
るように「除外」要望の文字は文面にはみられないけれ
ども，議会での「存続J発言を尊重して，表現を柔らげ
たものであるうか。
3) 酪農民をはげまし，多摩ニュータウン開発を考え
る6・8集会
さきの署名活動は，目標としては全都的な活動展開で
あったが，しかし，都職労経済支部の農林関係の職場を
中心としておこなわれ，また全農林や全農労など「東京
の農林漁業を守り発展させる研究集会Jの地域実行委員
会毎におこなわれたものであるから，やはり労働組合中
心と言えるであろう。しかしながら，西部地区の下柚木
南大沢，大片瀬などの農村集落ばかりでなく，多摩ニュ
ータウン内の団地からも全体の 1割を占める署名が出さ
れたということは注目されてよい。
なぜなら，労働組合や農業者ばかりでなく，一般市民
に酪農存続の意義が理解され，認識されてきたというこ
とができるからである。
したがって，これを契機として，この酪農問題の本質
を広く都民に訴えていこうという運動がひろがることに
なるのである。その最初のものが，この「酪農を守る 6
• 8集会であろう。
この集会は1976年6月8日に第19住区予定地の堀之内
集会所でおこなわれたが，その案内が6月2日に上記
「研究集会実行委員会J名で配布された。それによる
と，集会の内容は，
1. 経過報告と当面の運動について，
2. 酪農を守る運動を発展させるために，
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3. 多摩ニユ{タウンのかかえる諸問題について
の三つであった。lについては，12戸の酪農家がこの10数
年間，麟農を存続したいから「除外」を関係当局へ働き
かけてきたこと，東京の酪農発祥の地として経営基盤の
拡充，安定した経営を続けてきたこと，こうした優秀な
酪農家を守るために，地元酪農家と共に運動を進めてき
たが，都議会で，美濃部知事の「現状のとおりの牧場と
して残す固い決意で当たろうと思います」という答弁に
大きな励ましを与えられたこと，を訴えている。 2につ
いては，知事の答弁をほんとうに具体化させ，貴重な酪
農を残すためには地元の酪農家を先頭とした幅広く，ね
ばり強い運動がますます必要であること 3について
は，多摩ニュ F タウン開発と農業問題，自然および埋蔵
文化財の保護，住環境の整備など多摩ニュータウンのか
かえる問題についての意見交換，を訴えたものであった。
集会には，翌日の朝日新聞16)にも報道されたように，
14団体から60人が参加した。「この問題はただ堀之内地
区だけの問題ではない。東京の農業を守る原点になるだ
ろう」という声が強かったのも今までの経過から理解の
できることである。そしで，今後の運動のすすめ方につ
いて討論された結果として，①地元農家を中心に多摩ニ
ュータウン地域の農業を守る組織をつくる，②この運動
を支援し，都民的運動に発展させる組織を作る方向を確
認する，の二点が申し合わせられた。最後には， r多摩
ニュータウ γに多少でもかかわりと関心をもっ農民，市
民，学者，自治体職員などを結集し，その中から多摩ニ
ュータウンのもつ問題点をあらい出し，開発の見直しと
再検討を求める運動を発展させるJというアピ戸ル17)が
採択され，多数の都民に呼びかけ，運動を広めていくこ
とが確認された。
4) 多摩ニュータウ γ地区の酪農と農業を守る会
このような情況の中で，現地堀之内では， r多摩ニュ
ータウ γ地区の酪農と農業を守る会jの結成が，農業者
自身によって準備されていた。 1975年2月22日，立JI社
会教育会館でおこなわれた「東京の農林漁業を守り発展
させる研究集会」に参加した農業者842名のうちの 1人で
あり，その後もこれらの運動に直接かかわってきた堀之
内寺沢の酪農業者鈴木昇が「守る会」の結成準備会のよ
びかけ人代表となり，他に地元農業者，鈴木安，井上修
一，荻生田喜三，小谷田薫吉，小磯孝治の5人が世話人
代表となって r守る会」への参加よびかけが農業関係
者に向っておこなわれた。
その趣旨は， r私たちにいま求められているのは，この
ような全国の教訓から農業者がお互いに団結して力を一
つにして多摩ニュータウン地区でも酪農と農業がつづけ
られる条件をかちとるために運動をすすめることです。
このために私たちは“酪農と農業を守る会"を結成
し，運動を強力にすすめることにしました。農業関係者
のみなさん，この私たちの運動に賛同いただき“守る
会"に入会していただき結成総会には御出席下さるよう
心からよびかけます」というものであった。
結成大会は1976年7月17日地元堀之内会館でおこなわ
れた。団地住民の代表も参加し， r都市の便利さだけを
追求するのではなく，自然と調和した環境づくりが大切
である。現在の多摩ニュータウンは不便なことがいっぱ
いあるが，不便のなかにもよいことがあった。それは空
気がきれいで太陽がさんさんとかがやいていて，子供の
ゼンソクが直った。これ以上の自然破壊はゆるせない。
地元の人が犠牲になっているような矛盾をなく L.団地
の子供達のふるさとになる土地として， “守る会"に参
加してゆきたい」と消費者の立場からも声援の手がさし
のべられた。
前稿で述べたように，第19住区予定地の酪農業者の
「隠し、」が，農業者自身によって，多摩ニュ戸タウン地
区の酪農ばかりでなく「農業」そのものを残し， r守る
会」にまで，換言すれば，農業をとりいれた形での開発
に見直すべきであるという認識まで，高まったというこ
と，しかもそれを多摩ニユ{タウン団地居住者が賛同
し，その闘いに加わったということは十分注目されてよ
い。都市住民と農村住民がそれぞれ違った地域に居住し
ているのではなく，大都市の内部で共生することの意義
を相互に認識したからにほかならないからである。
5-2東京都と八王子市当局との接渉
1) 八王子市多摩ニュータウン対策特別委員懇談会
多摩ニュータウン開発のうち，西部地区は八王子市の
行政区画に入っているので，第19住区の問題も含めてニ
ュータウシ問題は，当然八王子市議会とくに多摩ニュー
タウン対策特別委員懇談会でとりあげられている。
1976年3月13日都議会予算特別委員会での美濃部知事
の発言は，上述したように他方聞に波紋を投げたが，そ
の最たるものは東京都南多摩新都市開発本部であろう。
なぜなら，知事発言に沿って多摩ニュータウシの開発を
はからなければならないにもかかわらず，建設省告示，
都市計画法，新住法などとの板ばさみに合って苦慮せざ
るを得なくなったからである。「ニュータウン都民会議」
の機関紙によれば， 1976年6月11日八王子市多摩ニュー
タウン対策特別委員懇談会の席上で，東京都南多摩新都
市開発本部企画室長荒居宏は，r酪農をあそこに残すと
いったのではなくて，代替地のあっせん等……」と発言
し，地元市議から，知事の答弁と違うことを指摘されて
いる。「速記録JCこの論文の96頁〉をみれば，知事が代替
地のことは一言半句も述べていないことは明瞭である。
2) 八王子市長からの都知事への質問とその回答
上述のように八王子市多摩ニュータウシ対策特別委員
懇談会などでの東京都側の発言がくい違うこともあっ
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て， 1976年7月1日付けで八王子市長から，都知事あて
に r3月13日予算特別委員会での知事答弁についての
質問状」が発せられた。そしてその「回答」は2ヶ月余
後の9月14日付けで八王子市長に送られている。東京都
知事室に出向いてたずねたところ， r南多摩新都市開発
本部のMへわたしてあるから，そちらで見せてもらって
ほしし、」ということであった。しかし河開発本部は，
「現時点ではお見せするわけにし、かないJl8lとあっきり拒
否されてしまった。八王子市企画室でも同様に r都の
開発本部でみせられないと言われたとすると……」と事
実上拒否された。
原文を見ることができないので明確ではないが， しか
しながら，同企画室係員も含め，何人かの関係者の「内
容」に関する話しを綜合すると，のちに問題にする「ニ
ュータウン都民会議」と東京都開発本部長との交渉の結
果と微妙なくい違いを感ずる。
八王子市長からの公文書の質問は 3月13日の予算特
別委員会での知事発言「酪農を残す」ということはユュ
ータウン計画に対する後退の発言ではないか，問題であ
る，知事はどう考えているのか，第19住区予定地はどう
なっているのか，今後の考え方はどういうものである
か，などを尋ねたものであるとL、lう。これに対する回答
は，酪農をのこすとははっきり言っていないこと，ニュ
ータウン周辺に清潔で無公害な酪農地区があることは好
ましいこと，第19住区予定地は新住宅市街地開発地域と
して都市計画決定されており，東京都住宅供給公社の事
業計画区域として，同公社が現在用地買収にあたってい
ること，開発方法については， 19住区予定地区内の酪農
を続けたいとする農家に対して，今後とも話し合いを続
け，地元の意見も広く開きながら，何らかの方策を講じ
ていくことにより，この地区の開発事業について理解を
得ることが必要である，ということであった。
全面開発はできなくなったと考えているが， r除外」は
できないので， r何らかの方法で部分開発jしていく方
向へいきそうだというのが，関係者の結論と考えられる。
5-3多摩ニュータウン開発を考えQ都民会議
さきの 6.8集会は，いっぽうでは上述したように現地
の農業者自身による組織「守る会」を生み，他方では，
その「守る会」の運動を支援し，都民的運動に発展させ
る組織を作る方向に働いたわけであり，その結果，以前
にもまして，広範な，強力な運動組織体が生まれてくる
ことになった。
それが「多摩ニュータウン開発を考える都民会議」で
あった。これは，多摩ニュータウン開発が開発計画当初
の保守都政，高度経済成長時代の開発理念をそのまま延
長しようとしていることから起ってきたものである。 10
年たっても一昔前の理念でおこなわれ，農業ばかりでな
く，緑の破壊，豊富な埋蔵文化財の破壊が急速に進行
し，出来た住居地での地域生活実態，医療，交通などに数
多くの難問題をかかえている現実を，科学的に見直し，
告発し，自然と調和したバランスのある開発をめざして
いこうとする立場からの運動であって，多くの人々に共
感を与えたことにより，急速に組織化が進展した。
この「多摩ニュータウ γ開発を考える都民会議J (以
下「ニュータウン都民会議J<略称〉という〉は，これ
に先だって， 1976年7月5日に「ニュータウン都民会議
準備会」が発足し，事務局を都職労教育庁支部においた。
「ユュー タウ γ都民会議」は「同準備会」の発足約1ヶ
月後の7月29日，東京八重洲口の国鉄労働会館で都民
200余人の参加を得て関かれた「多摩ニュータウン開発
を考える都民集会」で正式発足したものである。しかし，
実質的には7月5日の「ニュータウン都民会議準備会」
の発足をもって始まったと言っても過言ではない。「ニ
ュータウン都民会議」の活動が拡大していく必然性はそ
の要綱によくあらわれている。
1) 多摩ニュータウン開発を考える都民会議要綱
四つからなる。それを次にみよう。
1. r会」の目的と構成
「会」は産業優先を旨とする政府の要請にもとづき
計画された多摩ニュータウン開発の抱える問題点を，
都民の側に立って解決していくことをめざす。
このため「会」は，開発にあたり，自然環境を保全
し，文化財を保護し，農業と調和のとれた住みよい環
境をつくり出し，周辺地域と調和のとれた，革新都政
にふさわしい住民本位の多摩ニュ{タウン開発を実現
させるために活動する。
「会」は，この目的に賛同する団体，個人で構成する。
2. 運動のすすめ方
「会」の目的を実現するために，構成団体，個人の
相互の自主性を尊重しつつ，次のような共同の行動を
すすめる。
(1) 多摩ニュ戸タウン開発のかかえる問題点につい
て，情報，資料を交換しながらさまざまな角度から
検討し，その本質を明らかにする。
(2) 多摩ユュータウン開発についての学習会，討論会
交流会等を開催し，都民に向けて宣伝活動を行う。
(3) 多摩ニュータウンのあるべき姿について，調査，
研究活動を行ない，都民，関係機関に提言する。
3. r会」の財政
「会」に参加する団体，個人の分担金をもって充て
る。個人一口，団体二日以上とし，一口 2千円とする。
4. r会」の組織
「会」に代表世話人，事務局をおく。事務局は，千
代田区丸の内3の8のし都職労教育庁支部にお《。
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みられるように住民本位の多摩ニュータウン開発
を実現」していくために，調査・研究活動をおこなって
あらゆる角度から，開発のかかえる諸問題の本質をえぐ
り出して，都民の前に明らかにし，都民の力で関係機関
へ提言し，ニュータウン開発のあるべき姿を求めようと
いう非常に実践的なものである。
そして，都民への呼びかけが「準備会」発足直後から
始まった。多摩ニュータウンが，r緑と太陽のまち」のキ
ャッチフレーズにふさわしくない多くの問題を含む事実
カ旬、ままでの数回にわたる調査研究で明らかになったこ
と，自然と埋蔵文化財の破壊，何代も続いた農業者の生
活基盤が失われようとしていること，でき上ったニュ{
タウンもそこに住む人達にとって決して快適な環境を約
来していないこと，従って，住民本位のニュータウン開
発を実現させるために，農民，市民，住民団体，自治体
職員や学者，専門家を結集して，相互に資料・情報交
換，運動や調査・研究体験の交流を通じて，開発の諸問
題をほり下げて，開発の見通し，改善を求めていくため
の共同の運動を進めていく決意であるということ。従っ
て， r明るく住みよい東京をつくりあげること」という共
通の目的を実現していくために多数の都民や団体が参加
されることを訴えている。
1975年2月の「東京の農林漁業を守り発展させる研究
集会J以後，東京の農業を守る運動は，都市労働者と農
業者の連帯を急速に進展させたが，この「ニュ{タウン
都民会議」はこの母体の上に，多摩ニュータウ γの中に
発生した，文化財保護，自然保護，区画整理反対，尾根
幹線阻止，超高圧線反対などからなる各分野の住民運動
組織が結集し，それに新しく科学者が加わって，自治体
労働者とともに組織されたものである。ちなみに，代表
世話人は広井敏男(東京経済大助教授)，鈴木昇(多摩ニ
ュータウン地区の酪農と農業を守る会)，浅海忠(都職労
教育庁支部長)の三人であった。また，加入団体は結成
時19あって，多摩ニュータウン地区の酪農と農業を守る
会，南多摩区画整理協議会，区画整理反対同盟引切支部，
尾根幹線を阻止し多摩の自然と生活を守る会，超高圧鉄
塔から住民を守る会，八王子の自然を守る会，多摩川の
自然を守る会，薬師様を守る会，多摩ニュータウン遺跡
を守る会，日本科学者会議東京支部，新建築家技術者集
団東京支部，すみよい環境をつくる東京住民運動連絡会
文化財保存全国協議会，三多摩自治体問題研究所，多摩
ニュータウン研究会，全農林東京地方本部，全農労東京
地方本部，都職労教育庁支部，都職労経済支部であった。
2) 多摩ニュータウンを都民の手に
「ユュータウン都民会議Jは「同準備会」発足後一週
間後にはすでに「同準備会」の名で「多摩ニュータウン
を都民の手に」という機関紙を発行し， 400字詰原稿用
紙約50枚の論文を発表して，都民に訴え，運動への参加
を呼びかけている。この論文が，それまでの数回にわた
る多摩ニュータウンの現地調査をもとにして討論・研究
されたものであることは言うまでもないことである。こ
の後の運動の基礎となったもの，とくに対都当局交渉の
基本論文となったものなので全文を引用したいが，長文
であること，のちに美濃部知事に出した「当面の要望」
で少し詳細に触れるので，ここでは節までの目次構成の
紹介にとどめておくことにしよう。
「多摩ニュータウンを都民の手にJ呂次
はじめに
1. 破壊される多摩の自然
1) ニュータウンの緑地率は90克から5%へ
の 開発か環境保全か，二者択一論の誤り
3) 公園緑地面積は，関西のニュータウンの半分
である
の 川は，鉄とコンクリ戸トの樋に変った
2. 危機にさらされる文化財
1) 全都の八分のーの文化財が失なわれる
2) r生きている人聞が大事か遺跡が大事か」
3) 調査報告書が出されない遺跡発掘
4) 地域の生きた歴史教材としての文化財
3. 切り捨てられるニュ{タウ γ
1) なぜ，農民は自分の土地から追い出されるの
泊、
2) r生活再建者Jの実態
3) 農民をだましてきた開発本部
4) 寺沢地区の酪農経営
4. 区画整理地区の将来
1) ニュータウンの中での役割
2) 区画整理地区内の農業
3) 破壊される区画整理地区の自然環境
4) 区画整理地区は安全か
5. ニュ{タウンの生活環境
1) パンクする通勤輸送
2) 公害の発生
3) 未整備の生活施設
4) 高騰する家賃，分譲価格
6. 西部地区開発計画の問題点
1) 新住法に違反した無届け造成
2) 住宅の高層化
結びにかえて
この「機関紙」は 7月24日に再び，ニュ{タウン開
発についての基本的な視点を明らかにし，計画当初から
抱えていた矛盾を明らかにしつつ，今後のニュータウン
開発にあたっての問題提起をし，都民と共に運動を進め
ていくべく呼びかけをおこなっている。そこでは，多摩
ユュータウ γ開発計画のもつ制約一一国・産業界の高度
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経済成長政策の延長線上で計画され，新住法に拘束され
る事業であるため，都民の生活を優先させる観点から検
討すると初めから沢山の矛盾を含んでいるーーと，矛虐
をどう解決していくのか一一都民の側に立って，従前か
らそこに住む住民の生活と権利を守りながら多くの都民
の住宅要求に正しく応えていく道を探っていこう，とい
うことが訴えられている。その後もこの機関紙は継続し
て発刊され，調査研究や対都交渉，集会などの結果を広
く都民に知らせるべき役割を担っている。
この「ニュータウ γ都民会議」と「酪農と農業を守る
会」は共同歩調をとりながら運動を進めていくことにな
るが，いずれにしても，この時点ですでに前者の組織は，
多摩ニュータウシ建設を綜合的に考えていくための，パ
ラバラであった各組織を農業者を含む住民共闘組織とし
て一本にまとめ，恒常的に活動する最大の組織に発展し
たことになろう。と同時に東京の農業を守る運動を進め
ていく上でも大きな意義を持つことになった。これが組
織されたことによって3年後に発足する「東京の農林漁
業を発展させ，豊かな都民生活をきづく連絡会」の結成
の足がかりができたと言ってもよい。
5-4多摩こュータウン開発に関する当面の要望
9月17日，ニュ{タウン都民会議は， r多摩ニュータ
ウン開発に関する当面の要望」として，いままでの調査
研究の成果を7項目の要望事項にまとめて，美濃部知事
宛に提出した。それとともに，午前中に東京都公害局長
矢部喜一と交渉がもたれ，自然保護，公害，残灰処理場
建設，文化財保護などの問題，すなわち環境保全の要請
がおこなわれた。
午後は東京都南多摩新都市開発本部長，鈴木徳、衛との
交渉がおこなわれた。交渉は，堀之内地区の酪農存続と
ニュータウン区域内の農業保護が中心課題であった。と
くに 3月13日の予算特別委員会で，堀之内の酪農は
「何としても残す」との知事答弁があるにもかかわらず
土地買収が現在でも東京都住宅供給公社によって行なわ
れていることが問題にされた。また，知事答弁をふまえ
ていろいろ検討しているが，用地買収のすすんでいない
ところの一部を除外する，あるいは19住区全部をはずす，
代替地をあっせんするのも一つの案である」という発言
が3月13日の知事発言と違うことが問題にされた。結局，
代替地の問題はこの時点で取消され，かつ，前述した6
月11日の八王子市議会多摩ニュータウ γ対策特別委員懇
談会での荒居室長の設明も，その後に知事名で修正され
たことが発表されると同時に，この時点でそれは全面的
に撤回されることになった。換言すれば r現状のまま
酪農を続けたいとする農家に対しては，何らかの方策を
検討していきたいと考えること，具体的には計画区域か
ら19住区の全部又は一部除外について検討する」という
ものであった。
「要請書」およびその「回答」はこの時点での双方の
問題認識の到達点を知らせるものであり，かつ都当局の
考え方と開発に関する方針を示して重要であるので以下
全文をみよう。
多摩ニュータウン開発に関する当面の要望
1976年9月17日
多摩ニュータウシ開発を考える都民会議
東京都知事美濃部亮吉殿
多摩ニュータウン開発がはじまって十余年が経過しま
した。昭和47年に終了するはずのこの事業は，いまだ計
画の2割の達成をみたにすぎません。
しかも r緑と太陽のニュータウン」をキャッチフレ
ーズとしたこの事業は，開発区域内の農業の破壊，都民
の貴重な財産たる多摩丘陵の自然と埋蔵文化財の破壊を
もたらし，まさに乱開発といえる状態です。こうした上
に建設されたニュータウンの住環境も決して心安まるも
のとなっておらず，最近では住宅の売残り，入居おこと
わりの現象も著しく r東京の住宅難解消」をめざすこ
の事業の目的そのものに疑問をもたさ.るを得ない事態さ
え生れています。
こうした大きな問題をかかえる多摩ニュータウン開発
に関りと関心をもっ地元住民，農民や自然保護団体など
ひろく都民，団体を結集し，去る7月29日「多摩ニュ{
タウソ開発を考える都民会議」を結成し，多摩ニュータ
ウン開発の実態をひろく都民にアヅピ戸Jレするととも
に，多摩ニュータウン開発を革新都政にふさわしい住民
本位，つりあいのとれた，民主的な開発にするため，見
直しと再検討，改善を幅広い都民運動としてくりひろげ
ていくことにしました。
多摩ニュータウンのかかえる問題は，多岐多様にわた
りますが，私たちは当面する緊急な課題にかぎりとりあ
えず要望をまとめましたので，十分な検討と勘案の上，
都民の期待にこたえる積極的な施策を講じられますよう
強く要望いたします。
1. 堀之内地区の酪農とニュータウン開発から農業を
まもるために
(1) r酪農をなんとしても残す」と約束した3月予
算特別委員会の知事答弁の具体化を急ぐこと
(2) 知事答弁具体化のために，ただちに地元「酪農
と農業を守る会」との定期的な話合いをもつこと
(3) 地元「守る会」との合意がつくまで，公社の用
地買収を中止すること
い)多摩ニュータウ γ区域内での農業実態調査を行
い，農業継続を希望する農家にたいしては農業計
画を策定し，営農を保障すること。
2. 多摩ニュ{タウ γの乱開発から自然を保護するた
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(1) 開発に先立ち，住民参加の環境影響事前調査を
実施すること
(2) 山を削り，樹木を伐採し，ブルド{ザーでサラ
地化する現在の造成方法をやめ，自然地形を極力
保全する造成にすること
(3) 自然公閤，森林公園などにより開発区域内の湧
水地，港紙用水地および周辺樹林地を現在のまま
保全すること
(4) 稀産，特産植物の群生地などについては自然保
護区域として保護すること
(5) 寺社領，屋敷林のうち植物のすぐれた地区につ
いては，現状のまま保全すること
例区画整理区域内の生産緑地，屋敷林，斜面緑地
などは，原地換地などにより極力保全すること。
3. 多摩ニュータウン開発にともなう公害について，
(1) 4住区に建設中の清掃工場残灰処理場について
関係住民への公表と，排水中の重金属汚染の公開
測定の実施と汚染対策の確立をはかること
(2) ニュ{タウ γ内に移設計画中の超高庄鉄塔につ
いて，住民の安全確保をはかるため，計画の再検
討を要求すること
(3) 自動車公害をもたらす尾根幹線計画を再検討す
ること
但)騒音，大気汚染など自動車公害について公開測
定を実施すること。
4. 開発にともなう河川改修について，
(1) 大田川改修計額を公表すること。
。)大田川改修にあたっては，直線化，鉄とコンク
ロート化をやめ，現況を生かした曲線とし，川幅
全部の公園化をはかること。
5. 文化財保護について
(1) 都教育委員会からだされている埋蔵文化財，地
上文化財の保存要望を完全に実施せよ
(2) 埋蔵文化財の遺跡調査の成果を都民に還元する
ため，出土品の公開，考古資料館の建設などを行
うとともに，調査員に完全な調査活動を保障する
とともに，労働条件の改善をはかること
(3) 西部地区開発計画の策定にあたって，文化財保
護団体および教育庁との十分な協議を行うこと
似) これまでの遺跡調査の到達点に立って，保存箇
所の見通しと総合的保存計画の確立をはかること
6. 西部地区開発計画について
(1) 南多摩開発本部の考えている開発基本計画，設
計書，同説明書など西部地区開発に関する資料を
公表すること
匂) 開発への住民参加を貫ぬくために，計画作成段
階から関係住民，団体との協議を保障すること
(3) 計闘策定段階で，特定の局だけでなく開発に関
係するすべての局との全庁的な協議と事前の十分
な調整を行うこと
(4) 環境アセスメントを住民参加で行い，これを公
表すること。
7. 区画整理について
(1) 原地換地を基本とする換地計画に改めるととも
に，減歩を実施する理論的根拠を明らかにするこ
と
(の清算金基準点数を公表すること
(3) 原地換地などの手法による震敷林の保存をはか
ること
仏) 区画整理区域内の農業を保障すること。
これに関してなされた回答を次に全文掲げる。
多摩ニュータウン開発を考える都民会議の「多摩ユュー
タウ γ開発に関する当面の要望」に対する回答
昭和51年10月20日
東京都南多摩新都市開発本部長鈴木徳衛
昭和51年9月17日に提出された表記の要望について，
当日お話ししたことをもとにして整理すると別紙のとお
りです。
なお，当日お話ししなかったものについても書き加え
てあります。
〔別紙〕
1. について，
(1) 現状のまま酪農を続けたいとする農家に対して
は，何らかの方策を検討していきたいと考えていま
す。
具体的には計画区域から19住区の全部又は一部除
外について検討しますが，きわめて困難であると考
えています。
なお，現時点では代替地の検討はおろします。
(2) 検討結果をまって，地元住民と話し合うこととし
ます。
(3) 趣旨にそうよう住宅供給公社に伝えます。
μ) 土地区画整理事業区域については，地元住民の要
望があれば表土の復元を行い，畑地として利用がで
きるよう極力配慮しますが，新住宅市街地開発事業
認可区域については，制度上困難です。
2. について，
(1) 環境影響評価については，環境保全生態調査，文
化財分布調査，交通量調査等を実施し，ニュータウ
ンの環境保全につとめてきましたが，なお，今後，
更に関係局と連絡をとりながら対処していきます。
(2) 今後の宅地造成にあたっては，極力自然地形を生
かし，できるだけ緑を残すよう努めます。
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(3) 可能な限り残すように努めます。
(4) 稀産，特産植物の群生地については，関係局とも
協議し，できるだけその保存について配慮します。
刷新住区域内においては，植生のすぐれた屋敷林を
含む良好な樹林地帯は緑地として計画し，現状のま
ま保存するよう努めます。
谷戸部に点在する個々屋敷林について，すべてを
保存することは，技術上困難であり，移植可能なも
のは，極力公園等に移植し活用します。
(6) 屋敷林や斜面緑地は，原位置換地を可能とするも
のについては極力保全し，従前の宅地と換地の位置
が相違する場合においても，公園等の計画に取り入
れられるものについては，つとめて保全をはかつて
おります。
なお，畑作については，造成後の利用ができるよ
う極力配慮いたします。
3. について，
(1) 残灰処理は，埋立方式であり，残灰中を浸透した
水が直接流れないよう沈澱池を設置しており，処理
場上流からの谷水については，残灰に浸透しないよ
う別に管を設けて放流しています。この工事にあた
っては，多摩市がすでに関係地元民に説明して了承
を得ていますが，今後の汚染の防止については，更
に，多摩市に十分配慮するよう要望いたします。
(2) 安全性の確保については，東電に強く申し入れて
いますが，この問題については，東震と住民が話し
合い中であります。
(3) この道路における側道部は，現在地域住民の生活
道路として必要だと思います。なお，中央部につい
ては，関係局とも協議のうえ，慎重に対処したいと
考えます。
(4) 現在，主要道路について，交通量実態調査を行っ
ており，関係方面と協議し，自動車公害測定の実施
についても検討します。
4. について，
(1) 大田川の改修事業は，昭和44年3月都市計画決定
し，工事は，昭和51・52年度に実施する旨，八王子
市及び関係住民に説明してあります。
(2) 都市河川の改修にあたっては，現況地形を考慮の
うえ，洪水を氾濫させることもなく流下させるた
め，なるべく屈曲がないようにするとともに，護岸
工事を施して河川を強化しておく必要があります。
また，この地区では，河川に並行して幅員6mの
緑道〈遊歩道〕を計画しています。
5. について，
(1) 保存要望のあった19ケ所の遺跡で，事業区域内の
ものはその趣旨を尊重し，できるだけ遺跡公園ある
いは地区公園の一部として保存を図る等の措置を考
慮しています。
また，地上文化財についても，できる限り，保存
に努めています。
(2) 出土品の公開，考古資料館の建設等については積
極的に教育委員会と協議してまいりたいと考えてい
ます。
工事の施工にあたっては，調査員の調査活動に支
障を生じないように教育委員会と十分協議してまい
ります。
(3) 要望の趣旨をふまえ，教育委員会と十分協議しま
す。
但) このことについては，教育委員会と十分協議しま
す。
6. について，
(1) 都の素案ができた段階で，お示しします。
(2) 地元住民の意見を反映させる方法について，十分
検討します。
(3) 関係局と協議し，調整を行います。
仏) 環境アセスメントについては，制度，技術的方法
が検討されている段階ですので，今後，更に公害局
と連絡をとりながら，対応してまいります。
7. について，
(1) 換地計画を定めるに当っては，原位置換地を基本
としますが，街路，河川，公園等の公共施設の整備
との関連において従前の宅地と換地の位置が相違す
る土地の生ずることは避けられません。
また，土地区画整理事業は公共施設の整備改善及
び宅地の利用増進を図るために行う土地の区画形質
の変更を伴う事業ですから，いわゆる公共減歩が生
じることは，土地区画整理事業法の目的から当然の
前提と解されています。
(2) 清算金基準点数は，換地計画の縦覧等を通じて公
表します。
(3) 屋敷林は，原位置換地を可能にするものについて
は，極力保存し，従前の宅地と換地の位置が相違する
場合においても公園等の計画に取入れられるものに
ついては，つとめて保全を図りたいと考えています。
(4) 土地区画整理事業は，市街地としての利用の増進
を図るための事業ですが，地区内住民の要望があれ
ば，表土の復元を行い，畑地としての利用を極力配
慮します。
多摩ニュータウン開発を考える都民会議の「多摩ニュー
タウン開発に関する当面の要望」に対する回答
昭和51年10月28日
東京都公害局長矢部喜一
昭和51年9月17日に提出された表記の要望について公
害局の考え方は下記のとおりです。
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1. 基本的考え方
(1) 多摩ニュータウンは，開発に着手してからすでに
10年を経，その間都民の価値感も変化し，環境問題
に対する認識も一段と深まってきた。一方ひろく環
境保全を考慮すると新住宅市街地開発に要する事業
費は入居者の負担に帰するという厳しい制約があ
る。しかしながら今後開発を進めるにあたっては
「東京における自然の保護と回復の基本方針」につ
いて十分配慮すべきである。
(2) 公害局は，従来からも環境保全の観点から南多摩
新都市開発本部との協議を進めてきたが，今後の開
発にあたっては，速やかに計画原案についての説明
を求め，きめ細かな協議を行っていくことが必要で
ある。
2. 今後の開発にあたっての考え方
個別の要望事項については，つぎのような考え方に
立ち，今後の開発を進めるべきであると考えます。
(1) 総合的環境アセスメ γ トの実施について
西部地区については，すでに環境保全生態調査が
行われたが，なお環境影響評価の考え方を取り入れ
て必要な調査を実施すること。
(2) 自然地形の保存，湧水池，屋敷林，樹林地の保全，
稀少植物の保護について
① 緑地は少なくとも区域総面積の30%以上を確保
し，この緑地は自然の地形を極力生かしたものと
すること。
② 造成にあたってはできるだけ自然の地形を生か
した方法をとるとともに，表土の保全に努め，移
植可能な樹林はできるだけ移植すること。
③ 区画整理事業地等においては，耕作地の確保に
ついて十分配慮すること。
④ その他湧水池，屋敷林，稀少植物の保全をはか
ること。
3. 関係部局等に対する要請
つぎの事項については，関係部局等に要請したいと
考えます。
(1) 文化財保護について
現在進められている調査を促進し，その結果に基
づき保護計画を早急に樹立すること。
(2) 河川改修について
大田川改修については治水機能を確保するととも
に河岸沿いに緑道を設けるなど環境保全機能に十分
配慮すること。
。)尾根幹線について
新たに幹線道路を建設するにあたっては，環境保
全の立場から，騒音，大気汚染の影響について事前
に十分調査し，沿道に悪影響を与えないよう配慮す
ること。
ω超高圧鉄塔の建設について
送電線については，安全性の確保等について十分
配慮すること。
4. 公害局としての対応
その他の事項についての公害局としての対応は次の
とおりです。
(1) 残灰処理場の重金属対策について
焼却残灰の処分については，環境基準を維持する
ため周辺の自然環境及び生活環境に影響を及ぼすこ
とが少ない運搬，処分方法によるよう指示するとと
もに常時監視体制を確立するよう指導している。
(2) みどりの監視員からの要望について
みどりの監視員からの要望については，十分尊重
したい旨南多摩新都市開発本部から回答があった。
(3) 西部地区開発について
前記に述べた趣旨に則り対処したい。
5. 南多摩新都市開発本部との経緯
なお，南多摩新都市開発本部との経緯については別
添(省略一一引用者)のとおりです山。
以上のように，第四住区の酪農問題については，いちお
う計画区域からの全部子は一部寺小こ?ヒ、て検討すをさ
It， ?も'?~'.惨外するとは確定していないe??ちきヤ
めて困難であると言い添えられていること，現時点では
氏会品ゐ長告li:t>61.-古今，とあって，いつでも復活の
可能性を持っているものである。従って，この回答は酪
農問題にたずさわっている人々にとっては，一定の進歩
はあるものの，予断を許さないものであるはずだ。農業
については，新住法の網がかかったら，法制上不可だと
いうことであって，新住法の法改正を進めなければ問題
の解決にならないであろう。
自然保護，埋蔵文化財の保存など環境保全については
一定の進展がみられる。とくに自然地形を生かそうとい
うこと，緑や自然植生の保存などについてはかなりの前
進といってよいのではないだろうか。
5-5多摩ニュータウン19住区農家意向調杢
都職労経済支部自治研推進委員会農林漁業分会は，
1976年12月19日に19住区の農家意向調査を実施した。
この調査の目的は， 19住区全域について除外後に，住
民参加の農業を配置した町づくりを行なって，具体的な
農業計画を本格的に検討するための基礎資料にしようと
いうものであった。
この目的のために，同様な課題にとりくんできた藤沢
ニュータウ γ闘争の実態調査が11月2日におこなわれて
いる。開発の実態や，藤沢市や神奈川県の姿勢とそれに
対する農業者の反応，反対運動の発展過程，農業団地認
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定の過程，市や県の農業団地振興策，現状での問題点な
どが調査され，多摩ニュータウンに農業を残すことが豊
かな可能性をもつことが確認された。
さきに述べたように，筆者にとっては未だこの時点で
は疑問が残っている。なんとなれば.rニュータウン都民
会議Jの「知事答弁の尊重，代替地案の全面的撤回」を
南多摩開発本部長に確約させたことをもって.Tmr除外」
確定ときめつけるのは多少危険ではないかと考えるから
である。しかしながら，この前提で調査がおこなわれた。
すなわち調査内容は.Ii実態調査手引書Jl20)によると，
1. ニュータウ γ計画についてどう考えているか，
2. 都が除外(新住区域から)することになったことに
ついてどう考えるか，
3. 除外になった後，どうしたらよいか，都，市に対す
る要望，
の三点であった。
調査結果は.19住区農家37戸(不在は除く〉を対象に
まとめられている。
1. 多摩ニュータウン開発についてどのように考えてい
るか(回答32戸〉
(1) ニュータウン計画に反対 13 
(2) ニュータウ γ計画に消極的反対 11 
(3) ニュ{タウン計画にやむを得ず賛成 2 
仏) ニュータウ γ計画に積極的賛成 1 
(5) 不明 5 
2. 除外されることについてどう考えているか(回答32
戸〉
，全面除外 9 
|一部除外 1 
(1) 除外に賛成{
|一部か全面かわからないが除外
、賛成 11 
(2) 除外に反対 2 
(3) 不明 9 
3. 除外した場合の農地のあっかい(回答32戸)
(1) 調整区域がよい 5 
(2) 市街化区域がよい 2 (区画整理1)
(3) 不明 25 
4. 買収の実態
(1) 買収に応じた(全面) 8 
(2) 貿収に応じた(一部) 12 
(3) 買収に応じていない 5 
μ) 不明 7 
以上のまとめとしてみられるのは，ニュータウン反対
が75%を占めること，除外賛成が66%.除外運動の経験
者が印%を占めること，土地の賃収に応じた人が多く，
63%に達する。このような背景があるにもかかわらず，
遼動が統一的に発展していなし、。換言すれば統一要求に
欠けるということ。従って買収された土地に対する統一
要求を明確にする必要がある。開発積極的賛成が1名，
除外反対2名，全面買収に応じた人8名，などは注目す
る必要がある。
買収された土地の利用についての意見としては次のよ
うにまとめられている。
1. 都の土地として利用してもらいたい
2. 農家に安い料金で貸付けてほしい
3. 畜産農家に短期的に貸してほしい
4. 長期分割払いで買戻させる
5. 買収地には住宅を建てればよい
6. 自然公園，自然を残した学園都市に
また，要求その他特徴的な発言としては，要求，意見
その他の3つに分類され，次のようである。
要求
1. 農業を含めた街づくり計画ができるか都で考えよ
う
2. 先祖伝来の今の場所で，現在のままの形で生活を
続けたい
3. 農業後継者の育成に力を入れてもらいたい
4. 貸家経営の管理指導を望む
5. 東京都内ただーケ所のサンショウウオの生息地を
守ってほしい
意見
1. ニユ戸タウン計画の期間が長過ぎる
2. 都心に近いところに住宅を建てられないのか
3. 交換分合によって酪農家を集めたら
4. 除外になった場合，酪農家は環境対策を十分考え
ないと周辺住民から理解が得られないのではないか
5. 早期開発を望む (2名)
その他
1. 新住法の網をかぶせられたので仕方なく買収に応
じた
2. 除外されるとは思わなかった
3. 後継者がいないので営農継続が困難である
4. 農業収入だけでは生活できない
5. 酪農をつづけていきたいと言うことについて理解
できる(酪農以外の農家〉
6. 区域外にかなりの土地をもっているので，除外に5. 除外の運動について(回答32戸〉
(1) 現在，運動中 12 ついてどちらでもよい
(2) 過去にやっていた
(3) 運動の経験なし
臼)不明
10 意向調査にあらわれたかぎりでも，すべての人が除外
7 を求めているわけではなく，少数ながら，除外反対，開
3 発を積極的に賛成している人も存在する。このような人
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々は当然土地の全面買収に応じているはずであるが，も
しそうでないとすると問題はややむずかしくなることが
予想される。 19住区が除外されることになれば，これら
の人々の生活再建方策について新しい問題が起ってく
る。しかし，農業を残すということが，人間らしい生活
のできるニュータウン建設のためにいかに重要である
か，ということ，つまり農業生産と環境を守ることは一
体であることを理解してもらうような働きかけがおこな
われなければ新しい争いが生ずる可能性もある。
これらの実態調査や意向調査を基礎に，ニュータウン
都民会議は， 1977年2月19日再び「多摩ニュータウンを
都民の手にJに1万2千字の論文をその総括として掲
げ，都民に訴えた。いま紙幅の関係で全文を引用するわ
けにはいかないので，目次に比較する部分のみを示せば
以下のようになる。
多摩ニュータウンを都民の手に
ト多摩ニュータウンの看板と現実
n.東京に一層の過密化をもたらすニュータウン開発の
あり方について
il.多摩ニュータウン開発の抱える問題について
1. ニュータウン地区の農業を守り，安定した生活再
建を実現するために
2. 自然環境を保全し，公害のないニユ戸タウンをつ
くるために
3. 河川改修のあり方を見直し，災害に強いニュータ
ウンにするために
4. 文化財を保護し，よりよい教育環境をつくり上げ
るために
5. 住民参加の区画整理の実現のために
6. 多摩ニュータウンを住民本位のまちにするために
7. 住民本位のニュータウンを実現させるための行財
政対策について
N.多摩ユュータウン開発を考える都民会議の発足につ
いて
V.住みよい多摩ユュータウ γをつくるために
都民の力で住みよい多摩ニュータウンを作りあげてい
こうと訴えているが，将来の東京をどうするかの課題
や，周辺地域との関連を無視したまま，従前のやり方で
開発を進めることは大きな悔いを残すことになる。従っ
て，ニュータウンを東京のまちづくりの課題と結びつけ
ながら，現在および将来の問題点を都民の前に明らかに
していこう， というものであった。
この論文を踏まえて，ニュータウン都民会議では，
1977年4月12自に次のような公開質問状を提出した。
多摩ニュ」タウン西部地区開発計画に関する公開質問
状
昭和52年4月12日
多摩ニュ戸タウン開発を考える都民会議
東京都知事美濃部亮吉殿
多摩ニュ{タウン開発は，多摩地区の乱開発をくいと
め，多摩の自然と調和した環境のよい住宅都市建設を目
的として， 10年前にスタ戸トしました。
ところが世界に類例のないこの大規模なニュータウン
開発の現実の姿は，事業の目的とかけはなれたものとな
っています。
貴重な自然は，ブルドーザーでほとんど破壊されてい
ます。祖先の生活を今日にとどめる埋蔵文化財は， “記
録保存"の名の下に破壊が進んでいます。農民は土地を
奪われ，この地域の農業は危機にひんしています。
こうした上につくられたニュータウンも，入居率6審l
(昨年8月入居分)にみられるように“遠，高，狭"と
いう今日の公共住宅のかかえる問題から例外ではありえ
ません。さらに，医療，交通，教育など住環境の上でも
さまざまな問題をかかえ，団地生活は決して快適なもの
となっていません。
私たち「多摩ニュータウン開発を考える都民会議」は
とうした開発のあり方を見直し，調和のとれた住みよい
多摩ニュ戸タウンづくりをめざして運動を進めてきまし
た。
ところで東京都は，西部地区(八王子市〉の本格的な
宅地造成をめざして，その開発計画の策定をいそいでお
ります。私たちはこの西部地区の開発について，独自の
調査や，東京都との交渉を行ってきましたが，その結果
次のような疑問をいだかざるをえません。
これほどの大規模な開発にかかわらず，ほとんどまと
もな環境影響事前評価が行われておらず，いったいこの
地域の自然はどのくらい保護されるのでしょうか。農業
が存続する保障はあるのでしょうか。この地域の埋蔵文
化財は記録保存という名目でほとんど破壊されるのでは
ないでしょうか。建設される住宅は，高家賃，高分譲価
格のためもはや庶民には手の届かないものとなるのでは
ないか。医療，交通，学校問題などはどのように改善さ
れるのでしょうか。
こうした私たちの当然の疑問に，東京都南多摩開発本
部は，秘密主義をこととして，なんら納得のいく解答を
していません。
多摩エュータウン開発は，昭和49年「地元市の行財政
に関する要綱」で一定の手直しが行われましたが，それ
にもかかわらず私たちは，この西部の開発で“乱開発"
ともいえる東部の開発が再現されるのではないかと懸念
せざるをえません。
私たちは，開発そのものに反対するものではありませ
ん。この多摩ニ aータウン開発が，自民党都政時代に高
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度成長政策に対応して計画されたこと，また欠陥のある
新住宅市街地開発法や，政府の貧困な住宅政策の下で，
幾多の困難と障害をかかえてこの事業を進めなければな
らないこともよく承知しております。
こうした困難の中にあっても，都民生活向上に責任を
負う草新都政として，自然と調和のとれた住民本位の住
みよい多摩ニュータウ γづくりをめざして，最大限の努
力をはらうべきと考えます。
この西部開発計画を検討する「東京都政策会議jが近
く開催されるとのことです。この「政策会議」に先立つ
て，私たち「都民会議」として，西部開発に関する疑問
と要望をまとめましたので，具体的で誠意ある回答を要
望します。
なお，回答の期日は，西部開発計画を検討する「政策
会議J開催の以前として下さい。
1. 自然保護について
これからのニュータウン開発は，東部開発の反省に
立って極力自然と調和をはかり進むべきです。それは
多摩丘陵の自然が，都民の貴重な財産であるととも
に，そこに住む人たちが生きていくための環境保全，
災害の防止，健全な生活環境を保障するものとなるか
らです。
(1) シラカシ群集，アラカシ群集，ヨシ群集などの自
然植生，クヌギ，コナラ群集，モウソウマダケ林な
ど代償植生で，残留緑地として保護されるもの，移
植されるもの，消滅するものを，具体的に示してい
ただきたい(何が，どこに，どのくらい〉。
(2) タマノカンアオイについて，現状保存，および植
生保存は，どこにどのように行うのか。
(3) 自然が良好な状態にある南大沢地域，清水入谷戸
地域，上柚木地域，大田JI水源地域(九段甫谷戸，
相生東側〉などを，自然をとりいれた広域的な都立
風致公園として保全すること。また，小泉屋敷は周
辺樹林とともに保存すること。
似) 犬吠池，柳沢の池は，周辺樹林を含め保全するこ
と。
(5) 調節池は，湧水の貯水をはかり，周囲の植生をと
りこみ，多目的(農業用水，環境用水，造闘用水，
震災時の非常用水， レクリエーションなど〉に活用
をはかること。
(6) 野生植物のうち消滅するもの，保護されるものを
具体的にしめしていただきたく保護の方法について
も〉。
(7) 鳥類の保護のため，烏相の豊かな伊丹木谷戸から
小山町に抜ける道路のピークから戦車道路入口およ
び西口一帯，および南大沢地域のかなり大きな樹木
の残された地域を樹林化のコアとして保全すべきで
ある。
(紛 ギフチョウなど昆虫類はどのように保護するのか
(9) 自然保護のために，どのような管理体制jを考えて
L 、るか。
2. 農業について
(1) この地域には，専業農家32戸をふくむ265戸(農
地面積92ha)の農家が営農を続けている。農民の生
活権の保障と都市近郊農業を守る上から，本格造成
に先立ち，新住区域をふくめた農家の現状および農
民の意向調査を行い，農業振興計画を確立すべきで
はないか。
(2) 河川改修，造成にあたっては農業用水路を確保す
ること。
3. 埋蔵文化財について
(1) 多摩ニュータウンの埋蔵文化財について，これま
での遺跡調査にもとづき，学術的および住民レベル
から，どのような評価と認識をもっているか。
(2) 文化都市“東京"にふさわしく文化保護の立場を
明確にし，土地利用計画変更をふくむ実質的協議を
都教委，専門学者，文化財保護団体を加え行うべき
ではないか。
(3) r絹の道」の保存について，地元市，地元住民の
意見をとり入れ，具体化をはかること。
4. 水害対策について
(1) 洪水調節ダム，多目的調節池の設置をはかり，水
害対策に万全をはかること。
5. 住環境について
(1) 望ましい住環境を創造するため，計画策定にあた
って，すでに入居している住民や専門家の意見，ア
イデアをとり入れるべきではないか。
。)西部地区の最初の入居時の公団，公社住宅の家賃
および分譲価格(いずれも 3DK)はどのくらいに
なるか。
(3) 高層住宅中心から，自然地形をいかした傾斜地住
宅(セットパック住宅〕をとり入れた住宅建設を行
うべきではないか。
(4) 老人や身障者が快適に生活ができるために，どの
ような対策を考えているか。
(5) 休日，夜間の無医村状態の解消，救急医療体制U，
総合的医療体制はどのように確立されるのか。
(6) これまでの大企業，大型宿舗本位の新都市センタ
開ー発K.K中心の商業施策から，地元中小資本をい
かした消費者中心の商業施策を確立すること。
(7) 騒音，大気汚染，振動について事前の調査と対策
をはかること。
(8) ニュータウ γ幹線の構造を再検討し，片側二車線
とし，歩道の拡大，植樹帯の設置をはかること。
これらの質問事項は，いずれも東部における開発の仕
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方でそのまま西部におこなわれたら，自然と調和のとれ
た住民本位の町つ暑くりは実現できないという憂いからで
ていると考えてよいであろう。従って自然保護と農業の
確立を中心において，その中に埋蔵文化財を融合させて
いき，住民本位の住環境形成をはかろうとするものであ
った。
この質問状にたいしては，約2ヶ月半後に回答が出さ
れている。農業を除いて，他の各項目はそうとうに評価
できる内容のものと考えてよいし，それだけニュータウ
ン都民会議の研究調査活動にともなう運動が効を奏した
といえるであろう。回答の全文をみてみよう。
「多摩ニュータウン西部地区開発計画に関する公開質問
状」に対する回答
昭和52年6月27日
東京都知事美濃部亮吉
多摩ニュータウン開発を考える都民会議殿
東京都は，多摩の自然と調和し，良好な居住環境をそ
なえた新しい都市の建設を基本方針として，多摩ニュー
タウ γ建設事業を進めております。
東部地区 (17・18住区)の建設については，事業も概
ね完成期を迎えましたので，現在西部地区(15・23住区〕
の開発計画を策定中です。
との地区は，地元住民からの早期開発についての要望
もあり，今後は事業の推進を図る考えであります。この
ような意味におきまして昭和52年4月12日付「多摩ニュ
ータウン西部地区開発計画に関する公開質問状」で貴都
民会議が示された内容につきましては，都としても十分
配慮し，開発整備を円滑に進めるべきものと考えており
ます。
現在，南多摩新都市開発本部が関係局と協議しつつ開
発計画をとりまとめている段階でありますが，以下ご質
問に関して現時点における考え方を，別紙のとおり回答
いたします。
(別紙〉
1. 自然保護について
(1) 植生等の保護地区…・・質問事項 1(1)~(3)及び(8)
ア，シラヵ、ン，アラカシ， ヨシ群集等の自然植生及
びモウソウ竹林等の代償植生の大規模現存地域で
ある松木，宮下及び清水入谷戸地区のそれぞれの
一部並びにクヌギ，コナラ群集等の代償植生の広
域地である上柚木愛宕地区の一部を緑地とし，ま
た内裏谷戸南側，小山地区(大田川水源)のそれ
ぞれの一部を公園として保存する予定です。
そのほか，良好な樹木については，苗圃に移植
し，造成後の公園，緑地，斜面地等に復元植栽し
たいと考えております。
また，前記松木，宮下及び小山地区(大田川水
源〕には，タマノカγアオイを保存する予定なの
で，ギフチョウ等を含む昆虫類も生息できるもの
と考えています。
イ，小泉屋敷及びその付属の樹林地は，現状のまま
保存する予定です。
(2) 池の保存等・…・・質問事項1(4)， (吟及び4
ア，犬吠池，柳沢の池は，地形上，保存は極めて困
難と思われます。
なお，池の設置については，公園内に今後検討
して参ります。
イ，造成工事のための防災用調整池は，工事終了後
埋立てる予定です。
なお，水害対策としては，緑の保全により保水
性を高めるほか，新たに遊水施設の設置を検討し
てまいります。
(3) 野生動物等の生息......質問事項1(6)， (7)
ア，今後も生息すると思われる野生動物は次のとお
りです。
ノウサギ，モグラ，アカネズミ， トカゲ，マム
シ，アオダイショウ，ヤマカガ、ン，カエル，
イ，また，前記の植生保存地区には，鳥類等(含，
野生動物〕が営巣地として生息し，それに関連する
帯状緑地一帯に行動域を得るものと思われます。
なお，小山地区(大閏川水源〕の一部に予定す
る公園には，バ{ドサンクチュアローなどを設置
することも検討中です。
仏) 自然保護管理体制…・・・質問事項 1(9) 
開発にあたっては，良好な樹林に固いを設ける等
自然保護に十分な措置をとると共に，完成後は，地
元市等とも協議のうえ，自然保護に万全を期したい
と考えています。
2. 農業について質問事項2(1)， (2) 
現在，この地域全体について行っている「農業動態
調査」の結果をふまえ，その対策を検討したいと考え
ています。なお，区画整理区域内では野菜等の畑作は
可能ですが，新住区域内では制度上農業経営を行うこ
とは困難です。また域外の水間耕作については，可能
な限り農業用水確保の措置をいたします。
3. 埋蔵文化財等について
(1) 遺跡等・…・質問事項3(1)， (2)
ア，遺跡については，多摩丘陵の歴史を伝える貴重
な資料と考えています。これまで， r多摩ニュー
タウン遺跡調査会」により調査が行われ，東京都
教育委員会から保存要望がなされている遺跡19ケ
所(面積54.2ヘクタール，ニユ{タウンの遺跡総
面積の約3分の1)については，特に学問的価値
が高いものと認識します。
イ，文化財の保護も，都市環境を撃備した良好な街
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づくりとともに農かな人間生活を目ざすものであ
る以上，両者の調和を図っていかなければならな
いと考えています。
こうした考え方に立って，東京都教育委員会関
係者，専門学者，関係四市教育委員会関係者，同
四市文化財専門委員及び事業施行者等により，構
成されている「多摩ニユ{タウン遺跡調査会」で
調査を引き続き実施しております。
その調査の結果に基づき，東京都教育委員会と
十分協議し，特に重要な遺跡については，公園，
緑地の中に保存するよう努力します。
(2) I絹の道」・…・・質問事項3(3) 
「絹の道」については，その一部を保存する考え
です。
4. 住環境について
(1) 意向調査……質問事項5(1) 
従来からニュータウン住民の意識調査等を行って
おり，今後も引き続き必要な調査を行い，その結果
を，公共・公益施設の整備に反映させるよう十分配
慮して参ります。
(2) 家賃等・…・・質問事項5(2) 
現時点で家賃，分譲価格を算定するのは困難と思わ
れます。
(3) 傾斜地住宅……質問事項5(3) 
住宅建設にあたっては，自然地形を極力生かし，
周関の環境に融和するよう配慮して参ります。また，
傾斜地住宅はすでに都営住宅として建設した例もあ
りますが，十分検討する必要があると考えています。
仏) 老人対策…・・質問事項5(4) 
老人や身体障害者が快適に生活できるため，道路
の整備にあたっては，歩道の切り下げを行うほか，
歩行者専用道路を設置し，公共施設には，身体障害
者のための便所，傾斜路などを設置する予定です。ま
た必要に応じ，老人室住宅，車イス使用者向住宅の建
設など地元市等と協議しながら検討して参ります。
5. 医療体制…・・質問事項5(5) 
都は，救急告示医療機関のほかに，一次(初療)
施設及び二次(入院)施設を確保して，休日診療，
休日の夜間診療を実施し，重症患者のための三次医
療施設の整備も図っているところですが，今後一層
充実し，多摩ニュータウン西部地区にあっても，これ
ら救急医療体制整備の一環として考えて参ります。
6. 商業施設…・・質問事項5(め
商業施設については，地元市とも協議しながら検
討して参ります。
7. ニュータウン幹線整備等・…・・質問事項5(η，(8) 
ニュータウン幹線の整備にあたっては，当面片側二
車線とし，分離帯，歩道には植栽を行う予定です。
また，環境調査は，今後も必要に応じて行い，その
結果を事業に十分反映させて参ります。
みられるように，農業については，従前の主張のくり
かえしにすぎない。 I農業動態調査」の結果をふまえ，
その対策を検討したいと考えているといっても，新住区
域内では制度上農業経営を行うことは困難なのだから，
残っている手段は，区画整理地区内の土地をもっ所有者
で農業を中止する人との交換分合か，代替地を取得して
計画地域外へ追い出すか，のどちらかしか方法的には考
えられないであろう。新住区域から「除外」するか，法
改正を要求して，地域内に農業整備振興地域を設定する
ことが考えられるが，後者はいまのところまったく考え
られていないし，前者についても困難であるにちがいな
い。このような状態で計画が進展すると，いずれ19住区
の問題にとりかからねばならなくなるから，何時の時点
で考えても同じことであるはずなのである。
自然保護などは，不十分ながらいちおうは評価できる
ところに達しているから，残るのは農業についてだけと
いっても過言ではない。しかし都がこの回答にみられる
ような態度であるから， 19住区の15年に及ぶ闘いを続け
てきた酪農者逮とそれを支援する人々，すなわち真に豊
かな環境をもっ街づくりをめざす都民は，公害や自然破
壊をくいとめ，豊かな住環境を実現するための政策を期
待できないという畏れをいだいてきている。都市政策の
中に明確なかたちで農業を位置づけるための運動をもっ
と強力にすすめなければならなくなったわけである。
各住民運動体が，このような状況の中で，一つにまと
まる機運が熟した，といってもよいであろう。あらゆる
農林漁業関係団体，行政関係労働団体ばかりでなく，消
費者団体や住民運動関係の組織70団体と，生産者個人や
学者文化人をも含む個人500余人が参加して， I東京の
農林漁業を発展させ豊かな都民生活をきづく連絡会」が
結成されることになるのである。
6. 東京の農林漁業を発展させ豊かな都民生活を
きづく連絡会(略称，農林漁業都民連絡会)
6-1東京の農林漁業を発展させ'.)都民のつどい
「農林漁業都民連絡会」の発足のための準備は 1年半
以上も前から，経済支部自治研推進委員会農林漁業分科
会によってとりくまれていた。すなわち， 1975年2月に
開催された「東京の農林漁業を守り発展させる研究集会」
によって，東京都の農林漁業の破壊に一定の歯止めがか
かり，都の農政転換への契機となった。そして，農業者と
自治体労働者の共闘が予算の裏付けを伴って政策として
実現された，ということは前述したとおりである。多摩
ニユ{タウンの酪農や農業を守る運動も宅地並課税に対
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する運動とともに，生産者と結びついた形ですすめられ，
「ユユータウン都民会議」など一定の進展はできたが，
まだ地域的にも課題的にも綜合的な運動にはなりえてい
なかった。農業者と農政労働者が中心であった上述の
「研究集会」をさらに発展させるため，消費者や学者・文
化人を結集して，東京の農林漁業の現状とその重要性を
認識し，相互の立場を理解し，要求を統一して国や都の
政策に反映させていこうとするものが，この「つどい」
であった。これは， 1研究集会」で提起されはしたがな
かなか実現しなかった，恒常的な共闘組織を作り，農業
ばかりか，住民の暮らし良い環境を創りあげていくため
の基礎にしようとするものであった。
これらの運動をすすめるために自治研推進委員会の農
林漁業分科会や「研究集会」実行委員会が頻繁に関かれ，
10月14日に「東京の農林漁業を発展させる都民のつどい」
を開催すべく準備が進んだ。 9月16日にはその成功に向
けての「懇談会」が開かれ，経済支部自治研農林漁業分
科会の5名の他に，農林漁業生産者，消費者，学者・文
化人など14団体(個人)48名が集まり，経験交流や意見交
換がおこなわれた。もちろん「多摩ユユータウン地区の酪
農と農業を守る会」が加わっていたことは言うまでもな
い。東京の農林漁業の現状，各団体の運動や農政に対す
る意見など10項目ほどが出された。多摩ニュータウンの
酪農業についても，今までの運動の成果として， 119住
区の酪農は残す」という知事発言があったが，その後の
具体的施策は何もなされていないことが訴えられた。
このような準備を経て， 1978年10月14日，東京都立川
社会教育会館で「東京の農林漁業を発展させる都民のつ
どい」が，都職労経済支部，全農林労組都本部，全農協労
連東京都本部，多摩ニュータウン地区の酪農と農業を守
る会，の4団体による「研究集会実行委員会」の主催で開
かれた。当初の参加予定者の1.5倍， 293名が参加した。
その内訳は生産者107名，消費者22名，農林漁業関係労
働者144名，学者・文化人15名，その他5名であった。
全体集会(午前中〉は，経過報告と体験報告であった。
後者には，多摩ニュータウンの酪農と農業を守る会の代
表世話人，鈴木昇によって今まで10年間，農業者と
しての自覚にもとずいて主張し，都職労とともに蔚って
きた。今後都民とのつながりの中でこれ以上の開発はご
めんだという合意を作っていきたい」と訴えたほか，
「町田の農業を発展させる市民の会の天野節，都職労経
済支部畜産試験場分会の渡辺彬，三鷹市消費者の会の木
内良子等の発表があり，それぞれ，産直(朝市)，宅地
並み諜税，予算獲得，共同購入，農薬，有機農業などの
諸問題の学習・実践にどうとりくんできたかの発表であ
っTこ。
分散会は7つに分かれ，おもに生産者からの専門技術
指導関係の自治体験員の増員要求，農業後継者の全都的
連絡会の必要性，有機農業推進への努力とそのコスト高
を消費者が理解する必要のあること，などが討論された
が，どの分散会も宅地並み課税は農業継続上重要問題で
あることが報告された。多摩ニュータウン地区の酪農と
農業を守る会の代表世話人達も 4人が各分散会に出席
し，その他に都内の酪農業関係者も約10人が出席し，酪
農業発展についての討論がなされた。
以上の「つどい」の総括は東洋大学の重富健一教授に
よってなされ，①都下の農業は多くの困難をかかえてい
るが，他府県より立派なものもあり，発展の条件もあ
る。②都民全体の理解と生産者，消費者，自治体労働
者，学者・文化人が一致した要求で行動することが，発
展のための力である。③農林漁業を守るだけでなく，発
展をめざしてとりくむことが必要。④課題を検討すれば，
政治・行政と真正面から対決せざるを得ない，であった。
これらのためには，今後継続的なとり組みが必要であ
ること，そのために「東京の農林漁業を発展させる都民
連絡会」の結成が提起された。そして①農林漁業生産者，
消費者，学者，文化人，農林漁業関係者の交流，②東京
の農林漁業についての実態・問題点を明らかにするため
の調査・研究活動，③そのために必要な運動を行なって
いく，ということが申し合せられ，将来には，自営小売
業者，流通関係者にもよびかけていくことも検討するこ
とになって，いよいよ全都民的な運動への高まりがでて
きた。また，宅地並み課税撤廃に関する要請書が採択さ
れ，10月26日，都議会各党，知事へ要請がおこなわれた。
6-2東京の農林漁業を発展させ豊かな都民生活をきずく
都民連絡会
このようにして11月4日にはさきの多摩ニユ{タウシ
地区の酪農と農業を守る会ほか8団体30名が参加し， 1農
林漁業都民連絡会」準備会が結成されることになる。準
備会の世話人が個人，団体から10名選出され，以後5回
の世話人会が開かれる。宅地並み課税撤廃，都市農業確
立をめざして，前述した要請を政府にもおこなうことが
確認され，農林水産省，建設省，自治省，国土庁へなさ
れた。また12月21日から翌1979年の3月7日まで三回の
国会請願がおこなわれ，衆議院，参議院にそれぞれ7千
余名 6千余名の署名が集められた。
以上のような経過を経て， 1農林漁業者はもとより，
消費者，学者，研究者，農林漁業関係者など，広範な都
民の知恵とカを出し合い，都民生活にとって大切な役割
をもっている東京の農林漁業を発展させるために，必要
な取り組みをしていくこと」を目的として「農林漁業都
民連絡会」結成総会が， 1979年9月22日，立川の東京都
農業会館で開催された。各地域から，団体，個人会員
249名が出席した。会の運営も会費による財政的うら付
けがなされた2130会の運営にあたっての留意点として3
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点が確認された。すなわち，①一致した要求で運動を進
める。②各団体，個人の自主性は，お互いに尊重する。
③各団体，個人の関係は対等，平等とする。これらのう
ち②と③は，今後の運動を強力に進めていくうえでとく
に重要である。世話人も各界から加わって21名となった。
毎日，日経，朝日，読売などの新間報道にみられたよう
に 9月21日現在で60団体，個人330名が会員になって
いるom結成総会は宣言を採択し，新しい活動に入るこ
とになったが，以下にその原文を引用しておく。
東京の農林漁業を発展させ豊かな都民生活をきずくた
めのアピール
今日，東京の農林漁業は，都民への重要な生鮮食糧品
の生産地として力強く生きつづけています。現に，激し
い都市化の中で，今なお14，000ヘクタールの農地面積を
有し，農業県といわれている富山，福井両県をしのいで
いることでも明らかです。
これら東京の農地から年聞を通じて50%以上の市場占
有率(中央卸売市場)を維持しているこまつな，つまみ
な等，また時期的に50%を越えるキャベツ，ホウレン草
等50種類以上の農産物が生産されています。
また，東京の西部地域は，都の総面積の40%に相当す
る80，000ヘクタールの森林を有し，都民のオアシスとし
て，また貴重な水資源の酒養林として林業が重要な役割
を果しています。
また，伊豆七島は，全国三大漁場のひとつであり，と
びうお，あじ，さば，かつお等を都民に供給し，二百カ
イリ時代を迎えた今日，都の水産業はますます重要な産
業として期待されています。のみならず，東京の農林業
は災害から都民を守る防災空間としても重要な役割を果
しています。
しかしながら，東京の農林漁業をとりまく状況は，年
ごとに厳しくなってきています。乱開発による農地の潰
廃，宅地並み課税の強行による農地つぶし，相続税問題
農畜産物や外材の輸入拡大，公害，乱獲等による漁場の
荒廃等々多くの問題に直面しています。
一方，過密都市東京に住む都民は，複雑な流通機構の
ため地域で生産される新鮮な農畜水産物を直接消費する
機会は稀です。そして，多くは転送荷によって鮮度が悪
< ，流通コスト高による高値の食品を押し付けられ，ま
た，農薬や各種の化学物質による残留問題などにも目を
とざされ，安全で新鮮な食品を得ることが困難になって
います。
これは，消費者と生産者が相互に分断されているとこ
ろに主因があります。こうした中で，地域の生産者と消
費者が産直などを機会に交流が深められ，朝市や定期的
な即売会が各地で行われ，また都市計画区域内の農業を
守る運動も広がるなど，東京の農林漁業を発展させる運
動が大きく広がりつつあります。
私たちは，今後このような運動をより広範かつ継続的
に進める必要があると思います。こうした立場から，私
たちは， r東京の農林漁業を発展させ，豊かな都民生活
をきずく」ために，農林漁業者，消費者，学者，文化人，
農政労働者，消費者関係労働者などが，しっかり手を取
り合って運動していくことが大変重要だと考えます。
今日ここに60団体と330個人の賛同を得て「東京の農林
漁業を発展させ豊かな都民生活をきずく連絡会J(略称
「農林漁業都民連絡会J)を発足させることとなりまし
た。
私たちは，今後この会を中心に東京の農林漁業の現状
と役割を深く理解するために，交流や学習会の開催，直
面している問題点の調査・研究活動，そして個別諜題の
解決をめざしたねばり強い運動をおし進めていくことを
確認しました。
豊かな生活を希求する広範な都民のみなさんノ
東京の幾林漁業を発展させ，豊かな都民生活をきづくた
め，この運動への積極的参加と絶大な御協力を心から訴
えます。
昭和弘年9月22日
東京の農林漁業を発展させ豊かな都民生
活をきづく連絡会結成総会
みられるように，都民への訴えと運動への参加呼びか
けはかなり綜合的な視点、をもっていることが理解される
であろう。会の今後の活動方針は，表1にみられるとお
りであるが，農林漁業の実態について，見学会や学習
会，現地交流会がおこなわれており，これはたんに生産
地ばかりでなく，流通関係施設の見学，東京都農業展な
どを通じて相互理解が深められる方向にむかっている。
このような情況の中で，月刊雑誌『あすの農村』で
は，東京都職労経済支部自治研推進委員会に要請して
「東京の農林漁業と革新都政」のテーマのもとに1979年
1 月 ~4 月 4 回にわけで 8 論文を掲載している。その
題目だけを引用すると次のようであり，いわゆる「酪農
問題」も収録されている。
第1部
1. 今なお大きい農林漁業の位置
2. 農業の変化と都政
3. 東京の農業を守る運動
4. 12年の都農政とこれから
第2部
1. 農地をフル利用して集約経営一一東京江東区の農
業
2. 多摩ニュータウンのなかの酪農家
3. 地元の生産者と産直一一三鷹市消費者の会
4. 農業と都市をむすぶ「町田の農業を発展させる市
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表-1 東京の農林漁業を発展させるための都民連絡会の今後の主な活動
目 的 考え方 具体的活動
1. 農林漁業生産者・消 相互の交流を図り，東京 (1) 東京の農林漁業の実態についての具体的見学会・学習会
費者・学者・研究者・ の農林漁業の現状・役割・ および現地交流会〈キャベツ・軟弱野菜・果樹・いちご・
農林漁業関係労働者・ 問題点などの理解を深め しいたけ，茶・ウド・ワサピ・養蚕・林業・畜産・内水面
消費者関係労働者等の る。同時に，さまざまな 漁業・その他〉
交流 意見交換を図り，都市農 (2) 産地直売会・産直販売会等の実施および都下農林漁業を
林漁業のあり方を追求す 守り発展させるためのキャンベーγ実施〈各生産物につい
る。 て〉
(3) 各種施設の紹介・生産物の斡旋を通じた諸活動
2. 東京の農林漁業につ みんなの力を結集して， (1) 研究・交流集会(ッγポジウム等〉の開催
いての実態や問題点を 東京の農林漁業が抱えて (2) 都下農林漁業の具体的問題点の調査・研究
明らかにするための調 いる問題点を解明し，そ ①相続税 ②価格 ③地域産直 ④安全性 ⑤有機農業
査・研究活動 の解決の方向を明らかに ⑥鳥害 ⑦コンポスト ③酪農へルパ戸制度 ⑨農民の労
する。 災制度 ⑬後継者，他
(3) 農林漁業と社会教育および都市問題(開発・環境〉と農林
漁業の関係等についての調査・研究
(4) 「東京農業白書」の作成
3. 東京の農林漁業を発 上記1，2の活動結果に基 (1) 調査・研究成果に基づく各種問題改善運動
展させ，豊かな都民生 づいて，それを実現する (2) 農林漁業者の対区市町村・対都・対政府要求集約(予算
活をきづくための運動 ための具体的運動および 他〉とそれに基づく要請行動
各種宣伝活動 (3) 宅地並み課税撤廃運動など，都市農業を守るためのさま
ざまな活動
仏) 「会誌」の発行と各種宣伝活動
(5) 広範な都民へ会への加入呼びかけ運動
資料) r農林漁業都民連絡会J結成資料による。
民の会」
みられるように， r多摩ニュータウンのなかの酪農家」
では第19住区の酪農家の代表ということで鈴木昇の酪農
と農業を守る闘いの経過が述べられている。
また，朝日新聞では1979年8月2日から10回にわたっ
て「東京百姓列伝」を連載した。
都市の中で農業を守り抜こうとする農業者一一真剣に
農業に取り組む専業農業者像をよくとらえている。しか
も，農地の宅地並み課税が彼等の前に立ちはだかり，東
京農業を徐々に破壊へ導いている，ということを読みと
ることができる。
これらと並んで， r農林漁業都民連絡会」では，表1
にあるように，毎月 1回「会報」を発行し，会の活動の
紹介や，学習資料の解説を含めて，広く都民に会への参
加を呼びかけるための情宣活動をおこなっている。
また 9月10日には都の林業関係者等6人の代表者が
134名の団体代表者の要請署名をもって， r都行造林事業
の再開と林業関係研究機関の新設」を労働経済局長に要
請した。さらに，現地交流団や懇談会を通じて，あるい
は会員から寄せられた沢山の要望を整理 (6大分類， 14 
中分類，70/j、分類〉して， 1980年10月1日，農林漁業都
民連絡会から8名の世話人が東京都農林水産部長に提出
し，部長ほか4名の理事者と意見交換がおこなわれた。
いま，その「対都要望書」の中分類までを掲げよう。
ただし， ( )は小分類項目数である。
1. 生産基量産の整備と生産環境の改善について
(1) 優良農地の確保と有効利用(5)
(2) 優良な森林の育成(3)
(3) 優良漁場の開発と港湾の整備仏)
2. 流通・価格補償について
(1) 価格の安定と流通改善(12)
3. 税制について
(1) 相続税帥
(2) 宅地並み課税(1)
(め農業用施設の農地並み課税(1)
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仏) 生産緑地制度(1)
4. 後継者対策について
(1) 後継者の確保と育成(5i
5. 地域住民との協調
(1) 消費者の意向を生産に反映させるための施策(η
6. その他経営上の諸問題について
(1) 生産資材の値上げ抑制と安定供給確保(2)
(2) 補助・融資の拡充(6)
(ゆ技術開発及び指導の充実(12)
仏) その他経営安定のための施策的
この要望書に対しては， 10月20日， 70項目全部につい
て，都の「現状」と「改善の方向」として文書で回答が
なされた。それによると，内容は抽象的なものが多いけ
れども， 10項目ほどは労働経済局案として， 1981年度予
算要求の中にもり込まれて，主計局との交渉がおこなわ
れているというものである。
いっぽう，農林漁業都民連絡会の世話人連署による以
下のような陳情書を東京都議会議長に提出 2月25日付
けで受理された。全文をかかげておこう。
受理番号 56第93号
「農地の宅地なみ課税反対，農林漁業の振興および地
場流通対策の確立」の決議等を求める陳情書
東京都議会議長高橋一郎殿
陳情人 (代表〉重富健一
団体名 東京の農林漁業を発展させ，
豊かな都民生活をきづく連絡会
(陳情の趣旨〉
東京の農林漁業は，生鮮食料品等を都民に供給すると
ともに緑と水と自然の生活空間，災害から都民の生命を
守る防災拠点として重要な役割jを果しています。
しかし，政府は，宅地供給を促進させるためと称して
「農地への宅地なみ課税」を昭和57年度より一層強化し
ようとしています。もしこれが実施されるならば，東京
の農業はかい滅的な打撃を受け，農家経営の存続は，事
実上不可能となってしまいます。
東京の農業を引き続き存続させ，都民への生鮮食料品
の供給基地として，また，数少ない緑地空間として都民
生活の向上に寄与できますよう，左記の点について，こ
こに陳情いたします。
(陳情項目〉
1. r農地への宅地なみ課税」の実施に反対し，都市
農業の存続を強く閏に働きかける事
1. 東京の農林漁業を振興させるため都独自の施策を
拡充強化する事
1. 生鮮食料品，地域生産物の地場流通対策を拡充強
化する事
この陳情書は3月都議会で委員会に付記されたが，そ
こでは陳情書の主旨が全面的に受け入れられ，採択され
た。その結果のーっとして，陳情書の陳情項目の第一項
の主旨が，次のような東京都議会議長名による「意見書」
として国の関係機関に提出された。
市街化区域農地に対する宅地並み課税の撤廃に関する
意見書
市街化区域農地に対する宅地並み課税については，
都市農業の保全育成と都市の市街化の状況を考慮して
昭和51年度から悶定資産税等の減額措置が講ぜられ，
更に，都及び各市において農業経営奨励措置が行われ
てきました。
しかし，この間定資産税等の減額措置は，昭和56年
度までとされ，最近では，宅地並み課税の拡大強化が
行われようとしている。
このように農地の課税を重くすることは，農業経営
を一層困難にし，ひいては都市農業の存続を危うくす
るものである。
今日，都市農業は，野菜等生鮮食料品の安定供給の
みならず，緑と空間などの都市環境を保全することに
よって，都民が安心して暮らせる住みよい街づくりに
不可欠なものとなっており，国，地方公共団体は積極
的にその維持発展を図っていくべきである。
よって，東京都議会は，政府に対し，都市農業を保
全育成するため，市街化区域にあっても，現に農業の
用に供し，農業を営もうとする農地については，宅地
並み課税を撤廃し，農地課税とするよう強く要請す
る。
以上地方自治法第99条第2項の規定により意見書を
提出する。
昭和56年3月初日
内閣総理大臣
大蔵大臣
農林水産大臣
自治大臣
環境庁長官
国土庁長官
東京都議会議長高橋一郎
殿
以上のように，農林漁業都民会議の運動は，少くとも
東京都議会段階では，都市農業がたんに生鮮食料品の供
給をするのみではなく，とくに緑と空間という都市環境
保全のためには不可欠の要素であること，従って，市街
化区域の中にあって，農業に使われ，これからも農業を
営もうとする農地については宅地並み課税を強行すべき
でない，ということは理解されたようである。
しかし r意見書」のあて先である農林水産省や国土
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庁ですら，このことを理解するまでに至っていない。ま
たひるがえって，農林漁業都民会議の組織でも，消費者
および消費者団体がもっとも弱体である。 1981年4月現
在都民連絡会の組織状況は，表2のように， 70団体，506
表-2 都民連絡会組織状況 (1981年4月現在)
会員数
農林漁業関係 37 
団 消費者団体 15 
行政関係労働団体 15 
体
その他 3 
言十 70 
農林漁業関係者 344 
個 消費者 17 
行政関係者 74 
学者・文化人 45 
人
その他 26 
計 506 
資料)r都職労経済支部定期大会経過報告」による.
個人である。全員が「消費者」には違いないが，一般的
に言って，主婦や，商業，流通関係従業者がさらにこの
運動を自分達のものと認識しなければ，住環境改善，保
全は満足なものとはならないであろう。これだけの組織
は団体の背景にある個人を考えて，全体で30万人ぐらい
のものであろうとは寺門和也事務局長の推定2町である。
住環境保全への闘いはまだまだその基礎づくりの段階に
あると言えよう。
都民連絡会の第2回定期総会が，結成総会ののち1年5
ヶ月ぶりに， 1981年2月28日，東京都農業会館で開催さ
れた。東京の農林漁業のもつ問題点を解決するための各
種の調査研究活動専門委員会，シンポジウム実行委員会
を設置したこと，情宣活動を強化するために「会誌」の
発行部数を2倍， 4，000部にすること，会員相互の交流を
深めるため分野別に100名のレポーターを募ること，会員
拡大をめざし，また地域事務局づくりに取りくむこと，な
どが活動方針として確認されたほか，緊急な運動課題と
して三つが提案された。宅地並み課税，食管制度などの
問題とならんで，多摩ニュータウン計画区域内の麟農と
農業を残す運動が，さきの知事答弁以後，行きづまりの
状態になっていることもあって，現地調査の実施，都へ
の要請をおこなうことが決定されているo また，広く都
民に訴えるための宣言が採択された。結成総会時に採択
されたものに比べさらに前進している。全文を引用する
と前のものとの重複が大きくなるので，本質的な部分の
み次に掲げよう。
…・・・食糧の海外依存を強め，食料の自給率を一層低め
ようとする動きが，政府・財界はもとより一部労働運動
のなかにも現われている状況のもとで，東京の農林漁業
をめぐる情勢は一段ときびしくなっています。無秩序な
都市化による生産環境の悪化は言うに及ばず，農地への
「宅地化並み課税」による都市農業のしめ出し，農畜産
物や材木の輸入拡大，水質汚潟や乱獲による漁場の荒廃
等々，東京の農林漁業が直面している困難は山積みして
います。
とりわけ，宅地供給を口実にした「宅地並み謙税」に
対して，私達は東京の農林漁業の存廃に関わるものとし
て，重大な疑問と危倶を抱かざるを得ません。
第一に r宅地供給Jを真剣に考えるならば，大企業
が買い占め，現に保有している膨大な遊休地こそがまず
問題にされなければならないということです。
第二に，新鮮な食料を供給し，緑と都市空間を提供し
ている都市農業が崩壊し，農家経済そのものが破壊され，
農業者の生存権が根こそぎ奪われてしまうことです。
第三に，消費者は，都市農業の衰退により，身近かな
生産者から一層分離され，新鮮で安全な食料を求める権
利を奪われることになります。(以下略一一ー引用者)
多摩ニユ{タウン第19住区予定地区の酪農業者達十数
人のあまりにも真剣に農業に取り組む姿は，都市の中で
農業を守り抜こうとする，東京都内の同じような多くの
農業者の支持するところとなったばかりでなく，自治体
の農林漁業関係機関に働く人々の自治研活動を通じても
相互認識が高まり，さらにその活動をとおして，一般の消
費者や都民，学者や文化人の深く認識するところとな
り，ここにみられるような「都民会議」の結成にまで進ん
だのである。そして，多摩ニュータウン地区の酪農と農
業を守るということが，農林漁業都民会議の3つの緊急
運動課題の 1つに掲げられているのは，さきの知事答弁
を東京都が具体化したものとして彼等の前に出さないか
らであるばかりでなく，それらを守ることがそのまま東
京の農林漁業を守ることにつながり，ひいては自分達都
市住民の居住環境を少しでも自然の法則にのっとった状
態で保全し，あらゆる点で豊かな生活を創り出しうるの
だということを深く理解し，認識したからであろう。従
って，その運動は都市農業の確立をめざし，農地の宅地
並み課税をはじめそれの阻害要因である条件を取り除く
運動としても大きな意義があると言うことができる。
7. 大都市居住環境保全と都市農業
一一むすびにかえて
7-1 本稿のまとめ
前稿「請願運動からみた都市問題としての農業・農村
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問題J-一一多摩ニュータウン開発におけるいわゆる「第
四住区問題」の意味するものーーと本稿とによって，多
摩ニュータウ γ開発に伴っておきた堀之内地区のいわゆ
る「酪農問題jが，酪農業者だけの闘いから広範な市民
運動にまで展開していく過程の分析をいちおう終えるこ
とができたと考えている。
日本の地域開発一般にみられる「開発者の論理と戦略」
は，ここでも当初から貫かれている。しかし，酪農業者
の酪農を自分達の職業とし，それに賭けたあらゆる行動
が，厳しい自己認識を要求するとともに，またひいて
は，そのような農業を産業活動の一部門とするような産
業政策，とりわけ大都市および近郊地域においては都市
政策が必要であるという認識に到達させたと考えられ
る。そのことが，ニュータウン計画区域から第19住区予
定地(堀之内地区〉を「除外」してほしいという闘いの
エネルギーになったと理解されてよい。計画告示6ヶ月
後に最初の「除外」請願が出されたが，その8年後に土
地買収が事業主体者によって急速に進められ I開発者
の論理と戦略」はついに「反対者」をほとんど酪農業者
だけに追いつめたかにみえた。だが上述したように，彼
等の自己認識と「農業生産力」の担い手としてのプロ意
識に支えられて，この「闘い」は押しつぶされるどころ
か，ニユ{タウン計画区域外の八王子市域からの同業者
や農業者，それらの後継者による支援闘争となって伝播
・拡大することになった。これは他の農業者が堀之内の
酪農業者達の情況を自己のものと認識したからにほかな
らない。
ここに，農業者が，農業者を理解し，相手の置かれて
いる立場をまさに自己のものである，と認識するのは，
同業者でもあるから，比較的速かに，容易におこなわれ
うると考えてよい。しかしながら，農業者を労働者が，
しかも開発施行者である東京都という自治体の労働者
や，一般市民，言ってみれば，地価の高騰に悩まされ
て，住宅問題の直接の被害者である市民に，いかにして
理解されるようになったのであろうか。これも本稿の分
析の重要な側面の一つである。
上述したように，第四住区予定地の酪農業者達の酪農
生産力を形成させるプロとしての職業能力が根底にあ
り，また，彼等の精力的な対外活動があることは否定で
きない。しかし，それらの訴えを吸収し，自己の運動と
していくだけの基盤を作った東京都区職員労働組合経済
支部の活動を見のがすわけにはいかない。とりわけ地方
自治に関する学習やそれに基ずく運動の力，すなわち地
方自治研究活動によるところが大きいと言わねばなら
ない。
このきっかけとなったのは， 1966年に都当局から出さ
れた農林関係試験研究機関の統合を目的とした「農村セ
ンター構想」であったと考えられる。なぜならそれま
ではたんに全国自治研集会に代表を派遣するだけであっ
たが，この「構想」によって事実上組織の危機がおとず
れ，いやおうなしに自己を見つめざるを得なくなった。
それは，試験研究機関のあり方や東京の農林漁業の位置
づけなどの「理念」に関する議論をまきおこし，農業問
題に対する認識を，その学習を通じて，深めさせること
になった。それはいわゆる「職場自治研」活動となり，
「構想」撤回へむけての強い職場闘争へ発展した。このと
きに農家に「実情」を訴え，援助を受けたことが，住
民共闘，なかんずく労農共闘の発端となったと言える。
また， 1967年に革新都政が生れたことも，職場の民主
化運動とともに，この運動を容易にしたと考えられ
る。
職場自治研はその後，都下農業のアンケート調査， 19 
72年の第13回自治体学校に都職労経済支部の最初の代表
を送るなど，自治体労働組合運動の理論と実践を積極的
に吸収し，これは，こののち毎年奥多摩で関かれる御岳
自治研集会に集約され，運動の基調となった。それは，
徹底的な，職場要求闘争と自治研活動とを結合して闘
う，というものであった。さらに I東京都の農林行政
のあり方と自然保護回復」なる自治研農林漁業分科会の
開催へとすすみ，自治体労働者の中に農業に対する認識
が急速にふかまっていった。都民の生活に根ざした要求
であるとともに大資本の論理を中心にした国の施策に対
する科学的批判の立場をもって，自然と都市の調和のと
れた環境回復のために，都の農林行政がもっている機能
を発揮し，施策や政策にまで高めていこうとした。それ
は都市農業の確立と自然保護に密接に関連してすすめら
れ，都市農業を確立することが，そのまま自然保護にも
つながるという理解となって I東京の自然保護と農林
行政」や「東京の自然を取り戻すための農林水産業の持
つ役割」などに総括され，広く都民にも訴えられた。こ
れは，東京では農林水産業を中心とした調和を作り出す
以外に自然の回復が図れないから，自然保護行政の推進
に積極的に取りくむ，という主張となって，都職労経済
支部はその中心的任務を自覚したわけである。そしてつ
いに， I東京における自然の保護と回復に関する条例」の
中に I農地の保存」の一条が入るところとなった。従
って，多摩ニュータウン計画もこの自然保護条例によっ
て間い直されることになった。
これらの学習とそれに基づく運動は，積極的に農家の
要求をくみ上げる方向に進み，農家要求調査の実施と対
都予算要求への働きかけとなった。これが第2回御岳自
治研集会以降の実践的な自治研の本質となった。そし
て，1974年には，はじめて農業後継者の青年と農政関係労
働者の対話がおこなわれ，相互の信頼と団結が生れた。
とくに農業後継者の農業に生きる情熱と行動は，農政関
係労働者に深い感銘を与えた。このことが，のちの運動
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の大きな支えになったと言えるであろう。それ故に，八
王子市恩方イチゴ問題などにみるように，自治体労働者
と農業者との連帯の力が認識されるに至ったのである。
このような農林漁業者と自治体労働者の緊密な連帯と
相互理解をより深めるために， 1975年2月東京の農
林漁業を守り発展させる研究集会」が関かれ， 1，500名
(農林漁業者56%)が参集した。この集会の意義は，都
民への生鮮食料品の供給，環境の保全，水資源のj函養等
の重要な役割を果たしている東京の農林漁業を正しく評
価し，都政の中に積極的に位置づけ，都農政の転換を求
めていこうとするものであった。また，運動の中心的役
割をなす協議会をつくり，農林漁業の安定した経営と豊
かな生活を実現して，住みよい地域づくりや農政関係職
場づくりを図ろうとするものであった。この集会を契機
として，次の第5回御岳自治研では，生産者が前面に
出，都職労経済支部の指導の下に当局との交渉がおこな
われる，いわば本当の意味での労農共関が三つも成立し
た。この運動は，たんに予算を獲得したばかりでなく，
自治体とは何か，何をなすべきかということを，関係労
働組合員をこえて，自治体に働いている人々全体へ広げ
るのに大きな役割をはたした。これら農業者との共闘の
経験を総括すれば，農業者の要求と自治体労働者の働き
がいの要求を統一し，しかも，職場を基礎にして組織的
に運動をすすめること，農業者の自主的な運動や組織づ
くりを援助し，同時に自治体の中間管理職を共通の立場
に立たせるということであった。
以上述べたように，労働組合のほうにこれだけの基本
的な下地一一徹底した自己認識と職場の民主化の進展，
農業者の現状と要求・立場の理解，があるのだから，多
摩ニュータウンの酪農問題が紹介されれば，労働組合が
黙っているはずがないのはむしろ当然であろう。積極的
に手をのべることになったのも，また，全国的にニュー
タウ γの酪農問題や，農業問題が知られるようになった
最初の機会も，この「研究集会」であったことが理解で
きょう。
都職労経済支部は1975年8月の第4回御岳自治研にニ
ュー タウ γの酪農業者3人を正式招請して，全面的な共
闘を開始することになった。そのために現地調査と，酪
農家との懇談会と，それをもとにして，対都当局，知事
交渉へと進み，農業経営存続可能な環境保持やニュータ
ウン全域を生活環境と調和させる計画とするように，要
請がおこなわれた。
いっぽう酪農業者達も，酪農経営の一層の充実をはか
りながら，広く世論に訴えるべく，広範な活動を開始し
た。それは，酪農業者の置かれている情況をもっとも熱
心に理解し，協力を約束した「日本共産党との提携」に
なった。共産党の都議会議員団は，現地調査をおこなう
にあたって，専門家である都職労経済支部の労働組合員
の協力を正式に要請し，その協力の下におこなった。こ
の調査が基礎となって， 1976年3月13日，東京都議会予
算特別委員会では，ついに「現状のとおりの牧場として
残す。……民家の住宅の間に牧場があるということは
……あらゆる点において非常にプラスになりますから，
何としてでも残す固い決意で当たろうと思います」とい
う美濃部知事の答弁を見，酪農問題は，解決への道へと
飛躍的に進展したかにみえ，酪農業者をはじめ，運動に
携わった人々に大きな希望を与えたのであった。
しかしながら，一年後の予算特別委員会でも協力
している地元への影響……，当局に引き続き慎重に検討
させて……」ときわめて後退した知事の発言になってお
り，また，西部地区の農業，とりわけ専業農家32戸にた
いする方策も I新往事業区域内では，全面買収による
事業であるから，農業の存続は困難」を繰り返すばかり
であった。だが，東京都南多摩新都市開発本部長と都知
事とでは回答に微妙な違いがあることは明白である。い
ずれにしても，区画整理は耕地整理とはまったく本質を
異にするもので，多摩ニユ{タウン都市計画内で農業と
の調整を考えようとすれば，産業としての農業の位置づ
けをおこない，農業振興計画を伴った都市計画を考える
必要がある。しかし当局にはそういう認識はないと考え
ざるを得ない。しかし東部にくらべて西部は，従来の宅
造法，自然地形や自然植生，遺跡などの環境調査が相当
詳細になされ(宮脇昭， 1975)それが生かされることに
なったのは，これらの運動の一つの成果であろう。
これらの運動とは，この第19住区酪農関係をも含む，
「多摩ニュ{タウン開発を考える都民会議」に統一され
た一連の住民運動である。都職労経済支部は，さきの知
事答弁以後，エュータウンの酪農家達の闘いが，ニュ{
タウン計画の再検討にまで発展する展望が関かれた，と
受けとり I酪農問題」がたんに「都の農業」の問題に
とどまらず，首都における都市問題にかかわる重要課題
として位置づけられ，東京の農林漁業を守る運動の一環
として，酪農存続のための l万人署名運動にとりくむこ
とになった。これは，各関係機関決定を経て「研究集会
実行委員会」としての取り組みに発展し， 7，000余の署
名が集約された。
この署名の 10%はニュ{タウン居住者からもょせら
れ， 1976年6月には，この署名簿を携えて I実行委員
会の代表」により I酪農存続の要請」が都知事あてに
おこなわれた。しかしこの署名活動はどちらかと言えば
組合員に重きがおかれていたので，もっと広く，酪農問
題の本質を都民に訴えていくため， I酪農を守る 6・8集
会」がもたれた。酪農を守る運動ばかりでなく，多摩ニ
ュータウソのかかえている諸問題についても意見交換が
なされた。今後の運動のすすめ方として，地元農家を中
心に多摩ニュータウン地域の農業を守る組織をつくるこ
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とと，都民的運動に発展させる組織を作ることの2点が
確認され，都民へのアピールが採択された。
これを受けて，まず地元酪農業者を中心にした「多摩
ニュータウン地区の酪農と農業を守る会」が，次に多摩
ニュータウン開発を考える都民会議(略称，ニュ{タウ
ン都民会議〉がいずれも1976年7月に結成されている。
前者ではニュータウン団地住民の代表も参加し，消費者
の立場から理解と支援の手が差しのべられて，都市住民
と農村住民が大都市の内部で共生することの意義が相互
に認識された。後者では， I要綱」にもみられるように，
「住民本位の多摩ニュータウン開発」を実現していくた
めに，調査・研究活動をおこない，開発のかかえる諸問
題の本質を明らかにして， 都民の力で関係機関へ提言
し，ニュータウン開発のあるべき姿を求めていこうとい
う実践的な運動によって，明るく住みよい東京をつくり
あげる共通の目的を実現すべきであると理解されてい
る。前者の多摩ニュータウン地区の酪農と農業を守る会
は後者の構成母体の一つであり，結成時19団体の 1つで
あった。
後者は機関誌「多摩ニュータウンを都民の手に」を発
行し，長大な論文を掲載して都民へ訴え，運動への参加
を呼びかけている。これらの現地調査・討論・研究によ
る成果をもとに対都交渉「多摩ニュータウン開発に関す
る当面の要望」がおこなわれた。この交渉の結果はその
後のニュータウン開発に住民の立場からの一定の前進を
得たものと評価されるであろう。
ニュータウン都民会議と酪農と農業を守る会はこれを
契機に共同歩調をとりながら運動を進めていくことにな
るが，前者の組織が，多摩ニュータウン計商を綜合的に
考えていくための，パラバラであった組織を農業者を含
む住民共闘組織として統一し，恒常的に活動していく最
大の組織に発展し，東京の農業を守る運動を進めていく
上にも大きな意義を持つことになったわけである。
しかしながら，多摩ニュータウンの自然保護や埋蔵文
化財の保存など，あるいは緑や自然植生の保持などの環
境保全については一定の進展がみられたが，第19住区の
酪農問題については，さきの知事発言以降，ほとんど何
の前進もみられないといっても過言ではなかった。八王
子市，都知事，南多摩開発本部の三者徴妙にくいちがい
をみせる発言・行動は，この問題に対して，知事発言に
沿ったかたちでのきちんとした解決への方向がなされて
いないことの表われであると理解すべきであろう。しか
し，ニュータウン都民会議は I知事答弁を尊重，代替
地案の全面的撤回」を南多摩開発本部長に確約させたこ
とをもって，そのまま「除外」確定としているが，これ
は危険であろう。なぜなら I全部又は一部除外につい
て検討する」というもので，除外することを確約してい
るわけではないし，さらに I(除外は)きわめて困難であ
るJ，I現時点では代替地の検討はおろします」と言い添
えられていることからみて，論理上，除外することは約
束されていないし，代替地案の復活の可能性もあると解
釈すべきであろう。
ニュ{タウ γ都民会議では，さらに実態調査や意向調
査を加えて，それをもとに1977年4月知事に「西部地区
開発計画に関する公開質問状」を提出し 2ヶ月後には
回答が出されている。しかしながら，酪農や農業につい
ては何の前進もみられないが，その他については，ニュ
ータウン都民会議の調査研究活動に伴う運動がかなりの
効果をあげていることが回答から読みとれるであろう。
従って，この時点で非常に遅れをとっているのが，酪
農問題を含めた農業についてだけと言ってよい。しかし
東京都はこの回答にみられるような態度であるから，酪
農業者逮とそれを支援する人々，すなわち，真に豊かな
環境をもっ街づくりをめざす都民は，公害や自然破壊を
くいとめ，豊かな住環境を実現するための政策を期待で
きないという畏怖を抱くことになった。都市政策の中に
農業をさらに明確に位置づけるための運動をもっと強力
に進める必要を感じたわけである。
1975年の「研究集会」によって都の農林漁業の破壊に
一定の歯止めがかかり，都の農政転換の契機がおとず
れ，みるべき成果もあったが，未だ地域的にも課題的にも
綜合的な運動にはなりえていなかったし，幅広い共闘を
伴った恒常的組織とはなっていなかった。これをめざし
た運動は1978年10月の「東京の農林漁業を発展させる都
民のつどい」を経て， 1979年9月， r東京の農林漁業を
発展させ豊かな都民生活をきづく連絡会J(略称，農林
漁業都民連絡会)が結成された。
「農林漁業生産者はもちろん，消費者，学者，文化人，
農林漁業関係労働者など広範な都民の知恵を出し合い，
都民生活に大切な役割をもっ東京の農林漁業を発展させ
るために，必要な取り組みをしていくこと」を目的とし
て，非常に幅広い活動を開始した。それは都民への「ア
ピール」にみられるようにかなり綜合的な視点をもって
おり，実践的でもある。
毎月 1回「会誌」も発行し，会の活動の紹介や学習資
料の解説など，情宣活動をおこないながら，現地交流会，
懇談会，ないしは会員から寄せられた要望をまとめた，
「対都要望書」を携え当局との交渉をも行なっている。そ
の結果は関係部局の予算要求などへ具体化されている。
また，都市農業確立へのもっとも大きな障害となる「宅
地並み課税」撤廃の請願を都議会へおこした。これは採
択され，都議会議長名で，国の関係機関へ意見書が提出
されるまでにいたった。
都民会議は 1981年2月，第2回総会を迎えたが， Iニ
ュータウ γに酪農と農業を残す運動」は3つの緊急な運
動課題の 1つにとりあげられ，さきの知事答弁に沿う問
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題解決をめざして，あらたな運動が開始された。会誌も 2
倍， 4，000部に増刷され，本年4jj会員は70団体と506個
人となり，団体背後の個人を考えれば，少なく見積って30
万人ぐらいの運動体に発展したと考えてよいであろう。
7-2真に豊かな都市生活の創造一一環境保全への展望
以上は本稿のまとめであるが，前橋と合せて，多摩ニ
ュータウン計画区域内の十数人の酪農業者逮が15年以上
の長い闘いを続け，ついに30万人をこえる幅広い都民の
支援を受けるまでにいたったその過程を貫く本質は，た
んに酪農を守るということだけではなく，東京の農林漁
業を発展させることが，豊かな都市生活を築く基本であ
るという認識のあるととである。国土あるいは都市の環
境を安全で快適なものにしようとい予市民の強い願望が
根底に流れているのである。革新都政の誕生という条件
も良い方向に働いたことは否定できないが，都職労経済
支部，とくに農林漁業関係試験研究機関の職場あるいは
組織の危機を契機として，自治研推進運動による自治体
労働者の徹底的な自己再認識と職場の民主化の進展が，
東京の農林漁業を守るだけではなく，発展させることに
よって，都民の生活を豊かにし都市の環境を保全する
ことに結びっくものだと理解されたからにほかならな
L 、。
農林漁業関係自治体労働者の自己再認識は，試験研究
機関のあり方や，東京の農林漁業の位置づけ，あり方へ
の疑問を解くことからはじまり，農林漁業者が試験研究
機関に何を要求しているかをさぐることによって，対象
を理解・認識することを経て，さらに深く自己を認識す
ると左になった。ここに農林漁業者との相互理解と連帯
による共闘が生まれた。共闘が生れることによってもま
た職場の民主化が徹底されねばならなかった。それらは
全国自治体学校や全国自治研集会に代表が参加すること
によって徐々に基礎づくりがおこなわれたであろうが，
みずから，御岳自治研を組織してから急速に進展したと
言うことができる。第6図からこの自治研が，東京都の
課題別研修として正式に認められていることを考えて
も職場の民主化に限らず，東京都の各政策，とくに環
境政策に大きな影響を与えていることが理解されるであ
ろう。このような自治研活動を通じて自治体労働者と農
林漁業者との共闘組織は，生活環境悪化，大気汚染など，
公害に悩まされ，生命の危険を感じている人々に，あるい
は農林漁業の生産者と，消費者である自分達が分断され
て.安全・新鮮で安価な満足のいく食糧を手にしたいと
願ってもその希望の満たされない人々の受けいれるとこ
ろとなり，急速に広範な都民との住民共闘が発展してい
くことになったのである。
f東京における自然、の保護と回復に関する条例Jの制
定あるいは，多摩ニユ{タウン西部開発に関する要望，そ
のほか本稿に関する部分だけを振り返ってみても，環境
保全政策を前進させるのに，住民共闘による自治の発展
が果たした役割の大きなことが理解されうるであろう。
本稿では多摩ユュータウ γ，とりわけ「酪農問題」に
関係する部分ιそれに関連する農林漁業や環境保全の
部分を意識的にとりあげたので，その他の自治研や住民
共闘はいっさい問題にしなかった。もとより自治研は農
林漁業だけおこなわれているのではなく，中小企業，消
費者，流通などいくつかの分科会を伴っておこなわれて
いるのであり， それらを綜合して考察する必要がある
が，ことではいちおう農林漁業関係に的をしぼって考察
を試みたわけである。都職労経済支部の自治研とりわけ
農林漁業分科会のそれがもっとも進展しているからでも
ある。結果として「農林漁業都民会議」に消費者やその
団体の組織状況が弱体であるということがみられるけれ
ども，これはa いっぽうでは他の分科会との「合同」を
通じて今後考えていくことが必要であることを示唆する
ものであろう。他方では，消費者個人の問題がある。食
料品だけを考えても，自然本来のもつ味，食品そのもの
について消費者自身がもっと勉強をする必要があると考
える。食糧，食品をよく認識することによって，人間自
身ひいてはより深い自己認識に到達することも可能であ
ろう。そのことがまた安全で快適な都市の環境を創造す
ることにつながると信ずる。
わが国でも，都市は，農村から工業を分離することによ
って成立し，たえず都市化・工業化をすすめることによ
って，都市たろうとし，発展してきたのである。しかし
ながら，今日のように大量の非生産労働力を扶養してい
けるような都市の生産力が高い状態にたちいたって，こ
んどは農村そのものを都市の内にとりこまねば都市自身
の維持が困難になってきたのである。それは新しい発想
にたって都市政策を進める以外に方法がないであろう。
要は都市の再生のために農村の「本質J，r原理jをいか
に都市に導入するかということであ叩て，多摩ニ a ター
ゥγの「第19住区の問題」はこれを考えるための素材を
提供していると考えられるのである。その素材の原点は
そこに生活し，農業生産力の担い手としての農業者自身
のプロ意識であって，都市住民のために食糧を供給して
いるという職業意識である。そういう人間違を，都市は
都市のためにと言って追い払ってしまおうとしている。
これで果して人間らしい生活のできる豊かな都市の創造
が可能であるうか。
地域開発は本来，その大小を問わず，人間が，つまり
そこの住民が人間らしい生活ができるように進められる
べきものではないのだろうか。
新住宅市街地開発法によって，また，都市計画決定も
おこなわれ，そこの住民に何の相談もなく，土地を囲い
込まれた地区には，農業を自己の一生の仕事と認識し，
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そのための学習や投資もおこない，他の職業にたす'さわ
っている人々以上に立派な仕事ないしは経営体として確
立してきているものも少なからず存在する。したがっ
て.r農業Jのみを完全に否定してしまい， 農業を維持
するためのいっさいの生活再建指導策もうち出さないと
いうのは片手落ちというよりはむしろ暴挙と言えるので
はないのか。土地買収をおこなうから，その代金を持っ
て何処でも好きな所へ行ってしまえ，と言っているよう
で，極めて無責任というほかはない。
この第19住区，堀之内の麟農業を残すことは三つの観
点から有効と考えられている。第1は，食糧の自給率の
向上や，都市近郊農業の再評価が叫ばれている今日，都
民や周辺住民へ，安くて，新鮮で，安定した牛乳や畜肉
の供給に役立つこと，第2に，生産緑地とそれに連なる
雑林の保全によって，この地域の自然環境と生態系の保
全に役立つこと，第3に，多摩ニュータウ γ居住者や周
辺住民に，自然の景観を保障し，生活に安らぎを与える
とともに，農業，農家，家畜などについて子供達に生き
た教材を提供するなど，その意義はきわめて大きなもの
がある，ということである(定期大会報告.1979)。
また，とくにわが国のように，急速にしかも短期間に
都市化が進展し，民間主導による市街地の拡大の進んだ
大都市においては，いわゆる都市公園の 1人当たり面積
の少ないことと考え合せるならば，都市農業を確立する
ことの重要性もおのずから理解されうるであろう。なせ守
なら，地価のきわめて高い，しかもその上昇率の非常に
高いわが国の大都市においては， 公的に土地を購入し
て，都市公園を欧米並みに整備することは容易ではな
い，というより不可能に近いことであろうと考えられる
からである。
したがって，市街化区域のなかにあって，農業に使わ
れ，これからも農業を営もうとする農地について，宅地
並み課税を強行すべきでないということも理解されうる
であろう。真の農業者が，これに反対することも，また
「農林漁業都民会議」に結集する住民が反対することも
きわめて当然であり，大都市東京の議会で「反対請願」
が採択され，国の関係機関に都議会議長名で「意見書」
の提出がなされたのも，そういうととがょうよう一般に
理解されつつあることの証左であろう。ちなみに第19住
区予定地約90haの半分以上50ha余はすでに東京都住宅供
給公社によって土地買収が終了しているが，その費用は
1979年までに145億余円である。これに単年度毎の利子
75億余円(同年まで〉を加えると，すでに221億円の巨額
に達している(図2)。現在でも借入金の利子は雪だるま
式に増加しているので，いかに土地費用が大きいかが理
解されると同時に.fl9住区問題」をいつまでも放置して
おけない経済的理由もみい出さざるを得ないであろう。
環境政策を良い方向に誘導するのは，上述したように，
住民や自治体労働者の運動によるところが大きい。現代
日本の環境政策は，環境庁発足当時とくらべると，明らか
に後退している。ほっておけばやがて巨大な自然、の復讐
が日本の国土や国民におそいかかるかもしれない。環境
庁は設立10年を迎えようとしているにもかかわらず，住
民運動や世論に耳を傾けようとしない。 21世紀にむけ
て，人間の幸福の根源は何か真剣に考えねばならない。
告
億
円
図-2 各年土地取得費と利子およびそれらの積算額
資料〉東京都住宅供給公社資料により作成。
私は，食糧は本来的に地域内で自給するのが原則であ
ったと考えている。従つである地域内に存在する生産者
の供給可能な食糧の量がその地域の大きさを決定してい
たことになる。しかしながら，食糧の供給圏は，都市の
発展とともに無限に拡大しつつある。これをできる限り
もとの原則をとり入れることによって是正しなければな
らない。
その場合，食糧は通常の手段で供給されなければなら
ない。より広範囲に供給するために薬品を添加したり，
形態を統一したり，特別の包装をほどこして供給圏をひ
ろげたものは上の原則にもとることになる。このように
して食生活の側面に関する限り，人間は人間らしい生活
を営むことが可能になるであろう。大量生産・大量消費
・大量輸送はすべてを規格化し，変化に乏しいものを作
り出してしまう oどこへ行っても同じもの，いつでも同
じものが入手できるかわりに，食糧そのもののもつ本来
の性質が失なわれた，ただ形のみがあるものしか口に入
れることができなくなるのである。
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工業製品のような無機的なものはそれでよかろう。生
命ある有機的な物質としての食糧はそれではいけないの
である。食生活の豊かさというのは，形式さえそろえばそ
れでいいというものではないはずである。単に物質的な
量の側面を評価し，都市生活イコ{ル豊かな生活と混同
されて，いまや本来人聞にとって本質的に必要な質の側
面が忘れられてしまい，わが国の都市の生活はきわめて
貧相な退廃的なものになってしまった。人間の豊かさ，
都市生活の豊かさとは何かということをもう一度人間と
は何かの原点に立ち帰って考えなおしてみる必要がある
のではなかろうか?
豊かな生活とは交換価値を追求するような物質的なも
のではなく，使用価値を追求するようなものでなければ
ならない，というのも}面の真理である。ルプェープツレ
も本来都市とは生産的労働と作品と祭りとによって同時
に占められている空間であり，都市社会は交換価値上に
ではなく，使用価値上に基礎づけられるものであるとい
う(ルフェー フツレ， 1968，森本訳， 1969)。
この意味では，都市はハワード (1898)の『田園都市
論』をもち出すまでもなく，モアの『ユートピア』第2
巻にもすでに 16世紀初頭に，物質的な質素さを評価し，
「公共生活に必要な職業と仕事から少しでも割きうる余
暇があれば，市民はそのすべての時聞を肉体的な奉仕か
ら精神の自由な活動と教養にあてる」のが人生の幸福で
あるという理想都市が描かれている(モア，1516，平井訳，
1957)。今日の英国でもこの伝統は市民生活の中にうか
がわれる。わが国でも一般市民にかような認識が増大し
ていることは日々の新聞紙上にみられるところであり
(たとえば毎日新聞， 1981)，大都市再生への望みをまっ
たく捨てたものではないと考えられる。許寓元は，都
市実体は人間，住民，市民という主体のうちにみること
が前提されているし，また前提されねばならないとい
う。現在，都市によって否定された市民の立場に立つこ
と(許， 1979)こそが重要である所以である。また，柴
田徳衛も，理想都市は「市民の市民による」自分たちの
都市づくりがその実現の基本条件で，理想都市の本質は
文化的規定だという(柴田， 1967)。つまり精神的な文
化生活や活動が十二分に可能な都市でなければ，真の理
想都市とは言えないのである。
しかしながら物質的な基礎として，生命の安全と快
適な健康が保証されなければそれも実現不可能であろ
う。それには質素でよいが，安全な食糧と健全な大気・
水・土嬢などの居住環境が必要である。人間の幸福は，
精神面とそれを支える物質的基礎としての肉体面の健康
によって成り立つ。健康こそが人間の幸福の根源と考え
た「ユートピア人Jにわれわれ現代人は学ばねばならな
いと考える。
〔謝辞〕 予定紙数を大幅に上まわったのは，筆者の都
合ばかりでなく，読者の追試行の便も考えて，原資料を
大幅に掲載させていただいたからである。編集委員会に
は記して謝意を表したい。前稿で述べたような執筆計画
のうち，多摩ニユ{タウンに関する三番目の仕事はほぼ
終えることができたと思っている。資料収集や現地調査
では沢山の方々にお世話になった。
東京都南多摩新都市開発本部企画室の北条さん，松川
さん，同管財部施設管理課の下重さん，渡辺さん，東京
都労働経済局農林水産部農政課の新藤さん，福島さん，
東京都議会事務局庶務課の上回さん，同図書室の児山さ
ん，百々さん，斉藤さん，東京都東部土地区画整理事務
所の小林さん，松本さん，中越さん，同西部土地区画整
理事務所の野口さん，多摩市役所総務課の植木さん，間
企画室の川原さん，同産業経済課の今井さん，八王子市
役所企画部の山崎さん，同議会事務局の西志村さん，同
白木支所の高麗さん，東京都住宅供給公社の西村さん，
津島さん，森尻さん，大橋さん，東京都農業会議の小林
さん，東京都農業試験場の寺門さん，東京都家畜保健衛
生所の森谷さん，J11西さん，東京都区職員労働組合経済
支部の皆さん方には，資料の収集についてとくに多大な
御援助や御教示をいただいた。とくに「定期大会経過報
告jは各年とも，この論文を執筆するにあたって有用で
あった。中央大学経済学部の青野さんには貴重な資料を
お貸しいただいた。また，現地での面接調査では鈴木さ
んをはじめ多くの農業者，非農業者およびその御家族の
方々にも評細なお話しをうかがわせていただいたり，資
料をいただいたりした。末筆ながら，以上の方々に誌上
を借りて厚く感謝の意を表します。
注
1) 地方自治研究活動(自治研〕は言葉としては1957年
に初めて登場し，支部定期大会において，第1回全国
自治研集会の取り組みが提起された(東京都区職員労
働組合経済支部， 1978) 
自治研は，戦後初の深刻な地方財政の危機がおこっ
たさなかの1957年甲府市で第一回が開催された。その
ときの中心テーマは r自治体は住民の要求にどのよ
うにこたえるか」であり，自治体労働者が，地方行財
政の実態を住民要求との関連で調査研究していく活動
としてはじまったものである。このテ{マは，その後
「地方自治を住民の手に」という実践的なものに発展
し，その意義も「住民のための地方自治をつくりあ
げ，民主主義をいっそう発展させるための自治労の運
動」と非常に明確にされている。
この自治研運動は，本文に述べた東京都区職員労働
組合経済支部の自治研活動が毎年数日にわたる集会を
開催して学習・研究活動やその総括・方向の確認をし
ているように，各地方自治体の労働組合の自治研活動
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が非常に活発である。したがって，全日傘自治団体労
働組合と自治研中央推進委員会の主催による「地方自
治研究全国集会」は， 19印年代までは毎年一回開催さ
れてきたのであるが， 1910年代以降は隔年に開催され
ている。 1979年には第18回が11月 6~9 臼，宮崎市で
おこなわれた。
2) 他の54支部と並んで東京都区職員労働組合(都職労)
のー支部を構成する。 16分会からなり，それらは書記
局も入れて62事業所(都庁本局の総務部，商工部，農
林部，都民生活局の4部局を含む)にわかれる。組合
員は1981年5月1日現在1，989名をかぞえる。上述四
部局のほかのおもな事業所としては，家畜保健衛生所，
農業改良普及所，消費者センター，計量検定所，アイ
ソトープ総合研究所， 水産試験場， 工業技術センタ
ー，農業試験場，蚕糸指導所，繊維工業試験場，畜産
試験場，北，南，西多摩経済事務所等の本支所である。
3) 御岳自治研集会については，注6)をみよ。
の この基調は，現在でも都職労経済支部の自治研活動
に脈A として生きており，運動の基本となっている。
5) 前記『定期大会報告書』によれば，当時の分科会で
も「東京では農業が出来なくなるj，i農業者がやる気
をもっているのかJ，I後継者がいないだろう」という
弱い意見も出されていたというが，論議を深めるなか
で，分科会として農業を発展させる方向での位置づけ
がなされた，と報告されている。ここにみられるよう
に，農業者以外は，都市農業も，一般農村の農業と同
じように総体としてしかみていないように思われる。
別稿(拙稿，1974，1979， 1980)で述べように，とくに
都市農業は総体としてみるのは正しくなく，筆者定義
の「専業農家」について考慮する必要があることに注
意をうながしておきたい。いずれにしても， i討議」が
現状認識を深めたことは疑いない。
6) 御岳自治研集会は，毎年夏季に奥多摩の御岳で3日
間おこなわれ，第1日目が講演と基調報告がされ，第
2~3 日が組合各分会で用意したリポートに基づく分
科会討論がおこなわれる。分科会は年によって異なる
が，いままで4~7分科会が設けられている。それら
は「中小企業j，i農林漁業J，r消費者問題」の三つが
常時あって，他は「試験研究j，r経済事務所j，i(生
鮮食品)流通問題j，i地方財政改掌運動」である。分
科会で報告されるリポートは毎年全体で20前後を数え
る。
参加者は第1回が75名で以後年々増加し， 第9回
(1980)では200名近くにおよんでいる。また特徴的な
ことは，第1固から所長，部・課長などの管理職者が
多数参加していることであり，第9回では30名に達し
ている。しかもこの自治研集会での講演は第6回以降
正式に当局側払東京都の「課題別研修」扱いになって
いる。
7) r要請書jは2項目からなる。
1. 都市近郊農家の生鮮食料品を生産する基盤であ
る，イチゴ等の大量育酋施設を設置されたい。
2. 東京都農業試験場イチゴ研究室を充実させ，農業
試験場，農業改良普及所，及びイチゴ生産者を直結
させた技術指導体制jを確立されたい。
の さつの住民共闘とは， (1)東京狭山茶の振興， (2)種飯
の供給， (3)稚蚕人工飼育の促進，である。
これら三つの予算要求闘争は程度の差はあるが，結
果として，すべて予算獲得が成功している。闘争のパ
ターンは，以下のようである。これまでの農林漁業者と
の対話活動がその基礎にあるが，まず，関係分会〈例
えば，養豚施策充実のための予算要求闘争ならば，畜
産試験場分会〉が中心になって，具体的な取り組みに
ついての検討がおこなわれた。ついで関係生産者全部
と関係団体を中心に署名活動がおこなわれ，いっぽう
では，生産者が中心になり関係団体と分会代表とが20
名前後の交渉団を組織し，上の署名を携えて，都職労
経済支部の指導の下に当局側〈局長，部課長ないしは
知事・副知事〉との交渉がおこなわれた。
9) 他の3つは， r宅地並み課税反対運動のとりくみj，
「東京の農林漁業を守り発展させる研究集会の教訓を
生かし，地域実行委員会を再編強化し，地域農業発展
にとりくみ，併せて報告集の返し運動に直ちにとりく
むj，i椎茸栽培を地場産業として位置づけし，林業関
係の自治研を発展させる」である。
10)現地調査に入る前に，八王子市議会多摩ニ晶{タウ
ン特別委員会委員長谷合にこれまでの市側の対応等に
ついて聞き，若干の意見交換がなされている。また，
現地調査では，酪農業者の動向，経営の現況，後継者
問題，経営継続上の問題点など各戸別に調査をし，
また酪農業者との懇談会をおこなっている。しかしな
がら，それら戸別農業者のデータについ℃は公表され
ていなL、。
11)原文は次のとおりである。
要請書
多摩ニュータウン計画は，都市計画決定から十年
を経過しました。この聞の事業の実績は，計画の十
分のーにとどまり，開発の中では自然環境の保全，
文化財の保護，交通，開発にともなう地方自治体の
財政負担，農業への影響，入居者の住環境等の問題
が生起しております。
十年自にさしかかった今日，開発の実態を究明し，
今後の開発の方向を明らかにすべき時点にきている
と思われます。
こうした立場から当都議団は，長期的視点に立ち，
多摩ニュータウン開発をさまざまな角度から分析す
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るための調査，研究に当っています。
この調査，研究活動をより実りあるものにするた
めには，どうしても自治体職員の専門的な立場から
の参加が必要と考えております。
つきましては，左記事項について費労働組合の協
力をお願いします。
記
1. 多摩ニュータウン開発が地元の農業にどのよう
な影響を与えているか。当面19住区の酪農存続。
来春，中勾に現地調査を予定していますので，
それへの参加要請。
2. 多摩ニュータウン中央卸売市場建設について，
昭和50年12月16日
日本共産党都議会議員団
12)八王子市からは矢光助投〈当時〉と担当係長が出席
して，南多摩開発本部と協議中の「西部地区開発計画」
と19住区の酪農保護問題が中心におかれた。酪農問題
以外は次のようである。 r開発問題について，ニ皐戸
タウン計画の規模が大きすぎるので，市の行財政能力
では全体に対応できず，個有の問題に対応せざるを得
ない」。
「西部地区の開発については，協議中であり，市当
局として個々の問題については現段階では問題点を指
摘するまでに至っていない。大筋として，財政問題，
自然環境の保全，人口配分，既集落への影響，学校な
ど公益的施設のセットなどを押えていかなければなら
ない。財政問題については，生ずる赤字について東京都
が補填する(行財政要綱〉ことになっているが，双方
とも財政難であり，公益的施設の管理，運営貨を含め
て財政支出の推計を行っている@学校等の公益的施設
は住区境を考えないでセヅトするよう考えている」と
極めて抽象的な謡で終っている。
調査団の要望としては多摩市での「開発の経験，問
題点(交通，保育，医療，住区センター商庖街の営業
問題)，マスタープランのもつ問題点などが指摘され，
今後の協議に生かすように」であった。
13)多摩ニュータウ γの既入居地区への懇談会もいくつ
かおこなわれた。それらは，保育園で保育関係者，普賢
訪問地で主婦達，諏訪住区ゼンタ{で商賠主，永山地
区センターで地元居住者達との懇談会がそれぞれもた
れ，およそ都市問題といわれているものほとんどにつ
いて，各地区の状態が報告され，意見交換がなされた。
すなわち，主なものとしては八王子市の自治体として
の問題，保育問題，鉄塔問題.ゴミ残灰処理場，尾根
幹線道路開題，布場問題，諏訪商底街問題占住環境の
問題などが扱われた。
14) 1964年7月6沼の粕谷茂の質問に対する東知事の答
弁をいう@この論文の90真右上6行目以下を参照せよ。
15) 1961年東京都議会第1回定例会 (2.2ト 3.30)r会
議録3-9号』によれば，予算特別委員会議案審査報
告書として，第1号議案，昭和41年度東京都一般会計
予算は r3月2臼付託された右議案審査の結果，左記
付帯決議を付して原案を可決すべきものと決定Jをあ
る。
付帯決議は8つあって， 2つ自に「新住宅市街地開
発事業の用地買収に要する経費の削除 (35億1，7田万
円)，公明賛成，社会反対となっており，凍結になっ
ている。
16) 1976年6月9日付朝日新聞 fアピール，東京の農業
拠点守れj，r多摩ニュ{タウンの酪農民励ます集会j，
f団地侵食を許すなj. r都民運動へ組織づくり」など
の4段抜き見出し，写真入りで大きく報道された。
17)アピール
都民の皆さん
私たちは，本日 (6月8日〉多摩ニュータウ γ開発
によって三代にわたって続けられてきた農業基盤を奪
われようとしている八王子市堀之内〈多摩ニュータウ
γ開発予定区域.19住区)の酪農を守る集会を開きま
した。
この集会に参加した地元農民，住民運動の代表，自
治体職員，専門家，住民の交流を還して，八王子市堀
之内地区の酪農だけでなく，多摩エュータウソ開発区
域内およびユュータウγ開発と関連して整備されてい
る区画整理事業区域内の農業が危機に立たされている
こと，また多摩ニュ戸タウ γなど大規模開発によるこ
の地域の生態系の破壊などにより周辺地域の農業に重
大な被害をおよぼしていること，ニュ戸タウソ開発に
協力してきた地元農民をはじめとする土地提供者の多
くが生活の危機と不安にさらされていることが明らか
になりました。
また，このニュータウ γ開発によって都民の貴重な
財産である多摩丘陵の白然が無残に破壊されつつある
こと，この地域にねむる過去数万年の祖先の生活と労
働のあとを伝える豊かな文化財が重大な危機に立たさ
れていることを知りました。
一方こうした開発によってつくられた多摩ユュ戸タ
ウンの居住者の往環境が，けっして“太陽と緑のニ品
ータウン"のキャッチプレーズにふさわしい良好なも
のとなっていないととも明らかになりました。
私たちは.10数年前の「高度成長時代」の産物であ
る多摩ニ品ータウン開発計画をその根本から問直し，
農業との調和， 自然，埋蔵文化財の保護，そして周辺
地域との調和のとれた人間性豊かな多摩ニュータウン
の再生をはからなければなりません。
都民のみなさん
住民本位の多摩ニュータウンの再生をはかるために
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は，多摩ニュータウン開発に多少でも関わりと関心を
もっ農民，市民，住民団体，自治体職員や学者，技術
者など専門家を結集し，たがいの情報と資料，運動や
調査，研究の成果を交流し，そのなかから多摩ニュー
タウンのもっさまざまな問題をあらい出し，開発の見
直しと再検討，改善を求める共同の運動を，この集会
を契機に大きく発展させることを互いに確認しまし
た。
明るく，住みよい東京をつくりあげる共通の目的を
達成するために，多数の都民，団体がこの運動に参加
されることを心から呼びかけます。
1976年6月8日
酪農民をはげまし，多摩ユュータウン開発
を考える6・8集会
18)都知事室で閲覧の許可をもらって，その日に都開発
本書官のMをたずねたが，あいにく不在で応対に出た人
に依頼し，のちに電話でうけた回答がこれである。知
事室からの指示も軽くあしらわれるのは，さきの開発
本部の発言と傾向は同じと考えられるのではないか。
19)公害局長は，着任まもないので，多摩ニュータウ γ
の問題の重要性と乱開発のひどきを知ってもらうた
めに，同年の10月29自にニュータウン都民会議と共同
で現地調査がおこなわれている。
20)都職労経済支部では，調査にあたり r実態調査手
引書Jを作り，多摩ニュータウン闘争の意義，運動の
到達点とこれからの課題，調査の目的，調査の内容，
調査の入り方と留意点などについて解説をほどこして
いる。
21)財政は参加団体，および個人からの会費でまかなう
ことが確認された。会費は年間制で，団体は一口千円
以上，個人は一口千円である。第2回総会では団体は
ロー 3千円となった。
22) 1979年9月22日付毎日新聞によれば， r消費者，生産
者らが“連絡会"きょう結成総会一一東京の農林漁業
を育てよう」という見出しで， r...すでに生産者，消
費者，自然保護研究・行政のグループ，個人が参加，
21日現在で団体60，個人330人が会に参加している」
と述べている。
23) 1981年6月22日，筆者との対談による。
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ENVIRONMENT AL CONSERV ATION AND THE TOWNSPEOPLE 
MOVEMENTS IN TOKYO 
With particular Reference to the Relation between Town 
and Country in the ‘Tama New Town' Development Project Area 
Taizan Oishi 
Center for Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 
Comtrehensive U:グbanStudies， No. 13， 1981， pp. 79-128 
The sか-calleddairy-farming problems in the ‘Tama New Town' development project 
area is one of the most interesting inst飢 cesfor analyzing the relation between town and country. 
Phenomena in this area are recognized to be problems having al aspects of the contradiction 
between town and country. They are also the questions which have always taken place in 
regional development in the post-war period in japan. 
128 総合都市研究第13号
1n this paper， the process which the petition movement by the dairy farmers， demanding 
exclusion of the proposed 19th Neighbourhood Unit from the 'Tama New Town' planned aγea， 
has grown to the conflict of townspeople movements for conservation of environment a1l over 
Tokyo municipal districts. 1t is not too much to say that we can inevitably find the essential 
elements in the process of this conflict as such to‘aujheben' and to reach a fusitn between 
urban and rural societies and areas. 
This so-called farming problem was not recognized by the Tokyo Municipal Government 
Trade Union until in 1975 when a research assembly was held for the conservation and promotion 
of agriculture， forestry and fishery in the Tokyo area. A mutual understanding was first 
established at that time between union members or townspeople and farmers， and they united 
themselves against the Tokyo Municipal Government or the National Government. It is not 
only because of the success of the assembly， but also because of continued efforts on the part of 
union members to recognize the conflict with Tokyo agriculture as their own problem. 
A cnSlS in the Union organization in 1966 and the aboJition and integration of municipal 
government research institutions have made them operative for the research activivities of local 
self-governing bodies. Consequently， confJicts of ideas as to how the local government research 
institutions should function， and what agriculture， forestry and fishery in Tokyo should be， 
were considered. These activities also brought them to a correct understanding 01 agriculture 
and farmers. Furthermore， this movement gave rise to a conflict within the political party in 
the plenary meeting or subcommittees of the Metropolitan Assembly. As a result， leaders of 
the municipal government were compelled to reconsider the project. After formation of the 
Society for Protection of Dairy Farming and Agriculture in Tama New Town， the Metropolitan 
Citizens Party for Conservation of the Tama New Town Development Project was organized by 
nineteen parties made up of trade unions， scholars and citizens in 1975. 
Finally， in 1979， A Liaison Council for Promoting Agriculture， Forestry and Fishery 
in T okyo and Enriching恥ifetropolitanCitizens' Life， was organized by seventy parties and 506 
persons IIom various groups of producers， consumers and administrative affairs officers and their 
parties or unions. The d 
and severally liable te establish urban agriculture. 
1t is chiefJy due to the practical study and efforts by the municipal government labourers 
that the movement carried out by only dairy farmers in a small village has spread out al over 
the Tokyo area. 1t is also because people in great cities such as Tokyo have to cope with the 
impoverished conditions of their residential environment， above al， pollution of natural environment 
and of food sources， and have had to view their life as in peril. 1 t ispossible to say that 
people especially al farmers and labourers are recognizing what is essentially needed for a 
comfortable revival of Tokyo. 
